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本
学
の
教
育
目
標

・総合的な人間教育により社会の構成員としての自覚と識見を
有する自立した人材を育成する。
・男女共同参画社会において、グローバルな視野を持ち中核的
な指導的役割を果たすことができる専門的職業人女性を育成
する。
・女子高等教育において、教育分野及び研究分野の女性後継者
を育成する。
・地域・社会との連携において、指導的役割を果たせる女性を
育成する。

校
　
章

　円の中に糸巻が入っています。円は心の円満、糸巻は技能を
表します。豊かな人格の形成と専門的知識・技術の修得という
建学の理念を図案化しています。
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大学院の概要�
第 １　目的
　本大学院は、建学の精神にのっとり学術の理論及び応用を教授研究し、精深な学識と研究能力を養い、
文化の進展に寄与することを目的とする。

第 ２　沿革
昭和 ４ ７ 年　 ３月　　家政学部を基礎として家政学研究科食物学専攻（修士課程）並びに文学部を基礎

として文学研究科国文学専攻（修士課程）及び英文学専攻（修士課程）を設置
昭和 ５ ２ 年　 ３月　　家政学研究科に児童学専攻（修士課程）を増設
昭和 ５ ５ 年　 ３月　　家政学研究科に被服学専攻（修士課程）を増設
昭和 ５ ６ 年　 ４月　　人間生活科学研究所を設置
昭和 ５ ７ 年　 ３月　　家政学研究科に、被服学専攻（修士課程）及び人間生活科学研究所を基礎に児童

学専攻の関連分野を組み入れた被服環境学専攻（博士後期課程）を増設
平成　 ７年 １ ２ 月　　家政学研究科被服環境学専攻（博士後期課程）を、食物学、児童学分野も組み入

れた人間生活学専攻（博士後期課程）に名称変更及び改組
文学研究科に国文学専攻（博士後期課程）及び英文学専攻（博士後期課程）を増
設
社会情報学部を基礎として社会情報研究科社会生活情報専攻（修士課程）を設置

平成 １ ４ 年 １ ２ 月　　人間関係学部を基礎として人間関係学研究科社会学専攻（修士課程）及び臨床社
会心理学専攻（修士課程）を設置

平成 １ ７ 年　 ４月　　人間関係学研究科の臨床社会心理学専攻（修士課程）を臨床心理学専攻（修士課
程）に名称を変更

平成 ２ ０ 年　 ４月　　人間生活科学研究所を人間生活文化研究所に名称変更及び改組
平成 ２ ２ 年　 ４月　　家政学研究科、文学研究科、社会情報研究科及び人間関係学研究科を統合し、人

間文化研究科に改組
平成 ２ ６ 年　 ４月　　人間文化研究科言語文化学専攻に国際文化専修（博士後期課程）を増設
平成 30  年　 4月　　人間生活科学専攻（修士課程）児童発達臨床学専修を保育・教育学専修に名称を

変更
令和　 3年　 4月　　人間生活科学専攻（博士後期課程）生活人間学専修、臨床人間学専修、生活計画

学専修、生活素材学専修を、健康・栄養学専修、生活環境学専修、保育・教育学専
修に名称変更及び改組

第 3　大学院研究科の構成と学生定員
研究科 専攻 課程 入学定員 収容定員

人間文化研究科

人間生活科学専攻
修士課程 １ ２ ２ ４

博士後期課程 　 ３ 　 ９

言語文化学専攻
修士課程 　 ８ １ ６

博士後期課程 　 ３ 　 ９

現代社会研究専攻 修士課程 　 ６ １ ２

臨床心理学専攻 修士課程 　 ６ １ ２
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第 4　標準修業年限
１ 　修士課程の標準修業年限は ２年とする。
２　博士後期課程の標準修業年限は ３年とする。
３　修士課程の最長在学年数は ４年、博士後期課程の最長在学年数は ６年とする。ただし、休学期間は、
在学年数に算入しない。
4　修士課程における長期履修学生の修業年限は 3年若しくは 4年とする。

第 5　学位の授与

１　修士の学位

　修士課程に ２年以上在学し、所定の授業科目について ３ ０ 単位以上修得し、かつ、必要な研究指
導を受けた上、本学の行う修士論文の審査及び最終試験に合格した者に授与する。

２ 　博士の学位

（ １）博士後期課程に ３年以上在学し、所定の授業科目について人間生活科学専攻においては ５科目１０ 
単位以上を、言語文化学専攻においては ６科目 １ ２ 単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受
けた上、本学の行う博士論文審査、最終試験及び学力の確認に合格した者に授与する。

（ ２）前項に定めるもののほか、大学院の課程を経ない者で、博士論文を提出して大学院の行う審査に
合格し、かつ、博士課程を修了した者と同等以上学力を有すると認められた者にも博士の学位を授
与することができる。

３ 　本学大学院において授与する学位の種類

研究科 専攻 課程 授与する学位の種類

人間文化研究科

人間生活科学専攻
修士課程 修士（生活科学）

博士後期課程 博士（生活科学）

言語文化学専攻
修士課程 修士（文学）　　

博士後期課程 博士（文学）　　

現代社会研究専攻 修士課程 修士（社会学）　

臨床心理学専攻 修士課程 修士（心理学）　
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人間文化研究科の教育方針�
アドミッション・ポリシー（入学者受け入れ方針）

　大妻女子大学大学院は、すでに修得した知識や技術をより一層深めて、広く社会と専門領域に貢献
する意欲の高い人、また、多様な経歴や独創的な研究課題をもった人を幅広く求めている。各専攻が
求める人は、以下のとおりである。
１．人間生活科学専攻は、環境、衣、食、住、行動、子育て、心理、健康などの人間生活に関わる実
践的な研究を通じて、高度な職業能力を身につけたい人。
２．言語文化学専攻は、言葉と文化を深く研究する中で、自己を形成し、広く社会に貢献していこう
とする意思を強くもっている人。
３．現代社会研究専攻は、現代におけるエイジングおよびケア、生きづらさ・暴力とジェンダーに関
わる社会問題、情報やコミュニケーションの歴史的な展開およびその仕組みに関わる問題を、基本
から応用まで真剣に学びたい人。
４．臨床心理学専攻は、さまざまな臨床領域において適切な援助、介入および研究のできる専門家
になろうという志を強く持ち、共感的理解および論理的思考のできる、社会的スキルを備えた 
人。

①人間生活科学専攻
＜修士課程＞
　人間生活科学専攻は、人間生活に関わるさまざまな企業や研究所、行政機関などの高度な職業
能力を必要とする分野において活躍するために不可欠の基礎的な素養と応用的能力を涵養するこ
とを目的としている。この専攻は健康・栄養科学、生活環境学、保育・教育学の各専修からなる。
各専修では複数の専修にまたがる問題についても学際的に探求できる人材を視野に入れており、
次のような志望者を望んでいる。
（ 1）環境・衣・食・住・行動・子育て・心理・健康などの人間生活に関わる研究を通じて高度な
職業能力を身につけたい人

（ 2）生活者として生活素材に興味をもち、それらの研究・開発の専門家を目指す人
（ 3）人間の発達と行動のダイナミズムを研究し、その研究成果と得られた専門的能力を職業人と
して活かしたい人

（ 4）発育・発達と臨床の視点から、子どもや子どもの文化、子育てについて理解を深め、障害を
支援することに携わりたい人

（ 5）職業に就きながら、生活科学に関する実践的な研究を通じて、高度な職業人としての能力を
高めたい人

＜博士後期課程＞
　人間生活科学専攻は、生活の主体である人間と生活に関するさまざまな分野を対象として、研
究者として自立した研究活動を行うのに必要な高度の能力及びその基礎となる豊かな学識を養う
ことを目的としている。人間生活科学専攻には、健康・栄養科学、生活環境学、保育・教育学の
領域があり、それぞれの領域または、複数の領域にまたがる問題について生活する人間という立
場から総合的な研究も行うため、次のような人を望んでいる。
（ 1）自立した研究者としての必要な基礎学力と研究に対する熱意を有する人
（ 2）自己の研究と社会の関係に深い関心をもつ人、すなわち、人間の生態、環境、行動、心理な
どについて研究する人

（ 3）修士課程を修了し、あるいはこれと同等の学力を有する人で、本学の人間生活科学の各領域
に深い関心をもち、研究意欲をもつ人

（ 4）職業に就きながら、上記（ 1）・（ 2）に関連した研究を行い、自己の能力を高めていきたい
人
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②言語文化学専攻
＜修士課程＞
　言語文化学専攻は、言語と文学として結実する人間のあり様に、さらに文化的な視点をまじえ
た複層的な事象を研究の対象としている。具体的な対象や領域は、自然発生的で単純にみえるも
のから技巧が加えられた精緻なもの、静的なものから動的なものまでさまざまである。なにがと
きほぐされ明らかになるか、それはどのような問いを発するかによる。問い方、そして答えをま
とめる技法を身につけることで、成果を世に問うことができる。そして成果だけでなく、問い方、
答えのまとめ方も社会の共有財産となる。みずみずしい感性をもち、ことばと文化を深く研究す
る中で自己を形成し、広く社会に貢献していこうとする以下のような強い意志の持主を望んでい
る。
（ 1）日本文学や日本語を深く研究したい人
（ 2）日本文学や日本語の深い理解力を身につけたい人
（ 3）日本語の実践力を高めたい人
（ 4）日本の歴史や文化を文学から考え直したい人
（ 5）知的で洗練された英語が読める英語のエキスパートを目指す人
（ 6）外国語習得理論を深く理解し、専門性の高い英語教員を目指す人
（ 7）言語学的な観点から英語のしくみと働きを知り、高度な英語のコミュニケーションに役立て
たいと思っている人

（ 8）文学作品の専門的研究を通して人間や社会、文化のあり方について理解を深めたいと考えて
いる人

（ 9）国際的視野で問題発見、問題解決に取り組みたい人
（10）自らの興味に基づく研究により、本質を見抜く能力を身につけたい人
（11）仮説を立て論証する研究能力を身につけ、実務に活かしたい人
（12）本質を具えた説得力ある提案ができるようになりたい人

＜博士後期課程＞
　言語文化学専攻修了者は、文学・言語・文化を中心とした専門性、文学教育・言語教育や国際
文化・日本文化に対する知見、国際的視野に立つ多文化理解力とコミュニケーション能力などを
保持した人材が社会から求められているため、学校教育現場のみならず、社会教育にかかわる諸
機関、出版・放送などのメディア関係での活躍が期待できる。そのような人材を養成するために、
次のような人を望んでいる。
（ 1）日本文学や日本語を専門的に研究したい人
（ 2）日本の文化や歴史を文学から専門的に研究したい人
（ 3）日本文学や日本語に対する深い専門性をもって国際的に活躍したい人
（ 4）英語を言語学的観点から科学的・体系的に研究したい人
（ 5）英語文学作品やその他のさまざまなテキストを文化的・社会的文脈の中で読み解く能力をも
ち、文体的感性を高めたい人

（ 6）言語学や文学の素養を生かし、英語教育を多角的に研究したい人
（ 7）異文化コミュニケーションおよび国際メディア・コミュニケーションに関する高度な研究能
力を身につけたい人

（ 8）国際的視野から日本文化を捉え、最新の比較文化の理論を踏まえて独創的な研究を推し進め
たい人

（ 9）仮説を立て論証する研究能力を駆使して、本質を具えた説得力ある提案ができるようになり
たい人

③現代社会研究専攻
＜修士課程＞
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　現代社会研究専攻は、現代社会そのものを動かしていく重要な要因となる情報通信技術が引き
起こす多様な現象を主たる研究対象とする情報コミュニケーション専修と、現代の深刻な社会問
題の背景に潜在しているジェンダーとエイジングに関わる問題を対象とする臨床社会学専修から
構成されているため、次のような人を望んでいる。
（ 1）現代社会の動態に関して、社会科学の観点から考えようとする意欲をもっている人
（ 2）現代の情報通信技術のあり方について、根本的に再検討しようという意欲をもっている人
（ 3）現代社会におけるジェンダー問題が引き起こす社会現象に関心をもっている人
（ 4）現代の人々の生と死の問題が引き起こす社会現象に関心をもっている人
（ 5）大学院での専門的な学習成果を現実社会の中で活用したいという意欲をもっている人
（ 6）実際に、現代社会の中で活用している自己の職業能力を今以上に向上させたい人

④臨床心理学専攻
＜修士課程＞
　科学的思考と臨床的な態度を身につけ、臨床心理学的アセスメント、心理面接、地域援助の理
論と技法を修得し、「保健医療」「福祉」「教育」「司法・犯罪」「産業・労働」などさまざまな
領域で、適切な援助、介入及び研究のできる心理臨床の専門家を養成するため、次のような人を
望んでいる。
（ 1）基礎的な心理学の知識を備え、論理的思考のできる人
（ 2）共感的理解のできる人
（ 3）成熟した社会的スキルを備えた人

カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成及び実施に関する方針）
　大妻女子大学大学院は、人間の生活と文化全般に関して、広い視野と学際的・総合的視点に基づ
いた理論的・専門的・実践的な高度の教育と研究を行うことにより、社会関係資本の重要性が増す 
２１世紀の社会をリードできる人材を養成するため、人間文化研究科に、人間生活科学専攻（修士課程・ 
博士後期課程）、言語文化学専攻（修士課程・博士後期課程）、現代社会研究専攻（修士課程）、臨床 
心理学専攻（修士課程）を置き、以下の方針に基づいてカリキュラムを編成している。
１．修士課程では、学士課程で得た成果をより幅広く発展させ、深い学識と人格を涵養するとともに、
新しい専門的な知識と技術を批判的に修得して、自己の専門分野における研究能力と高度な職業能
力を養うための教育・研究指導を行う。
２．博士後期課程では、修士課程での成果をさらに深化発展させ、より高度な専門的知識・技術を駆
使して、広く人間の生活と文化全般に関わる諸問題を真撃に追求し、自立した研究活動の成果を挙
げることができる人材養成のための教育・研究指導を行う。
３．そのために、各専攻の核となる教育課程の編成方針を以下のとおりとする。

①人間生活科学専攻
＜修士課程＞
　柱となる学問分野として、「健康・栄養科学専修」、「生活環境学専修」、「保育・教育学専修」
の ３領域を設定する。
　「健康・栄養科学専修」では、医療、福祉、公衆衛生、初等・中等教育における食育などを担
う専門家の養成、食品や医療分野での技術開発を担う高度な知識をもった人材の養成、および個
人あるいは集団の健康のあり方について総合的に研究する研究者の養成のため、「栄養化学分野」
「食品・機能学分野」「調理科学・食嗜好学分野」「医療・保健栄養学分野」にそれぞれ必要な
科目を配置する。
　「生活環境学専修」では、衣環境、住環境、生活環境、地域環境、地球環境およびこれらを包
括した生活を含め、それらのサイエンス、マネジメント、デザインの研究・教育を行い現代社会
における専門知識の高度化に対応できる高度専門職職業人ならびに研究者養成のため、「環境サ
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イエンス分野」「環境マネジメント分野」「環境デザイン分野」にそれぞれ必要な科目を配置する。
　「保育・教育学専修」では、子どもから大人まで人生の各発達段階における保育・教育に関わ
る諸問題について、臨床的な視点を重視し、その本質や背景要因の解明に積極的に取り組みなが
ら、理論的・実践的な問題解決能力を身に付けると同時に、保育・教育の分野において高い見識
を身に付けた高度な専門性を持つ実務者、保育者養成者、研究者の養成のために、「基礎教育分野」
「保育・教育分野」「心理・社会・文化分野」にそれぞれ必要な科目を配置する。

＜博士後期課程＞
　柱となる学問分野として、「健康・栄養科学専修」、「生活環境学専修」、「保育・教育学専修」 
の ３ 領域を設定する。
　「健康・栄養科学専修」では、「栄養化学分野」「食品・機能学分野」「調理科学・食嗜好学分
野」「医療・保健栄養学分野」にそれぞれ必要な科目を配置し、人間の生涯にわたり、個人ある
いは集団の健康のあり方について研究するとともに、健康を増進するための諸要因について、総
合的・学際的な観点から究明することができる研究者を養成するための教育・研究指導を行う。
　「生活環境学専修」では、「環境サイエンス分野」「環境マネジメント分野」「環境デザイン分
野」にそれぞれ必要な科目を配置し、衣環境、住環境、生活環境、地域環境、地球環境およびこ
れらを包括した生活における基本的問題を明らかにし、それぞれを改善推進するための具体的課
題を解決するための教育・研究を行う。これらの研究を通して、人間の生活と諸環境とのかかわ
りについて、総合的かつ学際的な観点から探求できる研究者を養成する。
　「保育・教育学専修」では、「基礎教育分野」「保育・教育分野」「心理・社会・文化分野」に
それぞれ必要な科目を配置し、教育、保育、家庭等実際の生活が行われる場において、具体的な
環境と関わる人間の行動を、心とからだに関する成長・発達と、その背景としての諸要因につい
て研究する。また、人間の生涯における健全な発達と、それを支えているメカニズムについて、
保育・教育の各学問領域において発達や臨床等の視点から追求し、それを発展させる指導法を目
指し、それぞれの研究領域において、理論的、実践的な研究と指導に従事できる高度な知識・技
術と研究能力を備えた実務者、保育者養成者、研究者を養成するための研究・教育を行う。

②言語文化学専攻
＜修士課程＞
　柱となる学問分野として、「日本文学専修」、「英語文学・英語教育専修」、「国際文化専修」
の ３領域を設定する。
　「日本文学専修」では、「古典文学分野」「近代現代文学分野」「日本語学分野」にそれぞれ必
要な科目を配置し、日本古典文学と日本近代現代文学および日本語学についての専門教育を行う。
文学作品に対する高度な読解・解釈に基づき、日本文学および日本語の生成と発展を研究すると
ともに、学際的知識の拡充にもつとめ、新たな研究状況への適応ができる研究者を養成するため
の研究・教育を行う。
　「英語文学・英語教育専修」では、多様化する国際文化を展望しつつ、文学と言語を切り口と
して英語文化の伝統と現在を対象とする研究と教育を推進する研究者養成のため、「英語文学分
野」「英語教育分野」「英語学分野」にそれぞれ必要な科目を配置する。
　「国際文化専修」では、進展する国際化の中で多文化を対象とする研究と教育を推進して高度
専門職業人および実践的研究者を養成するため、「コミュニケーション文化分野」「国際分野」
にそれぞれ必要な科目を配置する。

＜博士後期課程＞
　柱となる学問分野として、「日本文学専修」、「英語文学・英語教育専修」、「国際文化専修」
の 3領域を設定する。
　「日本文学専修」では、「古典文学分野」「近代現代文学分野」「日本語学分野」にそれぞれ必
要な科目を配置し、日本古典文学と日本近代現代文学についての専門教育を行う。文学作品に対
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する高度な読解・解釈に基づき、日本文学の生成と発展を研究するとともに、学際的知識の拡充
にもつとめ、新たな研究状況への適応ができる研究者を養成するための研究・教育を行う。
　「英語文学・英語教育専修」では、「英語文学分野」「英語教育分野」「英語学分野」にそれぞ
れ必要な科目を配置し、英米を中心とする英語文学、英語教育、英語学についての高度な専門教
育を行う。最新の多様な文学理論、言語理論、言語習得・教育理論を踏まえ、独創的な研究を推
進することによって学問文化の向上発展に寄与する研究者の育成を図る。
　「国際文化専修」では、「コミュニケーション文化分野」「国際日本文化分野」にそれぞれ必要
な科目を配置し、複雑化し流動する世界情勢の中で、国際的視野に立ったコミュニケーション文
化と比較文化についての高度な専門教育を行い、現代の国際間における諸問題の解決を図り、学
問文化の向上発展に寄与する研究者および高度専門職業人の育成を図る。

③現代社会研究専攻
＜修士課程＞
　柱となる学問領域として「情報コミュニケーション専修」と「臨床社会学専修」の ２領域を設
定する。
　「情報コミュニケーション専修」では、情報についての高い専門知識を身につけた人材の養成と、
高等学校教科「情報」を担当する教員のステップアップを目的とする。そのため「情報」と「メディ
ア」の史的発展と、インターネットに代表される多様な情報の仕組みを科学的に把握し、「情報」
を収集・分析・統合する能力を獲得するため、「基礎理論分野」「社会・経済と情報分野」にそ
れぞれ必要な科目を配置する。
　「臨床社会学専修」では、社会学のみならず医学・介護学・看護学・教育学・心理学・福祉学・
法学など学際的研究によってのみ解明し得る領域の研究を理論的かつ実践的に進める。そのため、
いのちの文化の再生・創出を目指す「生と死の臨床分野」、性・差別・暴力などの概念から社会
を考える「ジェンダー臨床分野」、現代社会の理論的理解と分析・調査能力を養う「現代社会理論・
社会調査分野」にそれぞれ必要な科目を配置する。

④臨床心理学専攻
＜修士課程＞
　科学的思考と臨床的態度を身につけ、心理臨床の専門的な能力を培い、適切な援助、介入及び
研究ができる人材を育成するために、「臨床心理学基礎分野」「臨床心理学専門分野」「臨床心
理学実践分野」にそれぞれ必要な科目を配置する。
　具体的には以下のように教育課程を編成する。
（ 1）臨床心理学的なアセスメント、臨床心理面接、臨床心理的地域援助の基礎的知識および技法
を身に付けることができるように科目を配置する。

（ 2）上記の研究に関する専門的知識及び量的・質的研究法を含む技法を身につけることができる
ように科目を配置する。

（ 3）心理臨床の専門家に求められる「保健医療」「福祉」「教育」「司法・犯罪」「産業・労働」「心
の健康教育」等の多様な領域に関する理論とその実践に関する科目を配置する。

４．いずれの専攻にあっても、既存の知の枠組にとらわれず、積極的に社会活動・研究活動に貢献で
きるように、幅広く学際的・総合的な視点にたった教育・研究指導を行う。
５．研究指導にあたっては、指導教員と副指導教員の助言のもと、研究計画書・研究指導計画書を作
成し、学位取得に向けての組織的・連携的な指導を充実させる。
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ディプロマ・ポリシー（修了の認定に関する方針）
　大妻女子大学大学院は、人間の生活と文化全般に関して、広い視野と学際的・総合的視点に基づい
た研究を行い、今後の社会活動ないし研究活動に貢献できる以下のような能力を修得した者に、修士
の学位、ないしは、博士の学位を授与する。
１．修士課程においては、自己の専門分野における幅広くかつ深い知識と技能を持ち、２１世紀の社会
において指導的な役割を果たすことのできる優れた能力を修得した者。
２．博士後期課程においては、自己の専門分野における自立的な研究活動の能力を持ち、２１世紀の社
会において中核的・指導的な役割を果たすことのできる優れた能力を修得した者。
３．修士課程、博士後期課程いずれも、研究科の定める在学期間と単位数を満たし、修士論文、ない
しは、博士論文の審査及び最終試験に合格した者。

①人間生活科学専攻
＜修士課程＞
　健康・栄養科学、生活環境学、保育・教育学などの研究を基盤とし、さらにこれらの研究の枠
を超え、人間および人間が生活する社会、環境について、衣・食・住、発達・心理、教育、情報、
文化、健康などのさまざまな視点から総合科学として捉えると同時に、生活の知を探求する能力
を身に付けている。

＜博士後期課程＞
　人間生活科学専攻（修士課程）における健康・栄養科学、生活環境学、保育・教育学専修の専
門領域の研究・教育をさらに深化発展させ、高度な専門的知識・技術を駆使して、広く人間の生
活現象に関わる諸問題を真摯に探求し、解決する能力を身に付けている。

②言語文化学専攻
＜修士課程＞
　日本と英米の文学と言語を中心とした専門領域と、広く東アジアやヨーロッパに及ぶ文化領域
にかかわる研究・教育を基盤として、近年内外で展開する政治、経済、文化の流動化を見据えな
がら、洋の東西にまたがる国際情勢と文化の動態を柔軟に取り込む知の枠組を確立し、実践する
能力を身に付けている。

＜博士後期課程＞
　言語文化学専攻（修士課程）における日本文学・日本語学、英語文学・英語教育、国際文化の
専門領域の研究・教育をさらに深化発展させ、内外で加速度的に流動化する社会・文化の動態を
読み解き、多様化し先鋭化する研究分野の動向や理論の展開に柔軟かつ強靭に対応して、自立し
た研究活動の成果を挙げる能力を身に付けている。

③現代社会研究専攻
＜修士課程＞
　高度情報社会が要請する情報分野もしくは臨床社会学分野の専門的知識と技能を基礎にして、
現代社会が提起する複雑な諸問題の解決に主体的に取り組む学術的基盤と実践的能力を獲得し、
実社会に貢献する能力を身に付けている。

④臨床心理学専攻
＜修士課程＞
　科学的思考と臨床的態度に加え、将来、臨床心理士、公認心理師として働くのに必要な、臨床
心理学的なアセスメント、臨床心理面接、臨床心理的地域援助及びそれらの研究に関する専門的
な知識および量的・質的研究法を含む技法を修得し、適切な援助、介入及び研究を行う能力を身
に付けている。
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令和 4年度　大学院学年暦

《前期》

期　　　　日 事　　　　　　　　　　項

令和 4年 ３月 ３ １ 日（木） 専攻別ガイダンス・指導教員ガイダンス（オンライン）［現代社会研究専攻対象］

４月　 １日（金）
２日（土）

３日（日）
4日（月）
８日（金）
11  日（月）
18  日（月）
中旬 　　

履修登録期間（前・後期履修科目） ～ 4 月 5 日（火）
定期健康診断（千代田校）
新入生ガイダンス（千代田校〈対面会場〉／オンライン）［全専攻（修士 ･ 博士後期課程）新入生対象］
専攻 ･ 専修別ガイダンス・指導教員ガイダンス（千代田校）［人間生活科学・言語文化学専攻（修士 ･ 博士後期課程）対象］
専攻別ガイダンス・指導教員ガイダンス（多摩校）［臨床心理学専攻対象］
入学式
大学院生研究助成（A）（B）申請受付 ～ 5 月 2 4 日（火）
定期健康診断（多摩校）
前期授業開始
履修登録確認（追加・取消）期間（前期履修科目） ～ 4 月 1 9 日（火）
研究倫理教育の受講（オンライン） ～ 5 月 1 6 日（月）［全専攻（修士 ･ 博士後期課程）新入生対象］

５月 ３ １ 日（火） 修士論文題目届提出締切日

６月 １ 8 日（土）
３ ０ 日（木）

修士論文中間発表会
博士論文題目届提出締切日
研究計画書・研究指導計画書提出締切日

７月 18  日（月）
30  日（土）

［授業実施日］海の日
博士論文題目変更届提出締切日
前期授業終了

８月　 1日（月）
7日（日）
2 9 日（月）

前期補講・試験期間 ～ 8 月 6 日（土）
夏季休業開始 ～ 9 月 1 5 日（木）
前期履修結果公開

年間スケジュール�
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《後期》

期　　　　日 事　　　　　　　　　　項

９月　中旬 　　
1 6 日（金）
1 9 日（月）
30  日（金）

履修登録（追加・取消）期間（後期履修科目）
後期授業開始
［授業実施日］敬老の日
修士論文題目変更届提出締切日
博士論文予備審査申請書等提出締切日

１ ０ 月 　 4 日（火）
10  日（月）
21  日（金）
22  日（土）
28  日（金）
2 9 日（土）
31  日（月）

［臨時休業］スポーツフェスティバル ～ 10  月 5 日（水）
［授業実施日］スポーツの日
［臨時休業］大妻祭準備（千代田校）
［臨時休業］大妻祭（千代田校） ～ 10  月 23  日（日）
［臨時休業］大妻祭準備（多摩校）
［臨時休業］大妻祭（多摩校） ～ 10  月 30  日（日）
修士論文概要提出締切日

１ １ 月 20  日（日）
23  日（水）

学校記念日
［授業実施日］勤労感謝の日

１２月 2 4 日（土）
2 5 日（日）

冬季休業前授業終了
冬季休業開始 ～ 1 月 9 日（月）

令和 5年 １月 10  日（火）
1 4 日（土）
1 6 日（月）
21  日（土）
23  日（月）
2 6 日（木）
2 9 日（日）

冬季休業後授業再開
［臨時休業］大学入学共通テスト
博士論文提出日
後期授業終了
後期補講・試験期間 ～ 1 月 28  日（土）
修士論文提出日 ～ 1 月 27  日（金）、 30  日（月）
臨時休業 ～ 3 月 23  日（木）

２月 17  日（金）
2 5 日（土）

後期履修結果公開
修士論文発表会

３月 11  日（土）
2 5 日（土）
2 6 日（日）

修了者氏名発表
学位記授与式
学年末休業 ～ 3 月 31  日（金）
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修士論文審査等に関する日程

審査手続き等 日程 備考

1 論文題目届の提出締切 令和 4年 5月31日（火）

　学生は論文提出の年度の ５月末日までに修士論文題目届を作成

し、指導教員を通じて、専攻主任、各キャンパスの教育支援グルー

プに提出する。

2 中間発表会の開催 令和 4年 6月18日（土）

　学生は論文提出の年度の ６月末日までに行われる中間発表会に

参加し、修士論文の研究内容と進捗状況を発表する。中間発表会

は、開催場所、日時等をあらかじめ関係教員及び学生に周知させ、

公開で開催する。 

３ 論文題目変更届の提出締切 令和 4年 9月30日（金）
　先に提出した論文題目を変更するとき、学生は論文提出の年度

の ９月末日までに所定の手続きをとらなければならない。 

４ 論文概要の提出締切 令和 4年10月31日（月）

　学生は論文提出の年度の１０月末日までに、修士論文概要届に論

文概要（400 字程度）を添え、指導教員を通じて、専攻主任、各キャ

ンパスの教育支援グループに提出する。

５ 論文の提出
令和 5年 1月26日（木）、

　 27日（金）、30日（月）

　学生は １月下旬の指定された日時に修士論文審査申請書に論文

１篇、 ３部（正本 １部、副本 ２部）を添えて各キャンパスの教育

支援グループへ提出する。  

（受付時間 9 ：00 ～ 15：00） 

６
論文審査委員会の設置及び 

論文審査の開始
令和 5 年 2 月 1日（水） 

　研究科教授会は論文ごとに審査委員会を設け、論文審査を開始

する。専攻主任は修士論文審査委員名簿を各キャンパスの教育支

援グループに提出する。 

７ 履修授業科目の成績評価 令和 5 年 2 月 7日（火）
　授業担当教員は、教育支援グループで定めた期限までに成績評

価を行う。試験実施の日時は特に指定しない。 

８ 論文発表会の開催   令和 5年 2月25日（土）

　学生は、論文審査の一環として行われる論文発表会に参加する。

論文発表会は、開催場所、日時等をあらかじめ関係教員及び学生

に周知させ、公開で開催する。 

９ 最終試験の実施 審査委員会で定める 
　審査委員会は最終試験実施の場所及び時間等を定める。専攻主

任は、試験実施に必要な事項をあらかじめ学生に周知させる。 

１０
論文審査及び最終試験の結果

の報告 
令和 5 年 3 月 3日（金）

　審査委員会は論文審査・最終試験の終了後、修士論文審査報告

書を研究科教授会に提出する。  

１１
課程修了の認定及び学位授与

の可否の議決 
令和 5年 3月10日（金）

　研究科教授会は課程修了の認定及び学位授与の可否について議

決する。研究科長は議決の結果を文書で学長に報告する。  

１２ 課程修了者の氏名発表 令和 5年 3月11日（土）

　教育支援グループは大妻 Webメールから修了者を発表する。

なお、学位を授与できないと決定された者にはその旨を本人に通

知する。  

１３ 学位の授与（学位記授与式） 令和 5年 3月25日（土） 　学長は学位を授与すべきと決定した者に、学位を授与する。 
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博士論文審査等に関する日程
学位規程第 ４条第 １項の規定に係る申請者 学位規程第 ４条第 ２項及び第 ３項

の規定に係る申請者日程　※注 備考

１ 論文題目届の提出締切
※第 ２年次

令和 4年 6月30日（木）

第 ２年次の学生は、 ６月末までに博
士論文題目届を作成し、指導教員を
通じて、専攻主任、教育支援グルー
プに提出する。

２ 論文題目変更届の提出締切 令和 4年 7月30日（土）

第 ３年次の学生は、提出した博士論
文題目を変更するとき、学生は第 ３
年次の ７月末日までに博士論文題目
変更届を作成し、所定の手続きをと
らなければならない。

３ 予備審査申請書等の提出締切 令和 4年 9月30日（金）

第 ３年次の学生は、 ９月末日に予備
審査申請書に博士論文（仮綴じでも
可）・学位論文要旨（2000字以内）・
履歴書・研究業績書を添え、提出し
なければならない。

予備審査申請書に博士論文（仮綴
じでも可）・学位論文要旨（2000
字以内）・履歴書・研究業績書を
添え、提出しなければならない。
提出時期は随時とする。

４ 予備審査委員会の設置 令和 4年10月 1 日（土）以降
専攻主任は専攻会議の議を経て予備審査委員会を設け、予備審査を開始
する。なお、審査期間は予備審査申請書の提出のあった日から5週間以
内とする。

５ 予備審査の結果報告 令和 4年11月専攻会議
専攻主任は予備審査委員会からの予備審査結果の報告により、専攻会議
で学位論文の審査を申請することの可否を決定し、結果を研究科長に報
告する。なお、専攻主任は予備審査申請者に結果を通知する。

６ 論文の提出 令和 5年 1月16日（月）

学位申請書に博士論文・学位論文要
旨（2000字以内）・履歴書・研究業
績書を添え、教育支援グループに提
出する。（受付時間9：00～15：00）

学位申請書に博士論文・学位論文要
旨（2000字以内）・履歴書・研究業
績書を添え、教育支援グループに提
出する。課程を経ない者にあっては 
他に論文審査手数料を要する。
提出時期は専攻会議の議を経て論文
の審査を申請することを認められた
日から、 3カ月以内とする。
（受付時間9：00～15：00）

７ 論文審査委員会の設置及び論文審査の開始 令和 5年 1月25日（水）
研究科教授会は審査委員会を設け、
審査を開始する。なお、審査の期間
は学年度末までとする。

研究科教授会は審査委員会を設
け、審査を開始する。なお、審査
の期間は課程を経ない者にあって
は論文を受理した日から １年以内
とする。

８ 論文発表会の開催 審査委員会で定める 審査委員会は開催場所、日時等をあらかじめ周知し、公開で開催する。
９ 最終試験の実施 審査委員会で定める 審査委員会は試験実施に必要な事項をあらかじめ学生に周知させる。

１０ 論文審査及び最終試験の結果の報告 令和 5年 2月27日（月）
審査委員会は論文審査及び最終試験
の確認を終了後、博士論文審査報告
書を研究科教授会に提出する。

審査委員会は論文審査・最終試験
及び学力の確認を終了後、博士論
文審査報告書を研究科教授会に提
出する。

１１ 課程修了の認定及び学位授与の可否の議決 令和 5年 3月10日（金）

研究科教授会は課程修了の認定及び
学位授与の可否について議決する。
研究科長は議決の結果を文書で学長
に報告する。

研究科教授会は学位授与の可否に
ついて議決する。研究科長は議決
の結果を文書で学長に報告する。

１２ 課程修了者の氏名発表 令和 5年 3月11日（土）

教育支援グループは修了者の氏名を
発表する。なお、学位を授与できな
いと決定された者にはその旨を本人
に通知する。

１３ 学位の授与（学位記授与式） 令和 5年 3月25日（土） 学長は学位を授与すべきと決定した者に、学位を授与する。

１４ 学位論文の要旨等の公表 令和 5年 6月25日（日）
までに

学位を授与したときは、授与した日から ３カ月以内に論文の内容の要旨
及び論文審査の結果の要旨を公表する。

１5 学位授与の文部科学大臣への報告
令和 5年 6月25日（日）

までに
学位を授与したときは、授与した日から ３カ月以内に学位授与報告書を
文部科学大臣に提出する。

１６ 学位論文の公表 令和 6年 3月25日（月）
までに

学位を授与された者は、授与された日から １年以内にその論文を公表す
る。

※注　この日程は、論文の提出締切が 1月１６日の場合である。論文の提出締切が ７月１５日の場合の日程は別途定める。
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学修について�
第 1　履修方法

＜修士課程＞

（ １）自己の所属する専攻の授業科目について、必修・選択を合わせて３０単位以上を履修しなけれ
ばならない。

（ ２）学生は、年度当初において指導教員が中心となって研究課題に即した研究計画書・研究指導
計画書を作成し、カリキュラムを選択する。カリキュラムの選択に当たっては、別掲の履修モ
デルを参考とするとよい。

（ ３）教育研究上必要な場合は、本学大学院の他専攻の授業科目の履修を ８単位まで認め、修士課
程の単位とすることができる。他専攻履修を行う場合は、指導教員とよく相談の上で決定し、
「他専攻履修願」を教育支援グループまたは教育・学事支援グループへ提出する。

（ ４）同一教員による同一科目を履修した場合、原則として単位は認めるが、修了所要単位のうち
には含めない。

＜博士後期課程＞

（ １）各自の研究分野に従って人間生活科学専攻においては１０単位以上、言語文化学専攻において
は１２単位以上を修得しなければならない。

（ ２）学生は、年度当初において指導教員が中心となって研究課題に即した研究計画書・研究指導
計画書を作成し、カリキュラムを選択する。カリキュラムの選択に当たっては、別掲の履修モ
デルを参考とするとよい。

（ ３）教育上必要な場合は、本学大学院の他専攻の授業科目を履修することができる。他専攻履修
を行う場合は、指導教員とよく相談の上で決定し、「他専攻履修願」を教育支援グループへ提
出する。

（ 4）同一教員による同一科目を履修した場合、原則として単位は認めるが、修了所要単位のうち
には含めない。

人間生活科学専攻（修士課程）
必修科目 人間生活科学特別研究Ⅰ・Ⅱ 10
選択科目 20
計 30

言語文化学専攻（修士課程）
必修科目 言語文化学特別研究Ⅰ・Ⅱ 8
選択科目 22
計 30

現代社会研究専攻（修士課程）
必修科目 現代社会研究特別演習Ⅰ・Ⅱ 4

現代社会研究特別研究Ⅰ・Ⅱ 8
選択科目 18
計 30

臨床心理学専攻（修士課程）
必修科目 10科目 18

臨床心理学特別研究Ⅰ・Ⅱ 4
選択科目 8
計 30

人間生活科学専攻（博士後期課程）
必修科目 研究指導Ⅰ・Ⅱ 4
選択科目 6
計 10

言語文化学専攻（博士後期課程）
必修科目 研究指導Ⅰ・Ⅱ 4
選択科目 8
計 12
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第 ２　研究指導方法

1　複数指導体制

　研究課題に対応した指導教員 １名と、修士課程では関連分野を担当する １名の副指導教員、博士
後期課程では ２名の副指導教員（専門を異にする教員 ２名）を加えた複数指導体制をとることによ
り、総合的な視点や多面的な視点からの研究指導を行う。
　指導教員の決定は ４月の履修登録時に、副指導教員は指導教員と相談の上、 4月末に決定する。
　やむをえない事情により、指導教員を変更する必要が生じた場合は、調査・検討のうえ、変更を
認める。なお、変更の時期は、年度当初を原則とする。

2 　研究計画書・研究指導計画書

　学生は年度当初において、研究テーマに即した研究計画を定めるため指導教員と充分な話し合い
を行い、研究計画書・研究指導計画書を作成し、 ６月末までに提出しなければならない。
　指導教員と副指導教員は、研究計画書・研究指導計画書に従って研究指導を行う。

3 　修士論文中間発表会

　修士課程では、論文提出予定年度の 6月末日までに、修士論文の研究内容と進捗状況を発表する
ため、公開で中間発表会を行う。ここでは、研究内容、研究方法などの妥当性や関連文献との関わ
りなどについて討議し、今後の研究への取り組みについての方向性の指導が行われ、学生はその成
果を学内外の研究会や学会で発表し、修士論文の作成、提出、修士論文発表会へと繋いで学位取得
を目指す。

〈博士後期課程用〉 〈修士課程用〉
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第 ３　試験及び成績評価

１　試験

　履修した授業科目について試験を実施する。試験は、筆記、口述又は研究報告等により授業担当
教員が行う。
　出席が授業回数の ３分の ２に満たない学生は、成績評価を受ける資格がないため受験を認めない。
　病気その他やむを得ない理由により、正規の試験を受けることができなかった者に対しては、追
試験を行うことがある。

2 　成績評価

　各授業科目の成績評価は、Ｓ（１００点～ ９０点）　Ａ（８９点～ ８０点）　Ｂ（７９点～ ７０点）　Ｃ（６９点～ ６０ 
点）及びＤ（ ５９点以下）をもってこれを表し、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃを合格とし、Ｄを不合格とする。合
格した授業科目に所定の単位を与える。

3 　成績通知

　成績は前期・後期の履修結果公開の日に「UNIVERSAL PASSPORT」の成績照会により通知する。

第 ４　入学前の既修得単位の認定について
　教育上有益と認められるときは、他大学院で修得した単位及び入学前の既修得単位（科目等履修生と
して履修した単位を含む）を、本学大学院における授業科目の履修により修得したものとして、合わせ
て20単位を超えない範囲で単位の認定を行う。

第 5　社会人特別選抜による入学者について
　社会人特別選抜試験において大学院設置基準第14条に定める教育方法の特例の適用が認められた学生
については、以下の特例を適用することができる。

1 　勤務形態に配慮した教育研究体制

　個々の事情に応じて、月曜から金曜までの第 6時限（ 18：00〜  19：30）および土曜日（ 9：00〜
17：50）に授業科目を適宜開講するなど弾力的に対応する。

2 　長期履修学生制度

　 1学年あたりの履修単位数は、修業年限が 3年の学生にあっては15単位、修業年限が 4年の学生
にあっては10単位が限度となる。
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第 6　学位論文の審査及び学位授与の可否
　「大妻女子大学大学院修士論文審査及び最終試験取扱内規」及び「大妻女子大学大学院博士論文審査及 
び最終試験取扱内規」に基づき、学位論文の審査及び学位授与の可否を決定する。
　各手続についてはUNIVERSAL PASSPORT等により通知する。

＜修士課程＞

１　論文題目届の提出

（ １）学生は指導教員の承認を得たうえ、修士論文審査の申請年度の ５月末日までに、修士論文題
目届を提出する。

（ ２）修士論文題目を変更するときは、指導教員の承認を得たうえ、修士論文審査の申請年度の ９
月末日までに、修士論文題目変更届を提出する。

２ 　論文概要の提出

　学生は修士論文作成の中間報告として、指導教員の承認を得たうえ、修士論文審査の申請年度の
１０月末日までに、修士論文概要届及び修士論文概要（４００字程度）を提出する。

３ 　学位論文審査の申請

（ １）学生は指導教員の承認を得たうえ、 １月下旬までに、修士論文審査申請書及び修士論文 １篇
３部（正本 １部・副本 ２部）を提出する。

（ ２）提出時期に提出できない論文等は、受理しない。ただし、特別の理由があるときは、研究科
教授会の議を経て受理することがある。

（ ３）修了予定学生で論文提出を延期しようとするときは、速やかに指導教員の承認を受け、専攻
主任に届け出なければならない。

４ 　修士論文審査及び最終試験

（ １）修士論文の審査及び最終試験は、研究科教授会の選出した審査委員が行う。
（ ２）修士論文は、当該分野における幅広くかつ深い知識と技能を持ち、社会において指導的な役
割を果たすことのできる優れた能力を示すと認められるものでなければならない。審査にあ
たっては、以下の点を考慮し評価を行う。

（ 3）学位を申請するものは、最終試験までに学位申請論文の内容の一部または全部について、公
的な評価を受ける学会で研究発表を行うことを要件とする。なお、審査の一環として開催する
修士論文発表会における発表をこれにかえることもできる。修士論文発表会は公開で行うもの
とし、学位を申請するものは当該論文の内容を説明し、出席者との間で質疑応答を行う。

（ 4）最終試験は、所定の単位を修得し、かつ学位論文又は特定の課題についての研究の成果を提
出した者について筆記又は口述により最終年次の後期以降に行う。

（ 5）修士論文及び最終試験の成績評価は、合格又は不合格の評価をもって表す。

５ 　審査結果の報告および合否の決定

　審査委員会は、修士論文審査及び最終試験が終了したときは、学位授与についての意見を付した
修士論文審査報告書を研究科教授会に提出し、研究科教授会において学位授与の可否を判定する。

１．研究主題の学術的あるいは社会的な意義が明確に示されている。
２．先行研究の調査や事実調査が適切になされ、当該研究の位置付けが明確に示されている。
３．研究の方法が適切であり、具体的に示されている。
４．問題設定から結論にいたる論旨が、実証的かつ論理的に展開されている。
５．論文の形式や体裁が、学位論文として適切である。



― 17 ―

＜博士後期課程＞

１　学位論文審査の申請資格

（ １）博士後期課程の学生で、学位を申請できる者は、博士後期課程に ３年以上在学し、必要な研
究指導を受けた上、所定の科目について人間生活科学専攻においては ５科目１０単位以上を、言
語文化学専攻においては ６科目１２単位以上を修得した者、又は修得見込みの者とする。

（ ２）本学大学院の博士後期課程を経ない者で、専攻学術に関し、本学大学院の博士課程を修了し
た者と同等以上の学力を有する者。

（ ３）本学大学院の博士後期課程に所定の年限以上在学し、所定の単位を修得して退学した者が、
再入学しないで、博士の学位を申請するときは、前項の規定を準用する。

２ 　論文題目届の提出（博士後期課程の学生対象）

（ １）学生は指導教員、専攻主任の承認を得たうえ、第 ２年次の ６月末日までに、博士論文題目届
を提出する。

（ ２）博士論文題目を変更するときは、指導教員、専攻主任の承認を得たうえ、博士論文審査の申
請年度の ７月末日までに、博士論文題目変更届を提出する。

３ 　予備審査の申請手続

（ １）博士論文の審査を申請しようとする者は、その申請の可否についての予備審査を受けなけれ
ばならない。日程については、Ｐ．12を参照すること。

（ ２）予備審査を申請する者は、指導教員の承認を得たうえ、次の書類を教育支援グループを経て
専攻主任に提出する。
（ア）予備審査申請書　 １部
（イ）博士論文（仮綴じでも可）　 １篇 ３部
（ウ）学位論文要旨　 ３部（２０００字以内）
（エ）履歴書　 ３部
（オ）研究業績書　 ３部

４ 　学位論文審査の申請

（ １）博士論文の審査を申請する者は、指導教員、専攻主任の承認を得たうえ、次の書類等を教育
支援グループ、研究科長を経て学長に提出する。日程については、Ｐ．12を参照すること。
（ア）学位申請書　 １部
（イ）博士論文　 １篇 ４部
（ウ）学位論文要旨　 ４部（２０００字以内）
（エ）履歴書　 ４部
（オ）研究業績書　 ４部
（カ）学位論文審査手数料（ １（ ２）（ ３）に該当する者）

１（ ２）に該当	 １７５，０００円
１（ ３ ）に該当（退学後 ３年以内）	 免除
１（ ３）に該当（退学後 ３年超）	 ７５，０００円

５ 　博士論文の審査及び最終試験

（ １）博士論文の審査及び最終試験は、研究科教授会の議を経た審査員が行う。
（ 2）学位申請論文は、その内容の一部または全部が、全国的あるいは国際的な学術雑誌（本学人
間生活文化研究所が発行するオンラインジャーナル「人間生活文化研究」含む）に査読付き学
術論文として掲載、または掲載が決定していることを要件とする。掲載予定のものは、証明に
なるものを添付しなければならない。
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　論文の審査にあたっては、以下の点を考慮し評価を行う。

（ 3）審査委員会は、博士論文審査の一環として、博士論文発表会を公開で開催し、博士論文の審
査及び最終試験を行う。

（ 4）最終試験は、所定の単位を修得し、かつ、学位論文又は特定の課題についての研究の成果を
提出した者について筆記又は口述により、最終年次の後期以降に行う。

６ 　学力の確認（論文博士の申請者対象）

　審査委員会は、博士論文に関連のある分野の科目及び外国語について、筆記又は口述の試問に
よる学力の確認を行う。ただし、学位申請者の学歴、業績等に基づいて学力を確認できる場合、
本学学位規程第 4条第 3項に規定するものが退学後 3年以内に博士論文を提出した場合は学力の
確認を行わないことができる。

7 　審査結果の報告および合否の決定

　審査委員会は、博士論文審査、最終試験及び学力の確認が終了したときは、学位授与の意見を
付した学位論文審査及び最終試験の結果を、研究科教授会に提出し、研究科教授会において学位
授与の可否を判定する。

8 　博士論文の公表

　博士の学位を授与されたときは、当該博士論文を大妻女子大学学術情報リポジトリにより公表
する。

（ 1）授与から 3か月以内に当該博士論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を公表する（こ
の手続きは事務部で行う）。

（ 2）授与から 1年以内に、当該博士論文の全文を公表する。ただし、やむを得ない事由がある場
合には、学長の承認を受けて内容の要約の公表に代えることができる。やむを得ない事由が解
消された場合には速やかに全文を公表するものとする。

１．研究内容が独創性、新規性を有し、当該分野の研究に貢献できる。
２．先行研究の調査や事実調査が適切になされ、当該研究の位置付けが明示されている。
３．研究の方法が適切であり、具体的に記述されている。
４．問題設定から結論にいたる論旨が、実証的かつ論理的に展開されている。
５．論文の形式や体裁が、学位論文として適切である。
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第 ７　資格について

１　教育職員（専修）免許状

（ １）本学大学院研究科の修士課程を修め、修士の学位を有し、教育職員免許法に定める所定の条件
を満たしたものは、次の専修免許状を取得することができる。
①　人間生活科学専攻（修士課程）で取得できる免許状の種類
　　幼稚園教諭専修免許状
　　小学校教諭専修免許状
　　中学校教諭専修免許状「家庭」
　　高等学校教諭専修免許状「家庭」
　　栄養教諭専修免許状
②　言語文化学専攻（修士課程）で取得できる免許状の種類
　　中学校教諭専修免許状「国語」
　　高等学校教諭専修免許状「国語」
　　中学校教諭専修免許状「英語」
　　高等学校教諭専修免許状「英語」
③　現代社会研究専攻（修士課程）で取得できる免許状の種類
　　高等学校教諭専修免許状「情報」

（ ２）専修免許状を取得するために必要な基礎資格及び大学において修得することを必要とする最低
単位数は、次のとおりである。
　ただし、一種免許状を取得済みの場合、大学院において修得することを必要とする最低修得単
位数は、第三欄に定める単位数のうち、その単位数からそれぞれの一種免許状にかかる同欄の各
単位数をそれぞれ差し引いた単位数となる。具体的な単位数、履修方法等については、次ページ
以降の表のとおりである。

第一欄 第二欄 第三欄

応募資格

免許状の種類
基礎資格

免許法における最低修得単位

教科及び教職に関する科目

幼稚園教諭専修免許状 修士の学位を有すること 75

小学校教諭専修免許状 修士の学位を有すること 83

中学校教諭専修免許状 修士の学位を有すること 83

高等学校教諭専修免許状 修士の学位を有すること 83

第一欄 第二欄 第三欄

所要資格

免許状の種類

基礎資格

免許法における最低修得単位

栄養に係る教育及び
教職に関する科目　

栄養教諭専修免許状
修士の学位を有すること及び栄養士法
第二条第三項の規定により管理栄養士
の免許を受けていること

46
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①人間生活科学専攻

免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分

左記に対応する開設授業科目（単位）
（令和 ４年度入学生から適用） 備考

幼
稚
園
教
諭
専
修
免
許
状

大
学
が
独
自
に
設
定
す
る
科
目

領域及び保育内容の
指導法に関する科目

芸術教育研究特論（ ２）
幼児教育実践演習（ ２）

これら １ 6 科目より
１ ２ 科目 ２ ４ 単位選択
必修

教育の基礎的理解に
関する科目

教育学基礎理論（ ２）
保育学基礎理論（ ２）
福祉教育学特論（ ２）
生涯発達心理学特論（ ２）
保育臨床特論（ ２）
保育方法特論（ ２）
特別支援教育研究特論（ ２）
教育心理学特論（ ２）
子ども家庭福祉特論（ ２）
社会学的臨床実践演習（ ２）
こどもの自然認識（ ２）

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法及
び生徒指導、教育相
談等に関する科目

臨床発達心理学演習（ ２）

教育実践に関する科
目

園内研修方法論（ ２）
保育マネジメント特論（ ２）

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
鹸

免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分

左記に対応する開設授業科目（単位）
（令和 ４年度入学生から適用） 備考

小
学
校
教
諭
専
修
免
許
状

大
学
が
独
自
に
設
定
す
る
科
目

教科及び教科の指導
法に関する科目

初等理科実践演習（ ２）
芸術教育研究特論（ ２）

これら １ 3 科目より
１ ２ 科目 ２ ４ 単位選択
必修

教育の基礎的理解に
関する科目

教育学基礎理論（ ２）
福祉教育学特論（ ２）
生涯発達心理学特論（ ２）
特別支援教育研究特論（ ２）
教育心理学特論（ ２）
子ども家庭福祉特論（ ２）
社会学的臨床実践演習（ ２）
こどもの自然認識（ ２）

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法及
び生徒指導、教育相
談等に関する科目

臨床発達心理学演習（ ２）

教育実践に関する科
目

学校教育実践研究特論（ ２）
学校授業研究論（ ２）

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

鹸
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免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分 左記に対応する開設授業科目（単位） 備考

中
学
校
教
諭
専
修
免
許
状
（
家
庭
）

教科及び教科の指導法に
関する科目

家族関係論（ ２）
栄養生化学特論（ ２）
分子細胞学（ ２）
運動栄養学特論（ ２）
材料機能学特論（ ２）
調理科学特論演習（ ２）
食嗜好学特論（ ２）
栄養疫学特論演習（ ２）
公衆衛生学特論（ ２）
衣生活材料特論（ ２）
生活情報特論（ ２）
衣生活機能学特論（ ２）
被服管理学特論（ ２）
繊維染色学特論（ ２）
染織デザイン特論（２）
住居学特論（ ２）
住居学特論演習（ ２）
住環境特論演習（ ２）

これら 1 8 科目より
１ ２ 科目 ２ ４ 単位選択
必修

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
鹸

免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分 左記に対応する開設授業科目（単位） 備考

高
等
学
校
教
諭
専
修
免
許
状
（
家
庭
）

教科及び教科の指導法に
関する科目

家族関係論（ ２）
栄養生化学特論（ ２）
分子細胞学（ ２）
運動栄養学特論（ ２）
材料機能学特論（ ２）
調理科学特論演習（ ２）
食嗜好学特論（ ２）
栄養疫学特論演習（ ２）
公衆衛生学特論（ ２）
衣生活材料特論（ ２）
生活情報特論（ ２）
衣生活機能学特論（ ２）
被服管理学特論（ ２）
繊維染色学特論（ ２）
染織デザイン特論（ ２）
住居学特論（ ２）
住居学特論演習（ ２）
住環境特論演習（ ２）

これら 1 8 科目より
１ ２ 科目 ２ ４ 単位選択
必修

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
鹸

免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分 左記に対応する開設授業科目（単位） 備考

栄
養
教
諭
専
修
免
許
状

栄養に係る
教育に関する科目

健康科学（ ２）
栄養生化学・細胞学実験（ １）
食品機能学特論（ ２）
食生活安全学特論（ ２）
食生活安全学特論演習（ ２）
調理科学特論（ ２）
食文化特論（ ２）
病態・高齢者代謝学（ ２）
栄養疫学特論（ ２）
予防栄養学特論Ⅰ（ ２）
予防栄養学特論Ⅱ（ ２）
学校栄養教育特論（ ２）
学校栄養教育特論演習（ ２）
臨床栄養学特論（ ２）

これら １４  科目より
２ ４ 単位選択
必修

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献

鹸
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②言語文化学専攻

免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分 左記に対応する開設授業科目（単位） 備考

中
学
校
教
諭
専
修
免
許
状
（
国
語
）

教科及び教科の指導法に
関する科目

日本文学研究方法論（ ２）
日本文学基礎演習（ ２）
草稿・テキスト学（ ２）
古代文学演習Ⅰ（ ２）
古代文学演習Ⅱ（ ２）
古代文学講義Ⅰ（ ２）
古代文学講義Ⅱ（ ２）
中世文学演習Ⅰ（ ２）
中世文学演習Ⅱ（ ２）
中世文学講義Ⅰ（ ２）
中世文学講義Ⅱ（ ２）
近世文学演習Ⅰ（ ２）
近世文学演習Ⅱ（ ２）
近世文学講義Ⅰ（ ２）
近世文学講義Ⅱ（ ２）
近代文学演習Ⅰ（ ２）
近代文学演習Ⅱ（ ２）
近代文学講義Ⅰ（ ２）
近代文学講義Ⅱ（ ２）
現代文学演習Ⅰ（ ２）
現代文学演習Ⅱ（ ２）
現代文学講義Ⅰ（ ２）
現代文学講義Ⅱ（ ２）
日本語学演習Ⅰ（ ２）
日本語学演習Ⅱ（ ２）
日本語学講義Ⅰ（ ２）
日本語学講義Ⅱ（ ２）
語学文学特論Ⅰ（ ２）
語学文学特論Ⅱ（ ２）
中国文学特論Ⅰ（ ２）
中国文学特論Ⅱ（ ２）

これら ３１  科目より
１ ２ 科目 ２ ４ 単位選択
必修

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
鹸

免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分 左記に対応する開設授業科目（単位） 備考

高
等
学
校
教
諭
専
修
免
許
状
（
国
語
）

教科及び教科の指導法に
関する科目

日本文学研究方法論（ ２）
日本文学基礎演習（ ２）
草稿・テキスト学（ ２）
古代文学演習Ⅰ（ ２）
古代文学演習Ⅱ（ ２）
古代文学講義Ⅰ（ ２）
古代文学講義Ⅱ（ ２）
中世文学演習Ⅰ（ ２）
中世文学演習Ⅱ（ ２）
中世文学講義Ⅰ（ ２）
中世文学講義Ⅱ（ ２）
近世文学演習Ⅰ（ ２）
近世文学演習Ⅱ（ ２）
近世文学講義Ⅰ（ ２）
近世文学講義Ⅱ（ ２）
近代文学演習Ⅰ（ ２）
近代文学演習Ⅱ（ ２）
近代文学講義Ⅰ（ ２）
近代文学講義Ⅱ（ ２）
現代文学演習Ⅰ（ ２）
現代文学演習Ⅱ（ ２）
現代文学講義Ⅰ（ ２）
現代文学講義Ⅱ（ ２）
日本語学演習Ⅰ（ ２）
日本語学演習Ⅱ（ ２）
日本語学講義Ⅰ（ ２）
日本語学講義Ⅱ（ ２）
語学文学特論Ⅰ（ ２）
語学文学特論Ⅱ（ ２）
中国文学特論Ⅰ（ ２）
中国文学特論Ⅱ（ ２）

これら ３１  科目より
１ ２ 科目 ２ ４ 単位選択
必修

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
鹸
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免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分 左記に対応する開設授業科目（単位） 備考

中
学
校
教
諭
専
修
免
許
状
（
英
語
）

教科及び教科の指導法に
関する科目

Fundamentals of Reading Ⅰ（ ２）
Fundamentals of Reading Ⅱ（ ２）
Academic WritingⅠ（ ２）
Academic WritingⅡ（ ２）
英米詩（ ２）
英米小説Ⅰ（ ２）
英米小説Ⅱ（ ２）
英米演劇Ⅰ（ ２）
英米演劇Ⅱ（ ２）
英米散文（ ２）
英語教授法研究（ ２）
英語教育リサーチ方法（ ２）
スピーキング・ライティング指導演習（ ２）
リーディング・リスニング指導演習（ ２）
児童英語教育方法（ ２）
児童英語コミュニケーション演習（ ２）
児童英語カリキュラム研究（ ２）
児童英語教材演習（ ２）
英語の構造（ ２）
英語の意味（ ２）
英語の音声（ ２）
発話の機能（ ２）
語法文法研究（ ２）
談話分析研究（ ２）
コーパス言語学（ ２）
テキスト言語学（ ２）

これら ２ 6 科目より
１ ２ 科目 ２ ４ 単位選択
必修

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
鹸

免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分 左記に対応する開設授業科目（単位） 備考

高
等
学
校
教
諭
専
修
免
許
状
（
英
語
）

教科及び教科の指導法に
関する科目

Fundamentals of Reading Ⅰ（ ２ ）
Fundamentals of Reading Ⅱ（ ２）
Academic WritingⅠ（ ２）
Academic WritingⅡ（ ２）
英米詩（ ２）
英米小説Ⅰ（ ２）
英米小説Ⅱ（ ２）
英米演劇Ⅰ（ ２）
英米演劇Ⅱ（ ２）
英米散文（ ２）
英語教授法研究（ ２）
英語教育リサーチ方法（ ２）
スピーキング・ライティング指導演習（ ２）
リーディング・リスニング指導演習（ ２）
児童英語教育方法（ ２）
児童英語コミュニケーション演習（ ２）
児童英語カリキュラム研究（ ２）
児童英語教材演習（ ２）
英語の構造（ ２）
英語の意味（ ２）
英語の音声（ ２）
発話の機能（ ２）
語法文法研究（ ２）
談話分析研究（ ２）
コーパス言語学（ ２）
テキスト言語学（ ２）

これら ２ 6 科目より
１ ２ 科目 ２ ４ 単位選択
必修

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
鹸
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③現代社会研究専攻

免許状の種類 免許法施行規則に定める
科目区分 左記に対応する本学開設科目（単位） 必修・選択の別 備考必修 選択

高
等
学
校
教
諭
専
修
免
許
状

（
情
報
）

教科及び教科の指導法に
関する科目

社会情報研究基礎論（ ２）
メディア研究基礎論（ ２）
コミュニケーション研究基礎論（ ２）
社会情報の歴史（ ２）
情報社会及び情報倫理特論（ ２）
放送・通信特論（ ２）
マスコミ言語特論（ ２）
経営情報特論（ ２）
ソフトウェア特論（ ２）
情報ネットワーク特論演習（ ２）
情報処理特論（ ２）
コンピュータグラフィックス特論演習（ ２）
情報と職業特論（ ２）
情報教育教材開発特論演習（ ２）
多変量解析（ ２）

○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○

○
○

○

これら １ 5 科目より
１ ２ 科目 ２ ４ 単位
修得すること

券
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
献
鹸

２ 　専門社会調査士（現代社会研究専攻）

　社会調査士とは、社会調査の知識や技術を用いて、世論や市場動向、社会事象等をとらえる能力
を有する「調査の専門家」のことであり、この社会調査士より、さらに高度な調査能力を有した者が、
専門社会調査士である。
　専門社会調査士は、大学院修士課程修了レベルを想定し、より高度な専門知識・技能、倫理観
はいうまでもなく、社会調査の企画設計から報告書の作成にいたる高度の実践的能力を身につけ
ていることが要求され、次の ４つの要件をすべて満たし、「社会調査士資格認定機構」に申請する 
ことによって、資格を取得することができる。
　なお、他専攻履修で資格取得を検討する場合は、前年度中に相談を行ってください。

　
〈専門社会調査士資格要件〉
①社会調査士資格を有する。
②指定科目の単位をすべて取得する。
③社会調査結果を用いた修士論文を執筆する。
④修士課程を修了する。

詳しくは、
　一般社団法人社会調査協会ホームページ（https://jasr.or.jp/）を参照。

３ 　臨床心理士（臨床心理学専攻）

　臨床心理士とは、公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会が認定する資格です。
　本学は、その日本臨床心理士資格認定協会から、心理学的支援とそのための研究の専門家として
一定水準以上の基本的な知識と技能が修得でき、臨床心理士の教育・訓練システムが整っている施
設として認められ、第 １種指定大学院として指定を受けています。
　そのため、本学では大学院を修了と同時に臨床心理士資格試験の受験資格が認められ、試験に合
格した場合に認定資格が与えられます。
　
詳しくは、
　公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会ホームページ（http://www.fjcbcp.or.jp/）を参照。
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4 　公認心理師（臨床心理学専攻）

　公認心理師法は、平成27年 9 月16日に公布され、平成29年 9 月15日に施行されました。公認心理
師は、公認心理師法第 ２条により、公認心理師登録簿への登録を受け、公認心理師の名称を用いて、
保健医療、福祉、教育その他の分野において、心理学に関する専門的知識及び技術をもって、次に
掲げる行為を行うことを業とする者と定められています。

①心理に関する支援を要する者の心理状態の観察、その結果の分析
②心理に関する支援を要する者に対する、その心理に関する相談及び助言、指導その他の援助
③心理に関する支援を要する者の関係者に対する相談及び助言、指導その他の援助
④心の健康に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供

公認心理師国家試験受験資格を取得できる大学院
　大学院人間文化研究科臨床心理学専攻

受験資格
　大学において主務大臣指定の心理学等に関する科目を修め、かつ、大学院において主務大臣指定
の心理学等の科目を修めてその課程を修了した者等

履修科目（別表）

詳しくは、
　厚生労働省ホームページを参照。
　（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000116049.html）

5 　日本語教員養成プログラムについて（言語文化学専攻［修士課程］）

　言語文化学専攻（修士課程）では、日本語教員養成プログラムで指定されている所定の科目を履
修することにより、言語文化学専攻の分野や専門にかかわらず、本学の定めによる日本語教員養成
プログラム修了証明書の交付を受けることができます。
　このプログラムは、「洋の東西にまたがる国際情勢と文化の動態を柔軟に取り込む知の枠組を確

注）●は必修科目

指定科目 本学の科目 授業形態 単位

1 保健医療分野に関する理論と支援の展開 精神医学特論
（保健医療分野に関する理論と支援の展開） 講義 2

2 福祉分野に関する理論と支援の展開 障害児心理学演習
（福祉分野に関する理論と支援の展開） 演習 2

3 教育分野に関する理論と支援の展開 教育分野に関する理論と支援の展開 演習 2
4 司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開 司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開 演習 2
5 産業・労働分野に関する理論と支援の展開 産業・労働分野に関する理論と支援の展開 演習 2

6 心理的アセスメントに関する理論と実践 臨床心理査定演習Ⅰ
（心理的アセスメントに関する理論と実践）� ● 演習 2

7 心理支援に関する理論と実践 臨床心理面接特論Ⅰ
（心理支援に関する理論と実践）� ● 講義 2

8 家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践
家族心理学特論
（家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践） 演習 2

9 心の健康教育に関する理論と実践 心の健康教育に関する理論と実践 演習 2

10 心理実践実習（４５０時間以上）	

臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習）� ● 実習 1
臨床心理実習Ⅱ（心理実践実習Ⅱ）� ● 実習 1
臨床心理特別実習Ⅰ（心理実践実習Ⅲ）� ● 実習 1
臨床心理特別実習Ⅱ（心理実践実習Ⅳ）� ● 実習 1

合　　計 22
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立し、実践することができる人材を養成する」という言語文化学専攻設置の目的をさらに発展させ
るために、各自の専門性を有しながら、将来、国際的視野に立って社会に貢献できる人物を育成す
るために設置されています。
　したがって、プログラムの修了者は、日本語教師として日本語を学ぶ外国人等に日本語教育を行
うことだけでなく、専攻で培った専門性を、国際社会に還元していくことが期待されています。
　そのため、「資格取得」を目的とする履修ではなく、上記の目的に沿った履修が望まれるところ
です。
履修の資格
　このプログラムを履修することができる受講生は、以下の通りです。
　本学大学院言語文化学専攻（修士課程）の在学生

費用について
　プログラムの履修を希望する学生は、所定の履修費が必要となります。
　　履修費（令和 3年度）　 １年次　１５，０００円　 ２年次　５，０００円

履修科目（必修科目・選択必修科目・選択科目）について
必修科目 :	 下表の〈必修〉がついた 5科目 8単位
選択必修科目：「言語と社会・文化・地域」、「言語と心理・コミュニケーション」、「言語学」、「言

語理解・運用」の各分野から最低 1科目 8単位
選択科目 :	 全科目から最低 5科目10単位

合計26単位以上の取得を修了要件とします。

第 ８　北京師範大学との交換留学について（全専攻）
　本学大学院では、国際交流の一環として、２０１０年度に北京師範大学と国際交流協定を締結し、教育・
研究の相互交流の促進を図っている。留学先は北京師範大学政治学与国際関係学院で、留学期間は原 
則として １年、毎年３ 名を限度として大学院生を送り出すことが可能である。この制度によって留学 
先で開設している授業科目を履修し修得した単位は、学則で定めるとおり本学大学院における授業科目
の履修により修得したものとみなすことができる。

分野 開講科目 単位数 分野 開講科目 単位数

日
本
語
学

日本語学要説 I *〈必修〉
日本語学要説 II *〈必修〉
日本語学講義 I
日本語学講義 II

2
2
2
2

言
語
と
心
理
・

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

日本語教育学特殊講義（心理言語）* 2

日
本
語
教
育

日本語教授法 I *
日本語教授法 II *
日本語教材研究 I *〈必修〉
日本語教材研究 II *
日本語教育実習 I *〈必修〉
日本語教育実習 II *〈必修〉
児童英語教育方法
英語教授法研究

2
2
2
2
1
1
2
2

言
語
学

語法文法研究
コーパス言語学
テキスト言語学
英語の構造
英語の音声

2
2
2
2
2

言
語
と
社
会
・
文
化
・
地
域

文学と自然 ( 風土・人種・母語 )
文化研究
言語コミュニケーション研究

2
2
2

言
語
理
解
・
運
用

日本語教育学演習 I *
日本語教育学演習 II *
談話分析研究
発話の機能

2
2
2
2

＊は日本語教員養成プログラム独自の開講科目であり、本プログラム履修者のみ受講可能とし、取得した単位は修了要
件には含めない。
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第 ９　大学院社会学分野の単位互換制度について（現代社会研究専攻）
　今日の学問の高度化と専門分化の進展の中で、大学院にふさわしい高度な研究教育を実現するために
は、各大学における改善努力と併せ、多数の大学間の提携が、大きな効果を上げることが期待されている。
　社会科学諸分野の中でも、一つの大学において開講される授業科目数が比較的少ない社会学分野にお
いては、とくに複数の大学間での単位互換制度の導入によって、大学院学生により豊富な学習機会を提
供することは、有益かつ必要な改革と考えられる。
　本学現代社会研究専攻では、相互の交流と発展を目指して、社会学分野ならびにその関連分野の授業
科目に関して、特別聴講学生の単位互換制度を設けている。
　この制度によって修得した単位は、１０単位を超えない範囲で本学大学院における授業科目の履修によ
り修得したものとみなすことができる。

茨城大学大学院人文社会科学研究科

駒澤大学大学院人文科学研究科社会学専攻

駒澤大学大学院グローバル・メディア研究科

埼玉大学大学院人文社会科学研究科

成蹊大学大学院文学研究科社会文化論専攻

専修大学大学院文学研究科社会学専攻

創価大学大学院文学研究科社会学専攻

大正大学大学院人間学研究科人間科学専攻

千葉大学大学院⼈⽂公共学府人文科学専攻

中央大学大学院文学研究科社会情報学専攻

都留文科大学大学院文学研究科社会学地域社会研究専攻

東洋大学大学院社会学研究科

常磐大学大学院人間科学研究科

日本女子大学大学院人間社会研究科現代社会論専攻

日本大学大学院新聞学研究科

法政大学大学院社会学研究科社会学専攻

武蔵大学大学院人文科学研究科社会学専攻

明治学院大学大学院社会学研究科社会学専攻

明治大学大学院政治経済学研究科政治学専攻

明治大学大学院文学研究科臨床人間学専攻

立教大学大学院社会学研究科社会学専攻

立正大学大学院文学研究科社会学専攻

流通経済大学大学院社会学研究科社会学専攻

大学院社会学分野の単位互換制度に加盟している大学（Ｒ 4 ． ４ 現在）





各専攻の教育課程�
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人間生活科学専攻（修士課程）
[Master's Program for Studies in Human Life Sciences]
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（ １）授業科目、単位数及び担当教員� （人間生活科学専攻修士課程）

科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員 備　考講

義
演
習
実
験

基礎科目 Developing Critical Thinking Skills 半期 １ 選択 1 教　　授　服部　孝彦
Critical Reading and Writing 半期 １ 選択 1 教　　授　服部　孝彦

共通科目

家族関係論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　中川　まり
ヒトと環境 半期 ２ 選択 1・2 未　　定
健康科学 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　清原　康介 （隔年開講）

統計的調査方法論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　下田　敦子
兼任講師　中川　正宣 オムニバス

研究方法論Ⅰ（健康・栄養科学） 半期 ２ 選択 1・2

教　　授　青江誠一郎
教　　授　明渡　陽子
教　　授　岩瀬　靖彦
教　　授　大田原美保
教　　授　川口美喜子
教　　授　小林　実夏
教　　授　小治健太郎
教　　授　髙波　嘉一
教　　授　田中　直子
教　　授　堀江　正一
准 教 授　清原　康介
准 教 授　玉木　有子

オムニバス

研究方法論Ⅱ（生活環境学） 半期 ２ 選択 1・2

教　　授　阿部　栄子
教　　授　大橋寿美子
教　　授　木下　　勇
教　　授　黒沼　吉弘
教　　授　肥川　隆夫
教　　授　竹内　知子
教　　授　團野　哲也
教　　授　手呂内伸之
教　　授　中島　永晶
教　　授　細谷　夏実
教　　授　松本　暢子
教　　授　水谷千代美
准 教 授　内田　直子
准 教 授　下田　敦子
准 教 授　中川　麻子
准 教 授　中川　まり
専任講師　赤澤　真理

オムニバス

研究方法論Ⅲ（保育・教育学） 半期 ２ 選択 1・2

教　　授　石井　雅幸
教　　授　岡　　　健
教　　授　金田　卓也
教　　授　柴山　真琴
教　　授　高橋ゆう子
教　　授　鳥海　順子
教　　授　久富　陽子
教　　授　松山　博光
教　　授　矢野　博之
准 教 授　石井　章仁
准 教 授　加藤　悦雄 
教    授　樺山　敏郎
准 教 授　厚東　芳樹
准 教 授　山本真知子
専任講師　坂田　哲人
専任講師　林　　明子
専任講師　宮本　桃英

オムニバス
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科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員 備　考講

義
演
習
実
験

健
康
・
栄
養
科
学
専
修

栄養化学
分野

栄養生化学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　青江誠一郎

栄養生化学・細胞学実験 半期 １ 選択 1・2 教　　授　青江誠一郎
教　　授　田中　直子 オムニバス

分子細胞学 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　田中　直子
運動栄養学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　高波　嘉一

食品・機能学
分野

食品機能学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　小治健太郎
材料機能学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　水谷千代美 （隔年開講）＊
食生活安全学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　堀江　正一 （隔年開講）＊
食生活安全学特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　堀江　正一 （隔年開講）

調理科学・食嗜好学
分野

調理科学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　大田原美保 （隔年開講）＊
調理科学特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　大田原美保 （隔年開講）
食嗜好学特論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　玉木　有子 （隔年開講）
食文化特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　宇都宮由佳 （隔年開講）＊

医療・保健栄養学
分野

病態・高齢者代謝学 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　明渡　陽子
栄養疫学特論 半期 ２ 選択 1・2 教 授　小林　実夏 （隔年開講）＊
栄養疫学特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教 授　小林　実夏 （隔年開講）
予防栄養学特論Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　岩瀬　靖彦 （隔年開講）＊
予防栄養学特論Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　岩瀬　靖彦 （隔年開講）
学校栄養教育特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　塩塚　宏治 （隔年開講）＊
学校栄養教育特論演習 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　塩塚　宏治 （隔年開講）
公衆衛生学特論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　清原　康介 （隔年開講）＊
公衆衛生学特論演習 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
臨床栄養学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　川口美喜子

生
活
環
境
学
専
修

環境サイエンス
分野

生命環境特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　細谷　夏実
生活環境特論 半期 ２ 選択 1・2 未　　定
地球環境特論演習 半期 ２ 選択 1・2 未　　定
衣生活材料特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　團野　哲也 （隔年開講）＊
環境生理学特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　手呂内伸之
環境生物科学特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教 授　竹内　知子
物理学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　肥川　隆夫
保全生物学特論 半期 ２ 選択 1・2 未　　定

環境マネジメント
分野

環境教育特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　木下　　勇 （隔年開講）
環境教育特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　木下　　勇 （隔年開講）＊
環境教材特論演習 半期 ２ 選択 1・2 未　　定
環境アセスメント特論 半期 ２ 選択 1・2 未　　定
環境政策特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　黒沼　吉弘
生活情報特論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　内田　直子
環境思想史特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　関　　智子 （隔年開講）
野外教育特論演習 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　関　　智子 （隔年開講）＊

環境デザイン
分野

衣生活機能学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　阿部　栄子
被服管理学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　水谷千代美 （隔年開講）
繊維染色学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　團野　哲也 （隔年開講）
染織デザイン特論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　中川　麻子
デザインマーケティング特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　中島　永晶
住居学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　松本　暢子 （隔年開講）＊
住居学特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　松本　暢子 （隔年開講）
住環境特論演習 半期 ２ 選択 1・2 専任講師　赤澤　真理
住生活学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　大橋寿美子 （隔年開講）
住生活学特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　大橋寿美子 （隔年開講）＊

（人間生活科学専攻修士課程）
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科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員 備　考講

義
演
習
実
験

保
育
・
教
育
学
専
修

基礎教育
分野

保育学基礎理論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　福元真由美
教育学基礎理論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　矢野　博之
福祉教育学特論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　山本真知子
生涯発達心理学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　柴山　真琴

保育・教育
分野

保育臨床特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　鳥海　順子
乳幼児発達保育研究特論 半期 ２ 選択 1・2 未　　定
保育方法特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　久富　陽子
幼児教育実践演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　岡　　　健
学校教育実践研究特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　矢野　博之
学校経営研究特論 半期 ２ 選択 1・2 未　　定
初等理科実践演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　石井　雅幸
園内研修方法論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　岡　　　健
芸術教育研究特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　金田　卓也
特別支援教育研究特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　安藤　隆男

保育マネジメント特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　吉田　正幸
兼任講師　大宮　勇雄 ＊

こどもの自然認識 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　石井　雅幸

学校授業研究論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　石井　雅幸
教　　授　矢野　博之 オムニバス

心理・社会・文化
分野

教育心理学特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　高橋ゆう子 （隔年開講）
臨床発達心理学演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　高橋ゆう子 （隔年開講）＊
子ども家庭福祉特論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　加藤　悦雄
社会学的臨床実践演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　松山　博光
子ども史研究基礎演習 半期 ２ 選択 1・2 未　　定
音楽表現演習 半期 ２ 選択 1・2 未　　定

研究指導

人間生活科学特別研究Ⅰ 通年 5 必修 1

健
康
・
栄
養
科
学
専
修

教　授　青江誠一郎
教　授　明渡陽子
教　授　岩瀬靖彦
教　授　大田原美保
教　授　川口美喜子
教　授　小林実夏
教　授　小治健太郎
教　授　高波嘉一
教　授　田中直子
教　授　堀江正一
准教授　清原康介

生
活
環
境
学
専
修

教　授　阿部栄子
教　授　大橋寿美子
教　授　木下　勇
教　授　黒沼吉弘
教　授　團野哲也
教　授　手呂内伸之
教　授　細谷夏実
教　授　松本暢子
教　授　水谷千代美
准教授　内田直子
准教授　中川麻子

人間生活科学特別研究Ⅱ 通年 5 必修 2 保
育
・
教
育
学
専
修

教　授　石井雅幸
教　授　岡　　健
教　授　金田卓也
教　授　柴山真琴
教　授　鳥海順子
教　授　久富陽子
教　授　松山博光
准教授　加藤悦雄

※ 開講地は千代田キャンパス。
※ 履修すべき最低履修単位数は、研究指導１０単位を含め３０単位とする。
※ 備考欄で、＊は本年度開講しない科目である。
※ 入学年度によっては一部履修できない科目があるため、開講科目は授業時間割表を確認すること。

（人間生活科学専攻修士課程）
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（ ２）履修モデル

　学位取得に向けて研究するために、研究課題に即した適切な授業科目を選択しなければならない。その
ため、以下の履修モデルを参考に研究課題に即したオリジナルな履修計画を立てることとなる。

健
康
・
栄
養
科
学
専
修

研究題目 D–、 L–アミノ酸微量分析法の構築と発酵食品中の実態調査
養成する具体的な人材像 食品企業、試験検査・研究機関などでの専門職員の育成

研究内容

近年、食酢、日本酒等の発酵食品中にD–アミノ酸が比較的高濃度で含まれていることが明らかとなり、D–アミノ酸生
成機構やD–アミノ酸の新たな機能解明に関心が寄せられている。本研究では、先ず分離カラムに光学異性体が分離可
能なキラルカラムを用いた高速液体クロマトグラフィータンデム型質量分析法（LC–MS/MS）によるD–及び L–アミノ
酸（39種類）の高感度且つ選択性に優れた分析法を構築する。次いで、乳や醤油、黒酢、ヨーグルト等の発酵食品中に
含まれるアミノ酸を簡易且つ迅速に分析する前処理法として、食品分析に汎用されている固相抽出による手法を構築す
る。次に構築した分析法を用いて、国内で市販されている発酵食品（黒酢やヨーグルト等）中のD–及び L–アミノ酸の
種類、存在量を把握する。更に、D–アミノ酸生産量の高い乳酸菌を用いてヨーグルトを作成し、D–アミノ酸生産量に
及ぼす発酵温度、発酵時間、栄養成分（窒素源、炭素源、ビタミン、ミネラル等）、pH 等の影響を明らかにする。

指導教員 堀江 正一教授 ：全般的指導、研究テーマの選定、研究方法、研究結果の整理と考察、研究発表・プレゼンテーション等
田中 直子教授：研究方法、研究結果の整理と考察

履修科目

１年次 ２年次
（共通科目）
家族関係論（ 2単位）
健康科学（ 2単位）
研究方法論Ⅱ（事例研究）（ 2単位）
（食品分野） 
分子細胞学（ 2単位）
食品機能学特論（ 2単位）
食生活安全学特論（ 2単位）
調理科学特論（ 2単位）
病態・高齢者代謝学（ 2単位）
栄養疫学特論（ 2単位）
予防栄養学特論Ⅰ（ 2単位）

（食品分野）
臨床栄養学特論（ 2単位）

（研究指導）人間生活科学特別研究Ⅰ（ 5単位） （研究指導）人間生活科学特別研究Ⅱ（ 5単位）
必修 2科目10単位、選択11科目22単位、合計13科目32単位履修

生
活
環
境
学
専
修

研究題目 化学繊維によるアレルギーの誘起機構に関する研究
養成する具体的な人材像 繊維・アパレル系試験研究機関の専門職員、中高家庭科教員（専修免許の取得による）

研究内容

衣服の着用時にかゆみや赤み等のアレルギー症状を訴える人が増加している。このうち化学繊維アレルギーは接触性皮
膚炎に相当する。本研究では、まず原因を追究するためにアンケート調査を行った。その結果、ポリエステルのような
化学繊維の着用時に、かゆみや赤みは夏場の発汗時が最も多く発症した。皮膚炎患者の皮膚の状態を調べたところ、健
常者と比較して皮膚の pHが高く、水分・油分が低い結果となった。これらの結果から、皮膚炎患者の衣服には、発汗
時も皮膚のpHを弱酸性に保ち、皮膚常在菌のうち黄色ブドウ球菌の活性を抑制する性能が必要であることが分かった。
そこで本研究では、皮膚の状態を良好に保つことが可能な弱酸性ポリエステルを使用し、その着用効果を調べた。また、
布帛の風合いが皮膚にどのような影響を与えるのかを調べた。さらに、発汗時のかゆみは汗中のかゆみ成分（ヒスタミ
ン）が関係していることから、かゆみ度と繊維の吸水性との関係を明らかにした。

指導教員
水谷 千代美教授 ：全般的指導、研究テーマの選定、研究計画、研究方法、研究結果の整理と考察、研究発表・プレゼンテーション等
阿部 栄子教授：研究方法、研究結果の整理と考察
團野 哲也教授：研究方法

履修科目

１年次 ２年次
（被服科学分野）
繊維染色学特論（ 2単位）
被服管理学特論（ 2単位）
衣生活機能学特論（ 2単位）
（他専修） 
運動栄養学特論（ 2単位）
栄養生化学特論（ 2単位）等

（共通科目） 
統計的調査方法論（ 2単位）
（他専修）
病態・高齢者代謝学（ 2単位）等

（研究指導）人間生活科学特別研究Ⅰ（ 5単位） （研究指導）人間生活科学特別研究Ⅱ（ 5単位）
必修 2科目10単位、選択10科目20単位、合計12科目30単位履修

保
育
・
教
育
学
専
修

研究題目 乳児の非言語的な感情の表出に対する保育者の関わり
養成する具体的な人材像 高度な専門性を身に付けた保育士、幼稚園教諭、保育者養成校の教員

研究内容

保育の現場において、子どもを理解し関わることはとても重要である。この理解は、子どもの言動、行動、表情に基づく。
特に言葉を自在に扱うことのできない乳児においては、表情からその思い等を理解することが重要になると考えられる。
こうした「理解」の起点となるものとして、保育者の視線に着目したい。乳児保育における「視線」の研究は、乳児自
身の「視線」に関する一方向的な研究は多くあるが、保育者との相互的な関わりの中で、その「視線」がどのような意
味を持つのかについて述べられた研究は現在のところ見つけることができていない。そこで、本研究では、乳児と保育
者の相互的なやりとりの中で保育者はどのように関わっているのか、そしてその保育者の 「視線」はどのような意味を
持つのかを明らかにすることを目的とする。

指導教員 岡健教授

履修科目

１年次 ２年次
（基礎教育分野）
保育学基礎理論（ ２単位）
教育学基礎理論（ ２単位）
（保育・教育分野）
保育臨床特講（ ２単位）
乳幼児発達保育研究特論（ ２単位）
保育方法特論（ ２単位）
幼児教育実践演習（ ２単位）
学校教育実践研究特論（ ２単位）
園内研修方法論（ ２単位）
（心理・社会・文化分野）
臨床発達心理学演習（ ２単位）

芸術教育研究特論（ ２単位）

（研究指導）人間生活科学特別研究Ⅰ（ ５単位） （研究指導）人間生活科学特別研究Ⅱ（ ５単位）
必修 ２科目１０単位、選択１０科目２０単位、合計１２科目３０単位履修
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（ 3）研究分野・研究内容一覧� （人間生活科学専攻修士課程）
指導教員 研究分野 研 究 内 容

健
康
・
栄
養
科
学
専
修

青江誠一郎 基礎栄養学

メタボリックシンドロームの発症を予防するための食品成分の基礎研究を行う。食品成分とし
て、β－グルカンに富む大麦、カルシウムなどの乳成分、機能性食品素材（脂肪酸、水溶性食物
繊維など）を研究材料とする。生理機能は、遺伝性あるいは食餌性肥満モデル動物を用いて、消
化管機能、ホルモン応答、脂肪組織の炎症と機能変化に及ぼす影響とメカニズムについての研究
を行う。

明渡　陽子 医療と福祉周辺
の問題

イギリスの健康格差問題と肥満問題の現状分析と、それらへの NHSや政府の対策を調査し、イ
ギリスの健康増進政策の在り方、予防への国家的な取り組みとその成果を分析し、日本の肥満・
痩せ問題へのヒントを得る。今年は、新入生への生活アンケート調査をおこない、肥満や痩せに
分類された学生の生活背景因子を分析する予定。

岩瀬　靖彦 予防栄養学

一次予防（健康増進・疾病予防）を実現するために、人間理解を通して、人（個人・集団）の健
康状態に関連する食・生活習慣への影響因子を的確に収集し、栄養疫学を用いて解析するための
手法について研究する。また、それにより得られたエビデンスを用い、一次予防を実現するため
に、栄養・運動・休養を柱とした食・生活習慣に対して、対象の QOLを高めながら行動変容を
促し、成果が期待できる栄養教育の手法についても研究を行う。

大田原美保 調理科学

調理操作や食材選択による食べ物のおいしさの制御を目的として、調理過程で生じる食品の物理
的、化学的、組織学的変化を機器分析で捉えるとともに、官能評価により人の側からの評価を行
い、おいしさに関与する要因の検討を行う。特に、各種調理操作による好ましい食感創出に関す
る研究、澱粉性食品の調理後の食感保持（澱粉の老化抑制）に関する研究を行う。

川口美喜子 臨床栄養学

臨床栄養はすべての患者の栄養状態を的確に把握し必要に応じて適切な栄養管理を施行する。患
者の臨床の基本に栄養的視点をどのように提案していくか考えることが重要である。個々の症例
に適した栄養管理を実施するために栄養ケアプロセスを研究する。特にがん患者、低栄養患者、
老年症候群に対する急性期病院と地域・在宅のシームレスな栄養治療について探求する。

清原　康介 公衆衛生学・
疫学

病院外で起こる心停止の発生や加熱式タバコの使用など、公衆衛生学的に重要なテーマを対象
に、疫学的アプローチを用いた研究を行っている。他の大学や研究機関と連携してデータベース
を構築し、実態把握や予後因子の探索などを統計的手法を用いて解析する。これにより、将来の
予防・介入に役立つようなエビデンス構築につとめている。

小林　実夏 公衆栄養学・
栄養疫学

①食習慣を把握するための評価方法に関する研究
食物・栄養素摂取量や食嗜好の評価に与える季節変動の影響について、タイおよび日本におけ

るうま味・辛味嗜好性に与える食文化・食環境の影響について研究を行う。
②女性の生活習慣と食事要因に関する栄養疫学研究
更年期障害に影響を与える生活習慣・食習慣に関する縦断研究や、妊産婦の栄養状態と妊娠期

間中の体重管理および出生体重との関連について研究を行う。

小治健太郎 機能性食品学

２０１５年から新たな機能性食品に関わる制度の機能性表示食品制度が始まり、ますます食品の機能
性に関する研究が注目されていくものと考えられる。その中で当研究室では種々の機能性食品素
材を用いて、ヒトでのエネルギー代謝研究、睡眠研究、自律神経活動研究等に関わる有効性評価
を行う。

高波　嘉一 応用健康医学
運動生理学

生活習慣病予防に対する運動、栄養の効果の分子メカニズムを明らかにし、その中で新規に開発
する有用性の高いバイオマーカー等を活用し、また従来のバイオマーカーと組み合わせるなどし
て、より効率的な運動法、食事法などを個別に提案できるシステム（個別化予防医療システム）
を構築する。

田中　直子
食品生化学
栄養生化学
細胞生化学

１．脂肪細胞の炎症性変化に関する研究：脂肪細胞が肥大化して正常な機能を失い、メタボリッ
クシンドロームを引き起こすしくみを細胞レベルで研究

２．糖尿病発症機構に関する研究：膵臓β細胞がさまざまなストレスを受けて、インスリン分泌
低下や細胞死を引き起こすしくみを細胞レベルで研究

３．食品成分の機能研究：食品成分が生体内でどのように作用を発揮しているかを細胞レベルで
研究

玉木　有子 調理学、
食品栄養学

調理学は食を通して人々に生命と活力と喜びを与える人間学の中心と考えられています。食べ慣
れるほどに真価がわかる食品や料理も人の嗜好も一朝一夕でできるものではありません。食品と
食べる人とを繋ぐものは感覚であるため、人の感覚を取り扱う官能評価や食品の感覚特性を数値
化する手法を用いて、食の食べ方やあり方を研究しています。

堀江　正一 食安全学

「食」と言う字は「人」を「良くする」と書いて表されます。「食」は「生命」とも言われ、食
の安全性確保は健康で快適な生活を送る根幹をなすものです。そこで、食の安全問題として、病
原性微生物による食中毒、食品中に含まれる動物性・植物性自然毒や農薬、環境汚染物質等の化
学物質について取り上げ、微生物学的手法と機器分析を用いた理化学的手法により問題の本質と
対応策についての研究指導に取り組みたいと思います。
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指導教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

生
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修

赤澤　真理 建築歴史意匠・
日本住宅史

日本住宅を中心とした建築の歴史と意匠を、社会的文化的背景から研究している。文献史料・絵
画史料・遺構等を基に、住宅を中心とした建築の平面構成・空間構造・意匠を、儀式や日常生活
時の使い方から分析している。また、伝統的な建築や生活様式を後世に継承するための取り組み
や、歴史を活かした地域づくり・まちづくりに注目している。

阿部　栄子 衣服環境造形
人間が健康・快適に生活するという観点から衣服環境を捉え、「人間・衣服・環境（近接）」系の
立場から、近接環境造形の基礎と問題点について考究している。また、伝統文化を継承し、新し
い文化を創造するという立場から、歴史的流れの中で衣服造形を捉え実践的研究を行っている。

内田　直子
被服心理学
衣生活行動論
消費生活学

人間生活と文化・環境との関係を、人間－環境系研究（被服心理学、環境心理学）の視点からみ 
た服装と空間・場の適合研究、近現代の衣生活文化と消費者行動に関する研究、現代の生活者と
文化的・社会的生活環境に関する研究などから探っている。特に被服に関しては資料分析、心理
実験、フィールド研究などの手法で、“被服”というモノの存在を通して「私たちの生活をみつ
める」ことを研究の根底においている。

大橋寿美子 住居学・
住居計画

小家族化した現代において家族を超えたつながりをつくる住まい方や住まいの計画および地域
のあり方について研究および実践活動を行っている。主な研究内容は、①家族やライフスタイル
の変容と住まい　②空間配列と家族関係　③インテリア計画と住まい方　④共生型集住（コレク
ティブハウス、コーポラティブハウス、賃貸併用住宅、環境共生住宅など） ⑤サードプレイス研
究と居場所づくり活動、である。

木下　　勇
ランドスケープ・
生態環境デザイン、
まちづくり

人間も生態系の一部として地域の環境をとらえ、身近な範囲から都市および地方という広い範囲
までを対象に緑・自然豊かな持続可能な環境を形成するための研究を行います。その主体として
の人の関わりを大事にして、子ども期の遊びや住民参画による環境形成などの実践的研究を行い
ます。

黒沼　吉弘 環境政策論
環境資源経済学

人類が共有する環境資源の経済管理・制度・政策に関する理論的・実学的研究。特にグローバル
コモンズとしてクジラやマグロなどの高度回遊性海洋生物資源に焦点を当て、その管理や利用を
めぐる経済や経済法、さらに社会制度などの論点整理や評価手法を通じて経済政策の検討を主と
しながら、環境の適正な保全と利用の管理施策やその判断基準を計量的・制度経済的に探ってい
る。

肥川　隆夫 非線形物理学

物理学におけるバラエティに富んだ現象は、非線形のもたらしたものと言える。非線形物理学は、
素粒子論においてはヤンミルス理論、相対論においてはアインシュタイン方程式、物理数学にお
いてはソリトン方程式と、物理学の各分野を横断し、それぞれと関わりをもつ。これらの一部は
厳密解を求めることができる。またそれらの方程式の各次元が非連続な場合の方程式は従来の数
学的方法では対処できない。この分野の研究を行っている。

竹内　知子 遺伝学

生物の発生に重要な役割を果たす「RNAの局在化」について、真核生物のモデル系である酵母
を用いて研究している。RNAが細胞内の特定の場所に存在する現象を「RNAの局在化」といい、
この現象により、細胞内で情報の偏りが生み出され、細胞分化が引き起こされる。遺伝情報は、
遺伝子の本体である DNAから RNAに写し取られて発現するため、RNAの局在化は、遺伝子発
現を空間的に制御するための重要な現象である。

下田　敦子 民族服飾計量学・
生活技術論

東南アジアにおける狩猟採集社会〜山岳地域農耕社会を対象に、人類史における衣生活の変遷、
伝統衣服製作技術の伝承過程、人の発育、発達に伴う技術習得過程についての計量的研究を行っ
ている。最近ではミャンマー民族開発大学博物館と協働してミャンマー１３５民族の伝統衣装を収
集し、技術学習過程についての調査研究を遂行している。

團野　哲也 被服材料学
染色化学

絹フィブロインに関する研究、天然染料の染色性に関する研究、明治初期の合成染料に関する研
究、１９世紀に開催された万国博覧会に関する研究、着装シミュレーションに関する研究、ナノファ
イバーに関する研究等である。
これらの研究を通じて、“ヒトはなぜ服を着るのか”を追究する。

手呂内伸之 植物生理学

マメ科植物と根粒菌の共生関係の獲得の機構を分子生物的な手法を用いて研究をおこなう。根粒
菌はマメ科植物に感染して根粒を形成し、空中の窒素をアンモニウム塩に変換して植物に供給す
る。一方糖分を植物から得ることで増殖し、共生状態を作っている。根粒菌が植毛に感染すると
植物内を信号が進み、茎頂で遺伝子を活性化し、根粒着生数を制御することで共生状態の維持を
する。この信号調節について研究をおこなう。

中川　麻子 服飾文化史
デザイン史

明治時代以降、海外の影響を受けながら日本の染織分野は発展した。近代日本の染織品、服飾、
手芸等について、歴史とデザインの視点から考察する。博物館調査、文献収集、資料の購読、技
術復元等を通じて研究指導を行う。

中川　まり
家族社会学・
家族関係学・
ジェンダー研究

子どもをもつ近代家族を主な対象として、家族内の性別役割分業、父親の子育て・家事参加、母
親のキャリア形成、共働き、ワーク・ライフ・バランス、インターネットと家族関係、国際比較
などをテーマに研究を行っています。共働き家族が増加する日本において、夫と妻の社会的役割
と家庭内役割との関連、また夫婦の相対的資源と情緒的関係などに着目しています。主な研究方
法は量的調査・研究ですが、質的調査・研究も行います。

中島　永晶
ファッション
マーケティング
デザインマネジメント

ファッションビジネスにおける課題発見、分析、具体化提案など企画プロセス全般へ関わる領域
として特に、①　国内外の小売店、商業施設、WEB、製品、サービスなど消費の現場における効 
果的なブランディングワークのあり方　②　生活者のライフスタイル、美意識、価値観などのト 
レンドを背景としたマーケティング企画、及びデザイン企画提案　③　芸術文化情報のファッ
ションビジネス教育への活用　の ３点を研究テーマとしています。

� （人間生活科学専攻修士課程）
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指導教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

生
活
環
境
学
専
修

細谷　夏実 細胞生物学・
海洋環境教育

海産無脊椎動物（ウニ・ヒトデ）の卵細胞を用い、細胞分裂のメカニズムについて研究している。
また、卵の初期発生過程を指標として、環境汚染物質（農薬など）の影響やマイクロプラスチッ
クの動態について検討を行っている。さらに、子どもたちへの海洋環境教育（海育）を普及させ
るための取り組みについても研究している。

松本　暢子
住居学

住宅および住宅地計画
都市計画

家族の生活空間としての住宅および住宅地は、家族の生活の変化にともなって住宅の増改築や建
替えが行われて変化していく。そのメカニズムを探り、生活空間の質を維持向上させる方策を研
究対象としている。主な研究内容は、①宅地の更新実態と家族の住生活史②家族の高齢化に伴う
居住問題③ハウジングと都市計画の連携④地方自治体の住宅政策・都市計画である。

水谷千代美 被服機能設計学

抗菌・消臭繊維、環境にやさしい繊維などの機能性繊維の特性を評価し、その特性を被服分野の
応用することを目的とする。被服材料（素材の物性、構成）を物理的、化学的、消費科学的に評
価し、被服材料と人と環境の相互関係を考慮して、特性を活かした用途開発を行い、そのモノの
使用時の快適性、耐久性などについて研究指導を行う。

保
育
・
教
育
学
専
修

石井　章仁 保育学
保育・子育て支援

保育所・幼稚園・こども園での保育に係る諸課題、保育内容（保育における環境、生活・遊び）、
計画や評価、研修、多文化保育などの研究を行っている。また、子育て支援の領域では、次世代
育成支援を含めた子育て支援の在り方の検討や当事者主体の支援などに関心を持って取り組ん
でいる。

石井　雅幸
理科教育
生物教育
小学校教育

理科教育並びに小学校教育の中で特に以下の点に関して、教育方法的に研究を進めていく。
⑴　小学校理科授業の中で、子供が考えることをいかに行っていくのかを検討していく
⑵　小学校理科授業を通して、子供が科学的な態度を獲得していく過程に関して検討する
⑶　小学校教員の理科への苦手意識を克服する教員研修・教員養成のあり方を検討する
⑷　小学校教育における子供の自然体験がもつ意味を教科教育の視点から検討する

岡　　　健

園内研修法
環境構成論
遊び論

次世代育成支援

子育ち・子育てという営みは、持続可能な社会の開発を考える上で最も基本的な営みの一つであ
る。にもかかわらず今わが国で行われている子育て・子育ちをめぐる議論、とりわけ保育改革を
巡る議論には様々な問題点が多い。子どもが育まれるために大人は何をなすべきか。実践の現場
から制度・施策まで。市民から専門家まで。一体この問題にどう向き合うのか。様々な観点で研
究を進めている。

加藤　悦雄 児童福祉論

マルトリートメントに直面している子どもや、生きづらさを抱えている子どもについて、子ども
の権利の視点から課題を捉え、支援していく方法に関心をもっている。とくに、子どもの最善の
利益や子どもを主体とした支援について、家庭的養護や子どもNPO等の場で具体化するための
要件について研究している。

金田　卓也 芸術教育

芸術教育はさまざまな領域を含むが、特に造形的表現に焦点をあてて研究指導を行う。これまで
インドやネパールなど発展途上国の子どもたちの造形活動についての研究を進めてきた。その成
果に基づく、文化が異なると子どもたちの表現も異なるという点に着目する多元文化的な研究ア
プローチは、日本の子どもたちの多様な表現を理解する上でも重要な鍵を提供してくれるもので
ある。

樺山　敏郎 国語科教育

主として日本の学校教育における教科「国語」に関連のある理論・実践などについて研究を行う。
音声言語と文字言語による表現領域及び説明系統と文学系統に大別できる読解領域の中から課
題を抽出し、小学校国語科教育のありようを解明する。その際、曖昧になりがちな教科「国語」
の指導と評価の一体化の検討が必要となる。他方、教科「国語」を取り巻く国語教育全般にも目
を向け、教科等横断的な観点から学習の基盤となる言語能力の育成にも配慮する。

厚東　芳樹 身体教育学

体育科における学習成果を高めた教師を優れた教師と捉え、優れた教師は「運動の知識」「子ど
ものつまずきの類型と対処に関する知識」を豊富に有し、それらを中核に授業中の「出来事の予
兆」に気づき対応していること、対応する際も豊富な言語的相互作用を適切に展開しているとい
う仮説を教育現場で実証する研究を行っている。また、優れた教師へとキャリア発達する過程を
分析し、教師教育の具体的な一つのモデルを検討している。

坂田　哲人 教育・保育経営学
比較教育・保育学

学校あるいは保育所・幼稚園を対象としたマネジメントに関する領域を専門とする。具体的な
テーマは、学校・園の組織・人材に着目し、効果的な組織の運営・経営、あるいは人材開発、組
織開発などである。国内の学校・園のみならず海外の学校・園も調査研究の対象とした国際比較
研究にも取り組んでいる。

柴山　真琴 発達心理学
異文化間心理学

幼児期・児童期に文化間移動を経験した子どもや国際結婚家族の子どもなど、二文化交錯環境で
育つ子どもの発達過程を、子どもが日常的に参加する社会的実践に根差して質的に解明すること
に取り組んでいます。研究方法論としては、「解釈的アプローチ」や「共同行為論」を理論的立
場とし、文化人類学由来の「エスノグラフィー」（参与観察とインタビューを主要技法とする質
的調査法）を主なデータ収集法としています。

高橋ゆう子 臨床心理学
①幼児期・児童期における障がいのある子どもと母親への支援
②保育や教育の現場における特別な配慮が必要な子どもへの支援のあり方
③自閉症スペクトラム障がいの子どもをもつ保護者への養育支援

鳥海　順子
障害児保育学
障害児教育学
障害児発達学

障害のある子どもに関する保育や教育、発達等について研究指導を行います。これまで特に重い
知的障害のある子どもの発達を研究してきましたが、子どもの発達を促すためには関わる大人
（保育者や教員）と子どもとの関係性を育て、専門性を高めることが重要であると考えるに至り、
最近は教員養成の教育課程について研究しています。また、海外で障害のある子どもを育ててい
る邦人家族に対する支援の実情についても研究しています。

� （人間生活科学専攻修士課程）
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� （人間生活科学専攻修士課程）
指導教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

保
育
・
教
育
学
専
修

林　　明子 教育学・
教育社会学

これまで質的調査法を用いて、社会経済的に困難を抱える世帯に育つ子ども・若者の移行過程に
ついて研究してきました。特に学校生活と家庭生活での経験を聴き取り、家族関係や家庭内での
役割に着目した分析を行ってきました。現在は、これらの研究に加えて、彼・彼女たちを対象と
した支援事業の内容やあり方についても関心をもっています。

久富　陽子 保育学

子どもの育ち及び保育をめぐる課題について様々な視点から研究を進めていく。①障がいのある
子ども、外国人の子ども等特別な配慮を要する子どもの保育に関する保育方法や内容　②保育者
同士の連携、園の組織力、保育者の専門性等に関する研究　③園との協働を可能にする巡回保育
相談及び巡回保育相談員の専門性　④絵本等の児童文化財と保育

松山　博光
ファミリー

ソーシャルワーク
地域福祉学

わが国は、長期的な産業・経済の低迷と政局の混迷の中で、高齢化、情報化、国際化が進んでい
る。地域社会に暮らす人々の価値観や生き方なども一人ひとり異なっており、このような社会状
況を背景に今日的な社会問題（虐待、差別・偏見、自殺、疾病、失業・貧困など）が噴出してい 
る。市民の多種多様な福祉ニーズを科学的に考察しながら、具体的に解決を図るための実践的な
研究指導を行う。

宮本　桃英 発達臨床心理学

研究キーワードは、多様な背景をもつ乳幼児の心の発達、養育者との間で再形成される関係性の
発達プロセスについてです。最近は、代替養育を担う大人と乳児との間で再構築される「愛着」
や「甘え」の関係性発達について研究しています。施設職員の抱える課題や困難に着目すること
をとおして、それぞれの子どもにとって必要な保育、家庭的養育について検討しています。

矢野　博之 教師教育
学校教育論

教育活動や教授行為について、教育職や関係機関のありようの解明を目的に、量的アプローチ・
質的アプローチ等多様な視点や方法論から研究を行う。

山本真知子 子ども家庭福祉
社会的養護

さまざまな課題のある子どもとその家庭への支援を中心に研究している。特に以下の 3点が研究
分野である。①里親・ファミリーホーム家庭への支援②障害児・難病児のきょうだいへの支援③
保育所等における地域への家庭支援
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（ １）授業科目、単位数及び担当教員� （人間生活科学専攻博士後期課程）

科目
区分 授　業　科　目 期間

単位数 必修
選択
の別

担　　当　　教　　員 備　　考講
義

演
習

実
験

健
康
・
栄
養
科
学
専
修

運動生理学特論 半期 2 選択 教　　授　高波　嘉一
病態栄養学特論 半期 2 選択 教　　授　明渡　陽子
食品安全科学特論 半期 2 選択 教　　授　堀江　正一
健康栄養学特論 半期 2 選択 教　　授　岩瀬　靖彦
食品機能科学特論 半期 2 選択 教　　授　田中　直子
栄養素機能学研究 半期 2 選択 教　　授　青江誠一郎
調理素材学特論 半期 2 選択 未　　定
栄養アセスメント特論 半期 2 選択 教　　授　小林　実夏

生
活
環
境
学
専
修

発達環境学研究 半期 ２ 選択 教　　授　木下　　勇
被服設計学研究 半期 ２ 選択 教　　授　阿部　栄子
繊維材料特論 半期 ２ 選択 教　　授　團野　哲也
衣環境学特論 半期 ２ 選択 教　　授　水谷千代美

保
育
・
教
育
学
専
修

発達臨床学特論 半期 ２ 選択 教　　授　柴山　真琴
保育臨床学特論 半期 ２ 選択 教　　授　鳥海　順子
乳幼児保育学特論 半期 ２ 選択 未　　定
比較子ども文化研究 半期 ２ 選択 教　　授　金田　卓也
教育社会学特論 半期 ２ 選択 未　　定
児童文化学特論 半期 ２ 選択 未　　定

研
　
究
　
指
　
導

研究指導Ⅰ 半期 ２ 必修

健
康
・
栄
養
科
学
専
修

教　　授　青江誠一郎
教　　授　明渡　陽子
教　　授　岩瀬　靖彦
教　　授　小林　実夏
教　　授　高波　嘉一
教　　授　田中　直子
教　　授　堀江　正一

研究指導Ⅱ 半期 ２ 必修

生
活
環
境
学
専
修

教　　授　阿部　栄子
教　　授　木下　　勇
教　　授　團野　哲也
教　　授　水谷千代美

保
育
・
教
育
学
専
修

教　　授　金田　卓也
教　　授　柴山　真琴
教　　授　鳥海　順子

※　開講地は千代田キャンパス。
※　履修すべき最低単位数は ５科目１０単位とする。
※　「研究指導Ⅰ」、「研究指導Ⅱ」は １年次に履修すること。
※　備考欄で、＊は本年度開講しない科目である。
※　入学年度によっては一部履修できない科目があるため、開講科目は授業時間割表を確認すること。
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（ ２）履修モデル

　学位取得に向けて研究するために、研究課題に即した適切な授業科目を選択しなければならない。その
ため、以下の履修モデルを参考に研究課題に即したオリジナルな履修計画を立てることとなる。

健
康
・
栄
養
科
学
専
修

研究題目 機能性油脂の調理科学的研究

養成する具体的な人材像 将来において研究者として自立して研究活動を行い、高度に専門的な知識と技術を必要とする業務に従
事しうる能力を涵養する。

研究内容

ひとは食べ物から栄養素を取り込み、成長・活動し、健康な生活を営む。時代の変遷に伴い、ひとの健康に関わる食べ
物に関する問題点も変化してきている。 現在においては、日本人のアンバランスな食事の取り方が多方面から問題視さ 
れている。その中で三大栄養素の一つである脂質の摂取に関しては、特に中高年の男性にメタボリックシンドロームの 
割合が高いとされる。各々のひとが適した栄養の量を知り、食事から適切な量を摂取することが常に重要な原則となる。 
そこで、本研究は三大栄養素の一つである食用油脂に焦点をあてて、幅広い機能的有効利用法が可能となることを目的 
とする。 古代から現在に至るまでに扱われてきた食用油脂類の種類と調製方法・残留物の扱い、調理加工への使用領域 
について分類する。さらに、近年、開発されたモノアシルグリセリド、ジアシルグリセリドなどを含むさまざまな機能 
性をもつ油脂類をその機能性から分類し、油脂類が担う調理科学的役割を位置づける。その上で、どのような油脂類に 
どのような機能性物質を付与することが有効かつ可能であるかを、実際に食品を用いてモデルケースを組んで試作調製
し、その製品についての物性面の評価と官能評価両面から検討を行う。

指導教員 青江誠一郎教授　栄養学的評価について

履修科目 食品機能学特論（ ２単位）、栄養素機能学研究（ ２単位）、調理素材学特論（ ２単位）
研究指導Ⅰ（ ２単位）、研究指導Ⅱ（ ２単位）

生
活
環
境
学
専
修

研究題目 無文字社会における身体技法による生活文化の伝承とその学習過程
養成する具体的な人材像 人間の生活を根源的に探求し続ける研究者を養成する

研究内容

無文字社会で人間は如何に生活文化を伝承してきたかに関する研究を行う。調査対象を東南アジアの山岳少数民族無文 
字社会に生きる山岳少数民族とし、そこで行われている文化的営為として女性の機織や男性の家の建築を取り上げ、こ 
れらの物質文化を人間がその身体技法によってどのように設計し、計測し、道具を用いて製作してゆくのかを研究する。 
さらにその技術は親から子に、さらに孫に文字を用いずに、どのように伝承しているのか。子どもたちはその技術をど 
のように学習しているのか。それらの伝承システムはいかなるものであるのか、をフィールド調査とその厳密なデータ 
化と統計解析によって探求する。

指導教員 阿部栄子教授　機織の伝承技法に関する指導
金田卓也教授　子どもの発達と技術の伝承に関する指導

履修科目 発達環境学研究（ ２単位）、比較子ども文化論研究（ ２単位）、被服設計学研究（ ２単位）
研究指導Ⅰ（ ２単位）、研究指導Ⅱ（ ２単位）

保
育
・
教
育
学
専
修

研究題目 幼児の立体造形におけるイメージと発達段階
養成する具体的な人材像 保育・教育に関する理論的・実践的な研究と指導に従事できる高度な知識・技術と研究能力を備えた人材

研究内容

幼児期の造形活動は創造的な表現力の基礎を培う上で極めて重要である。これまでも幼児の造形活動の中で絵画のよう
な平面的描画表現についてはさまざまな研究が行われてきたが、彫塑のような立体的表現に関してはその発達段階も含
めて必ずしも十分に目が向けられてこなかった。本研究では幼児が自分で思い描いたイメージを立体造形の中でどのよ
うに表現するのか、発達段階に着目しながらそのプロセスを明らかにする。方法としては粘土や木材など多様な素材を
準備した幼稚園の造形コーナーにおいて園児が作りたいもののイメージをどのように造形化していくかというプロセス
を観察と動画撮影により詳細に記録し、使用された素材と道具と関連付けながら年齢別に分析する。

指導教員 金田卓也教授　研究全体の指導

履修科目 発達臨床学特論（ 2単位）、乳幼児保育学特論（ 2単位）、比較子ども文化研究（ 2単位）
研究指導Ⅰ（ 2単位）、研究指導Ⅱ（ 2単位）
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（ ３）研究分野・研究内容一覧� （人間生活科学専攻博士後期課程）
指導教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

健
康
・
栄
養
科
学
専
修

青江誠一郎 基礎栄養学

メタボリックシンドロームの発症を予防するための食品成分の基礎研究を行う。食品成分とし
て、β－グルカンに富む大麦、カルシウムなどの乳成分、機能性食品素材（脂肪酸、水溶性食物 
繊維など）を研究材料とする。生理機能は、遺伝性あるいは食餌性肥満モデル動物を用いて、消
化管機能、ホルモン応答、脂肪組織の炎症と機能変化に及ぼす影響とメカニズムについての研究
を行う。

明渡　陽子 医療と福祉周辺
の問題

イギリスの健康格差問題と肥満問題の現状分析と、それらへの NHSや政府の対策を調査し、イ
ギリスの健康増進政策の在り方、予防への国家的な取り組みとその成果を分析し、日本の肥満・
痩せ問題へのヒントを得る。今年は、新入生への生活アンケート調査をおこない、肥満や痩せに
分類された学生の生活背景因子を分析する予定。

岩瀬　靖彦 予防栄養学

一次予防（健康増進・疾病予防）を実現するために、人間理解を通して、人（個人・集団）の健
康状態に関連する食・生活習慣への影響因子を的確に収集し、栄養疫学を用いて解析するための
手法について研究する。また、それにより得られたエビデンスを用い、一次予防を実現するため
に、栄養・運動・休養を柱とした食・生活習慣に対して対象の QOLを高めながら行動変容を促 
し、成果が期待できる栄養教育の手法についても研究を行う。

小林　実夏 公衆栄養学・
栄養疫学

①食習慣を把握するための評価方法に関する研究
　食物・栄養素摂取量や食嗜好の評価に与える季節変動の影響について、タイおよび日本におけ
るうま味・辛味嗜好性に与える食文化・食環境の影響について研究を行う。
②女性の生活習慣と食事要因に関する栄養疫学研究
　更年期障害に影響を与える生活習慣・食習慣に関する縦断研究や、妊産婦の栄養状態と妊娠期
間中の体重管理および出生体重との関連について研究を行う。

髙波　嘉一 応用健康医学
運動生理学

生活習慣病予防に対する運動、栄養の効果の分子メカニズムを明らかにし、その中で新規に開発
する有用性の高いバイオマーカー等を活用し、また従来のバイオマーカーと組み合わせるなどし 
て、より効率的な運動法、食事法などを個別に提案できるシステム（個別化予防医療システム）
を構築する。

田中　直子
食品生化学
栄養生化学
細胞生化学

１、脂肪細胞の炎症性変化に関する研究：脂肪細胞が肥大化して正常な機能を失い、メタボリッ
クシンドロームを引き起こすしくみを細胞レベルで研究
２、糖尿病発症機構に関する研究：膵臓β細胞がさまざまなストレスを受けて、インスリン分泌
低下や細胞死を引き起こすしくみを細胞レベルで研究
３、食品成分の機能研究：食品成分が生体内でどのように作用を発揮しているかを細胞レベルで
研究

堀江　正一 食安全学

「食」と言う字は「人」を「良くする」と書いて表されます。「食」は「生命」とも言われ、食
の安全性確保は健康で快適な生活を送る根幹をなすものです。そこで、食の安全問題として、病
原性微生物による食中毒、食品中に含まれる動物性・植物性自然毒や農薬、環境汚染物質等の化
学物質について取り上げ、微生物学的手法と機器分析を用いた理化学的手法により問題の本質と
対応策についての研究指導に取り組みたいと思います。

生
活
環
境
学
専
修

阿部　栄子 衣服環境造形
人間が健康・快適に生活するという観点から衣服環境を捉え、「人間・衣服・環境（近接）」系の
立場から、近接環境造形の基礎と問題点について考究している。また、伝統文化を継承し、新し
い文化を創造するという立場から、歴史的流れの中で衣服造形を捉え実践的研究を行っている。

木下　　勇
ランドスケープ・
生態環境デザイン、
まちづくり

人間も生態系の一部として地域の環境をとらえ、身近な範囲から都市および地方という広い範囲
までを対象に緑・自然豊かな持続可能な環境を形成するための研究を行います。その主体として
の人の関わりを大事にして、子ども期の遊びや住民参画による環境形成などの実践的研究を行い
ます。

團野　哲也 被服材料学
染色科学

絹フィブロインに関する研究、天然染料の染色性に関する研究、明治初期の合成染料に関する研
究、１９世紀に開催された万国博覧会に関する研究、着装シミュレーションに関する研究、ナノファ
イバーに関する研究等である。
これらの研究を通じて、“ヒトはなぜ服を着るのか”を追究する。

水谷千代美 被服機能設計学

抗菌・消臭繊維、環境にやさしい繊維などの機能性繊維の特性を評価し、その特性を被服分野の
応用することを目的とする。被服材料（素材の物性、構成）を物理的、化学的、消費科学的に評
価し、被服材料と人と環境の相互関係を考慮して、特性を活かした用途開発を行い、そのモノの
使用時の快適性、耐久性などについて研究指導を行う。
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指導教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

保
育
・
教
育
学
専
修

金田　卓也 芸術教育

芸術教育はさまざまな領域を含むが、特に造形的表現に焦点をあてて研究指導を行う。これまで
インドやネパールなど発展途上国の子どもたちの造形活動についての研究を進めてきた。その成
果に基づく、文化が異なると子どもたちの表現も異なるという点に着目する多元文化的な研究ア
プローチは、日本の子どもたちの多様な表現を理解する上でも重要な鍵を提供してくれるもので
ある。

柴山　真琴 発達心理学
異文化間心理学

幼児期・児童期に文化間移動を経験した子どもや国際結婚家族の子どもなど、二文化交錯環境で
育つ子どもの発達過程を、子どもが日常的に参加する社会的実践に根差して質的に解明すること
に取り組んでいます。研究方法論としては、「解釈的アプローチ」や「共同行為論」を理論的立
場とし、文化人類学由来の「エスノグラフィー」（参与観察とインタビューを主要技法とする質
的調査法）を主なデータ収集法としています。

鳥海　順子
障害児保育学
障害児教育学
障害児発達学

障害のある子どもに関する保育や教育、発達等について研究指導を行います。これまで特に重い
知的障害のある子どもの発達を研究してきましたが、子どもの発達を促すためには関わる大人
（保育者や教員）と子どもとの関係性を育て、専門性を高めることが重要であると考えるに至り、
最近は教員養成の教育課程について研究しています。また、海外で障害のある子どもを育ててい
る邦人家族に対する支援の実情についても研究しています。

� （人間生活科学専攻博士後期課程）
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言語文化学専攻（修士課程）
[Master's Program for Studies in Language and Culture]
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（ １）授業科目、単位数及び担当教員� （言語文化学専攻修士課程）

科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員 備　考講

義
演
習

基礎科目

Developing Critical Thinking Skills 半期 １ 選択 1 教　　授　服部　孝彦
Critical Reading and Writing 半期 １ 選択 1 教　　授　服部　孝彦
Fundamentals of ReadingⅠ 半期 ２ 選択 1 教　　授　米塚　真治
Fundamentals of ReadingⅡ 半期 ２ 選択 1 教　　授　吉川　　信
Academic WritingⅠ 半期 ２ 選択 1 教　　授　IKEDA,KEN
Academic WritingⅡ 半期 ２ 選択 1 教　　授　IKEDA,KEN
Professional English 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　IKEDA,KEN
日本文学研究方法論 半期 ２ 選択 1 教　　授　内藤千珠子
日本文学基礎演習 半期 ２ 選択 1 教　　授　木戸　雄一
国際文化研究法 半期 ２ 選択 1 教　　授　渡邉　顕彦
コミュニケーション文化基礎演習 半期 ２ 選択 1 教　　授　松村　茂樹

共通科目

翻訳技術論 半期 ２ 選択 1 准 教 授　田代　尚路
児童文学論 半期 ２ 選択 1 准 教 授　鈴木　紀子
比較文学 半期 ２ 選択 1 教　　授　松木　　博
草稿・テキスト学 半期 ２ 選択 1 教　　授　木戸　雄一
文化研究 半期 ２ 選択 1 教　　授　内藤千珠子
言語コミュニケーション研究 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　吉田　光浩

日
本
文
学
専
修

古典文学
分野

古代文学演習Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　桜井　宏徳
古代文学演習Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　桜井　宏徳
古代文学講義Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　久保　堅一
古代文学講義Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　久保　堅一
中世文学演習Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　小井土守敏
中世文学演習Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　小井土守敏
中世文学講義Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　君嶋　亜紀
中世文学講義Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　君嶋　亜紀
近世文学演習Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　髙木　　元 （隔年開講）＊
近世文学演習Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　髙木　　元 （隔年開講）＊
近世文学講義Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　髙木　　元 （隔年開講）
近世文学講義Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　髙木　　元 （隔年開講）

近代現代
文学分野

近代文学演習Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　杉浦　　静 （隔年開講）
近代文学演習Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　杉浦　　静 （隔年開講）
近代文学講義Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　杉浦　　静 （隔年開講）＊
近代文学講義Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　杉浦　　静 （隔年開講）＊
現代文学演習Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 専任講師　井原　あや （隔年開講）＊
現代文学演習Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 専任講師　井原　あや （隔年開講）＊
現代文学講義Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 専任講師　井原　あや （隔年開講）
現代文学講義Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 専任講師　井原　あや （隔年開講）

日本語学 
分野

日本語学演習Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　天野みどり （隔年開講）
日本語学演習Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　天野みどり （隔年開講）
日本語学講義Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　天野みどり （隔年開講）＊
日本語学講義Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　天野みどり （隔年開講）＊

関連分野

語学文学特論Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　東海林亜矢子
語学文学特論Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　東海林亜矢子
中国文学特論Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　増野　弘幸
中国文学特論Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　増野　弘幸
文学館演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　内藤千珠子

英
語
文
学
・
英
語
教
育
専
修

英語文学 
分野

文学と理論（作者・テキスト・読者） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　米塚　真治
文学と制度（ジェンダー・クラス・マイノリティ－） 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　鈴木　紀子 （隔年開講）
文学と自然（風土・人種・母語） 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　鈴木　紀子 （隔年開講）＊
英米詩 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　田代　尚路
英米小説Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　田代　尚路
英米小説Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　吉川　　信
英米演劇Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　吉川　　信
英米演劇Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　米塚　真治
英米散文 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　鈴木　紀子

英語教育 
分野

英語教授法研究 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　伊東　武彦
英語教育リサーチ方法 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　伊東　武彦
スピーキング・ライティング指導演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　伊東　武彦 （隔年開講）
リーディング・リスニング指導演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　伊東　武彦 （隔年開講）＊
児童英語教育方法 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　服部　孝彦
児童英語コミュニケーション演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　服部　孝彦
児童英語カリキュラム研究 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　服部　孝彦
児童英語教材演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　服部　孝彦
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科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員 備　考講

義
演
習

英
語
文
学
・
英
語
教
育
専
修

英語学
分野

英語の構造 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　新谷　敬人
英語の意味 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　村上　　丘 （隔年開講）＊
英語の音声 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　新谷　敬人
発話の機能 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　江連　和章 （隔年開講）
語法文法研究 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　村上　　丘
談話分析研究 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　江連　和章
コーパス言語学 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　村上　　丘 （隔年開講）
テキスト言語学 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　江連　和章 （隔年開講）＊

国
際
文
化
専
修

コ ミ ュ ニ
ケーション
文化分野

異文化コミュニケーション演習（韓国・朝鮮語圏） 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　松田　春香 （隔年開講）
異文化コミュニケーション講義（韓国・朝鮮語圏） 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　松田　春香 （隔年開講）＊
異文化コミュニケーション演習（中国語圏） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　松村　茂樹 （隔年開講）＊
異文化コミュニケーション講義（中国語圏） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　松村　茂樹 （隔年開講）
異文化コミュニケーション演習（東南アジア圏） 半期 ２ 選択 1・2 専任講師　関本　紀子 （隔年開講）
異文化コミュニケーション講義（東南アジア圏） 半期 ２ 選択 1・2 専任講師　関本　紀子 （隔年開講）＊
メディア・コミュニケーション演習（ジャーナリズム） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　五十嵐浩司 （隔年開講）＊
メディア・コミュニケーション講義（ジャーナリズム） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　五十嵐浩司 （隔年開講）
メディア・コミュニケーション演習（放送） 半期 ２ 選択 1・2 （隔年開講）
メディア・コミュニケーション講義（放送） 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
表象文化コミュニケーション演習（映像） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　大野　　真 （隔年開講）＊
表象文化コミュニケーション講義（映像） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　大野　　真 （隔年開講）
表象文化コミュニケーション演習（演劇） 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　榎本　恵子 （隔年開講）＊
表象文化コミュニケーション講義（演劇） 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　榎本　恵子 （隔年開講）＊
表象文化コミュニケーション演習（カルチュラル・スタディーズ） 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
表象文化コミュニケーション講義（カルチュラル・スタディーズ） 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
社会・政策コミュニケーション演習（社会心理） 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
社会・政策コミュニケーション講義（社会心理） 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
社会・政策コミュニケーション演習（国際協力） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　興津　妙子 （隔年開講）＊
社会・政策コミュニケーション講義（国際協力） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　興津　妙子 （隔年開講）
社会・政策コミュニケーション演習（国際政策） 半期 ２ 選択 1・2 専任講師　戸田山　祐 （隔年開講）
社会・政策コミュニケーション講義（国際政策） 半期 ２ 選択 1・2 専任講師　戸田山　祐 （隔年開講）＊
言語コミュニケーション演習（欧米） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　守田　美子 （隔年開講）＊
言語コミュニケーション講義（欧米） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　守田　美子 （隔年開講）
言語コミュニケーション演習（日本） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　吉田　光浩 （隔年開講）
言語コミュニケーション講義（日本） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　吉田　光浩 （隔年開講）＊

国際分野

文化交流研究演習 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
文化交流研究講義 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
日本文化研究演習 半期 2 選択 1・2 教　　授　JOHNSON,G.S. （隔年開講）
日本文化研究講義 半期 2 選択 1・2 教　　授　JOHNSON,G.S. （隔年開講）＊
比較文化研究演習 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
比較文化研究講義 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
比較社会研究演習 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
比較社会研究講義 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
比較思想研究演習 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
比較思想研究講義 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
アジア文化研究演習 半期 2 選択 1・2 教　　授　銭　　国紅 （隔年開講）
アジア文化研究講義 半期 2 選択 1・2 教　　授　銭　　国紅 （隔年開講）＊
アメリカ文化研究演習 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
アメリカ文化研究講義 半期 2 選択 1・2 未　　定 （隔年開講）＊
日欧文化研究演習 半期 2 選択 1・2 教　　授　渡邉　顕彦 （隔年開講）
日欧文化研究講義 半期 2 選択 1・2 教　　授　渡邉　顕彦 （隔年開講）＊
国際政治経済研究演習 半期 2 選択 1・2 教　　授　井上　　淳 （隔年開講）＊
国際政治経済研究講義 半期 2 選択 1・2 教　　授　井上　　淳 （隔年開講）

（言語文化学専攻修士課程）

准 教 授　松田　春香
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科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員 備　考講

義
演
習

研究指導

言語文化学特別研究Ⅰ 通年 ４ 必修 1

日
本
文
学
専
修

教　授　天野みどり
教　授　木戸雄一
教　授　小井土守敏
教　授　杉浦　静
教　授　髙木　元
教　授　内藤千珠子
准教授　君嶋亜紀
教　授　久保堅一
教　授　倉住　薫
准教授　桜井宏徳

＊

英
語
文
学
・
英
語
教
育
専
修

教　授　IKEDA,KEN
教　授　伊東武彦
教　授　吉川　信
教　授　服部孝彦
教　授　村上　丘
教　授　米塚真治
准教授　新谷敬人

言語文化学特別研究Ⅱ 通年 ４ 必修 2 国
際
文
化
専
修

教　授　井上　淳
教　授　大野　真
教　授　銭　国紅
教　授　松木　博
教　授　松村茂樹
教　授　吉田光浩
教　授　渡邉顕彦
教　授　JOHNSON,G.S.
准教授　榎本恵子
准教授　松田春香

＊

※ 開講地は千代田キャンパス。
※ 履修すべき最低履修単位数は、研究指導 ８単位を含め３０単位とする。
※ 備考欄で、＊は本年度開講しない科目である。
※ 入学年度によっては一部履修できない科目があるため、開講科目は授業時間割表を確認すること。

（言語文化学専攻修士課程）

＜日本語教員養成プログラム独自の科目として開講する科目＞

科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員 備　考講

義
演
習

日
本
語
教
員
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

日本語学要説Ⅰ 半期 2 必修 1・2 兼任講師　平川　八尋
日本語学要説Ⅱ 半期 2 必修 1・2 兼任講師　平川　八尋
日本語教授法Ⅰ 半期 2 選択 1・2 教　　授　中尾　桂子
日本語教材研究Ⅰ 半期 2 必修 1・2 教　　授　中尾　桂子
日本語教育実習Ⅰ 半期 1 必修 1・2 教　　授　中尾　桂子
日本語教育実習Ⅱ 半期 1 必修 1・2 教　　授　中尾　桂子
日本語教授法Ⅱ 半期 2 選択 1・2 兼任講師　加藤　陽子
日本語教材研究Ⅱ 半期 2 選択 1・2 教　　授　中尾　桂子
日本語教育学演習Ⅰ 半期 2 選択 1・2 兼任講師　加藤　陽子
日本語教育学演習Ⅱ 半期 2 選択 1・2 兼任講師　加藤　陽子
日本語教育学特殊講義（心理言語） 半期 2 選択 1・2 兼任講師　平川　八尋

※ 日本語教員養成プログラム独自の開講科目は、本プログラム履修者のみ受講可能とし、取得した単位は修了要件には含めない。
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（ ２）履修モデル

　学位取得に向けて研究するために、研究課題に即した適切な授業科目を選択しなければならない。その
ため、以下の履修モデルを参考に研究課題に即したオリジナルな履修計画を立てることとなる。

日
本
文
学
専
修

研究題目 新古今和歌集と本歌取り－中世和歌の表現研究－
養成する具体的な人材像 文学作品を歴史的・文化的背景をふまえて理解し、主体的に研究する視点と方法を身につけた人材を養成する

研究内容

武士が台頭し、戦乱や政変の相次いだ転換期の中世に、王朝以来、貴族文化の中心にあった和歌はどのように受け継が
れ、また変容していったのか。中世初頭の新古今時代に流行した和歌の表現技法「本歌取り」は、古代や王朝といった〈古〉
を憧憬し共有し再生することを目指す時代の志向を体現するもので、転換期を生きた歌人たちの表現意識を考察するこ
とのできる題材である。本歌取りの大成者は実践（詠歌）的にも理論（歌論）的にも藤原定家であり、従来、現実を遮
断して完結した世界を創出する定家の方法が本歌取りの核心として扱われてきた。しかし、本歌取りは〈古〉が過去の
ものとなり失われていくという危機意識のもと、中世の現実を背景に流行したものであろう。よって時代背景の中で、
本歌取りが表現しうるものをもう少し広くとらえられないだろうか。本研究では、本歌取りの隆盛期に成立した『新古
今和歌集』を対象として、時代背景を視野に入れつつ、個々の所収歌の本歌取りの表現機能や表現効果を分析すること、
そのうえで撰歌や配列から後鳥羽院や撰者の意図、現実とのかかわりを考察し、歌集の構想の一端を明らかにすること
を目指したい。

指導教員 君嶋亜紀准教授　研究計画、研究全体の指導、中世文学・和歌文学の指導

履修科目

１年次 ２年次
（基礎科目）
日本文学研究方法論（ ２単位）
日本文学基礎演習（ ２単位）
（共通科目）
草稿・テキスト学（ ２単位）
（古典文学分野）
中世文学講義Ⅰ（ ２単位）
中世文学講義Ⅱ（ ２単位）
中世文学演習Ⅰ（ ２単位）

（古典文学分野）
古代文学演習Ⅰ（ ２単位）
古代文学演習Ⅱ（ ２単位）
中世文学演習Ⅱ（ ２単位）
（関連分野）
語学文学特論Ⅰ（ ２単位）
語学文学特論Ⅱ（ ２単位）

（研究指導）言語文化学特別研究Ⅰ（ ４単位） （研究指導）言語文化学特別研究Ⅱ（ ４単位）
必修 ２科目 ８単位、選択１１科目２２単位、合計１３科目３０単位履修

英
語
文
学
・
英
語
教
育
専
修

研究題目 英語の軽動詞構文

養成する具体的な人材像 広範な文法的言語データ（コーパス）と非文法的言語データ（母語話者の直感）を緻密に分析し、一般
的な原則を導くことができる人材

研究内容

軽動詞構文は、少なくとも二つの観点から記述することが想定される。第一は、基本動詞と事象名詞との連語関係である。
基本動詞と事象名詞は複合対応を示すので、両者の関係を緻密に記述しなければならない。第二は、対応する単独動詞
構文との意味的差異である。事象名詞は不定冠詞を伴うので、これも考慮に入れ、両者の差異を統一的に記述しなけれ
ばならない。この二つの目標に達するには、認知意味論・プロトタイプ論など、適切な言語モデルに準拠する必要がある。
反証可能な仮説を設定し、言語現象を包括的に分析することが要請される。

指導教員 伊東武彦教授　指導計画、タスクに関する先行研究の理解、指導、統括
村上　丘教授　文法理論、英語法研究に関わる指導

履修科目

１年次 ２年次
（基礎科目）
Developing Critical Thinking Skills（ １単位）
Critical Reading and Writing（ １単位）
Professional English（ ２単位）
（共通科目）
児童文学論（ ２単位）
（英語教育分野）
英語教授法研究（ ２単位）
英語教育リサーチ方法（ ２単位）
スピーキング・ライティング指導演習（ ２単位）

（英語教育分野）
リーディング・リスニング指導演習（ ２単位）
児童英語コミュニケーション演習（ ２単位）
児童英語カリキュラム研究（ ２単位）
（英語学分野）
語法文法研究（ ２単位）
発話の機能（ ２単位）

（研究指導）言語文化学特別研究Ⅰ（ ４単位） （研究指導）言語文化学特別研究Ⅱ（ ４単位）
必修 ２科目 ８単位、選択１２科目２２単位、合計１４科目３０単位履修

国
際
文
化
専
修

研究題目 アジアにおける異文化コミュニケーションのあり方についての研究

養成する具体的な人材像 グローバル化する社会に対応して、柔軟に思考しかつ国際的に行動できる専門的職業人および実践的研
究者

研究内容

2018年現在、日本の貿易相手地域第 １位はアジアで、輸出入総額の51 .1％を占めており（財務省貿易統計による）、日本
の企業等においても、アジアにおける事業展開および人材交流が拡大している。ただ、アジアには、古代の華夷秩序や、
近代における戦争、さらには経済体制の違いなどによる様々な問題が横たわっている。これらの問題解決にあたり、最
も有効な方法が、互いの文化を尊重し、理解する異文化コミュニケーションの推進であることは論を俟たない。本研究
では、このようなアジアにおける異文化コミュニケーションのあり方について、多方面から考察したい。このことによ
り、経済関係的にも後戻りは許されないアジアにおける国際関係の未来を展望できよう。

指導教員
松村茂樹教授　主に中国文化論、アジア太平洋国際交流論に関わる研究指導
松田春香准教授　主に東アジア国際関係史、韓国・朝鮮近現代史に関わる研究指導
関本紀子専任講師　主に東南アジア地域研究、ベトナム社会経済史に関わる研究指導

履修科目

１年次 ２年次
（基礎科目）
国際文化研究法（ 2単位）
コミュニケーション文化基礎演習（ 2単位）
（共通科目）
言語コミュニケーション研究（ 2単位）
（国際文化専修科目）
異文化コミュニケーション演習（韓国・朝鮮語圏）
異文化コミュニケーション講義（中国語圏）
異文化コミュニケーション演習（東南アジア圏）
社会・政策コミュニケーション演習（国際協力）

（国際文化専修科目）
異文化コミュニケーション講義（韓国・朝鮮語圏）
異文化コミュニケーション演習（中国語圏）
異文化コミュニケーション講義（東南アジア圏）
社会・政策コミュニケーション演習（国際政策）

（研究指導）言語文化学特別研究Ⅰ（ 4単位） （研究指導）言語文化学特別研究Ⅱ（ 4単位）
必修 2科目 8単位、選択11科目22単位、計13科目30単位修得
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（ ３）研究分野・研究内容一覧� （言語文化学専攻修士課程）
教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

日
本
文
学
専
修

天野みどり 日本語学
（現代日本語研究）

現代日本語について、文法・意味・音韻など様々な観点から観察し、そこに潜む規則性を明らか
にする。実際に用いられる言語を資料とし観察すること、興味深い言語現象を説明する先行研究
を深く理解するとともに問題点を明らかにすること、自分の研究課題を設定し、資料に基づき、
言語のしくみを論理的に説明することを指導していく。文脈や場面、使用者・使用地域の違いな
どでダイナミックに変容する言語の実態を見ていきたい。

井原　あや 近代・現代文学

近現代の小説および雑誌について研究しています。具体的には、太宰治については戦争、ジェ
ンダー、作家表象等の観点から検討し、雑誌については、1930年代から1980年代頃までを検討
対象として、女性の書き手たちが誌面を通じていかに構成され、規範化されていくのかを、ジェ
ンダーの視点をもとに分析しています。

木戸　雄一 日本近代文学

１９世紀後半の諸言説から、近代の言語および言説の体系の成立について研究している。取り扱う 
題材は文学テクスト・教育テクスト・歴史文書・出版資料などである。研究の観点は以下の通り。
　近世期の言説との関係。
　言語・文化間の翻訳。
　出版のシステムと実態。
　中央－地方の交通と読書行為。

君嶋　亜紀 中世文学

中世文学のうち、主として院政期から鎌倉・南北朝期の和歌文学。武士が台頭し動乱や政変の相
次いだ世に、王朝以来貴族文化の中心にあった和歌はどのように受け継がれ、また変容していっ
たのか。表現そのものの機制と時代との関わりという視座から、歌語と表現方法、表現意識、歌
集の構想について分析している。勅撰集・私家集・定数歌・歌合・歌論・歌壇と歌人等、中世和
歌を研究するための視点や方法について指導する。

久保　堅一 中古文学

中古文学のうち、主に物語文学を中心に研究しています。特に、作品どうしの繋がりや漢詩文・
漢訳仏典の受容を重視しています。
現在の主な研究テーマは下記の通りです。
　①初期物語の作者の文学環境
　②物語文学における漢籍（漢訳仏典を含む）の受容
　③物語文学における先行作品の影響、受容
　④（男の執着）の文学史の構想
作品のことばや表現を丁寧に分析し、和・漢にわたる知識を広く持つことを重視して研究指導を
行います。

倉住　　薫 上代文学

万葉集を中心に、古事記・日本書紀・風土記などの日本上代文学作品を対象として研究活動を行っ
ている。表現分析から、作品の発想・構造などを論じる。当時の社会的文化的環境や歴史的背景
も作品を考察する上で重要な視点と考えている。また、万葉集の諸本伝本研究、研究史の研究も
行っている。

小井土守敏 中世文学

日本古典文学としての中世文学のうち、散文作品を対象として研究指導を行います。中心となる
のは、『平家物語』等に代表される「軍記文学」です。また、軍記文学の生成に大きく関わる「説
話文学」、随筆・記録類をも研究対象とします。時代の転換期に誕生するこれらの文学作品のあ
りようや、その創作主体を含めた生成の場、作品の流伝の過程にかんする分析・研究指導を行い
ます。

桜井　宏徳 古代文学

物語・日記・和歌など、古代後期（平安時代）の仮名文学を研究しています。
現在の主な研究テーマは下記の通りです。
　① 『栄花物語』『大鏡』を中心とする歴史物語
　② 三代集の時代から院政期にかけての和歌文学
　③ 『京極大殿御集』『高陽院七番歌合』をはじめとする藤原師実の文学活動
　④ 『浅茅が露』をはじめとする中世王朝物語
　方法論に自覚的であること、時代やジャンルを越える広い視野を持つことを重視して研究指導
を行います。

杉浦　　静 日本近代文学

宮沢賢治及び近・現代詩を中心に研究活動をしています。宮沢賢治は、草稿研究・生成論研究を
中心に行っています。近代詩は、室生犀星・山村暮鳥の詩表現と時代思潮の関係を中心に、現代
詩は、草野心平や戦後詩の雑誌メディアとの関連を中心にして研究しています。大正初期から戦
後詩に至る近・現代詩全般および詩雑誌等の分析・検討について、研究指導を行います。

高木　　元 19世紀小説

化政期から明治中期に至る19世紀は、〈古典〉文学と〈近代〉文学とに劃期されてきた。しかし、
幕末維新期を継続して見ることに拠り合理的な理解が可能になる。幕藩体制から帝国主義天皇制
へと変化しても、一日にして人々の読書生活が変貌するわけがないからである。板本から活字本
へ、和装本から洋装本へと変化していく１９世紀小説を、テキストのみならず書物史とその受容史
として展望したい。

内藤千珠子 近代・現代文学

近現代の言説体系における物語の構造を、ナショナリズムとジェンダーという主題のもとで検証
し、物語の定型に含まれる暴力を、フェミニズム批評の観点から考察しています。ジェンダー論、
フェミニズム批評、セクシュアリティ研究、カルチュラル・スタディーズ、ポストコロニアル研
究、メディア研究など、方法論的な観点を念頭に、研究指導を行います。

増野　弘幸 中国古典文学

周から六朝を中心とする中国古典詩における表現と習俗の関係について探求している。主として
詩に表現されるの境界意識や鳥などを用いた比喩表現について、関連する文献や文化人類学上の
成果を利用しながら、その由来について時代を追って考えている。また、六朝から唐の詩におけ
る寓意の構造、表現配置と内容との関連についての考察も行っている。　
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IKEDA,KEN アメリカ文化英語教授法 日系アメリカ人の歴史とその映画表象、英語授業の観察と英語授業の談話分析、英語の使用に関
する学生の意識

伊東　武彦 英語教育学

２０世紀後半から、第 ２言語習得理論、外国語教授理論、評価論、教師論、教材論、外国語教育政
策の分野は、急速な発展を遂げている。まず、研究動向を体系的に理解し、最先端の問題意識を
共有する。次に、そこから得られる知見を我が国固有の英語教育環境にいかに適用させるべきか
の視点を持ち、独自の研究課題を築く。その課題を、文献研究、実証研究、実地調査などにより
追求することにより、高度な研究推進能力を身につける。

江連　和章 英語学

英語の意味論と語用論の領域について、広義の認知・機能言語学の枠組にて研究をおこないます。
英語という個別言語を、他言語との比較も交えながら、「（人間のみが有する）言語の本質は何か」
というより広範な視点、文脈から究明します。主な研究テーマ：1文の形式と意味の対応（事象・
デキゴトの構造、述語と項の構造） 2文法・表現法と語用論および談話機能との相互関係　 3意
味構造・談話構造の普遍性と文化相対的な変異性

吉川　　信 英文学

イギリスの「ノヴェル」、つまりは１８世紀に誕生し今日まで書き継がれている、散文による物語 
形式（英国風俗小説）を研究対象にしています。この物語形式の発展にとって、植民地アイルラ
ンドの果たした役割は重要でしたが、アイルランド出身の作家はまた、この形式を破壊すること
にも大きく貢献しました。そうした歴史を横目で睨みながら、２０世紀を中心としたイギリスおよ
びアイルランドの小説を、主として「語りの技法」という観点から検討しています。

新谷　敬人 音声学
音韻論

音声学・音韻論研究の中でも特に以下の ２分野に焦点を置いている。
⑴　アクセント，イントネーションなどのプロソディを中心とした実験研究。「実験音韻論
（laboratory phonorogy）」と呼ばれる，音声学的実験をベースに音韻理論に切り込んでいく手法を 
用いた研究。
⑵　国際語としての英語を念頭に置いた，日本人が目指すべき英語発音の研究とその教育方法の
研究。

鈴木　紀子 アメリカ文化

第二次世界大戦以降の日米間の文化政治的関係に関心があります。映画や文学を通して、アメリ
カの民主主義や「西部」の言説が戦後日本に移植されゆく過程を検証し、また同時にそれら「ア
メリカ」が日本に受容されていく複雑な様相を解析しながら、戦後占領期および冷戦期におい
て、日本とアメリカが相互依存的にそれぞれのナショナル・アイデンティティを形成していく文
化政治的関係性を明らかにしたいと考えています。

田代　尚路 英文学

ロマン派からモダニズム期までのイギリスの詩を研究対象としています。詩人としては、ジョ
ン・キーツ、アルフレッド・テニスン、G・M・ホプキンズに特に関心があります。これまで取
り組んできた研究テーマは下記の通りです。
⑴　抒情詩における私性と反私性
⑵　１８３０年代以降の劇的独自詩の発展史
⑶　詩の公共性について（特に「桂冠詩人」制度と絡めて）

服部　孝彦 英語教育学

⑴　コミュニケーション能力の理論的考察
⑵　説得コミュニケーションとしてのレトリック批評の考え方と実践の方法論
⑶　コミュニケーション教育としての小学校英語教育
⑷　第二言語習得研究から効果的英語指導法
⑸　帰国子女の第二言語喪失研究

村上　　丘 英語学

最新の論文・文法書を精査し、英語の多様な言語現象に関する種々の主張を批判的に検討する。
大容量の電子化された言語資料であるコーパスを活用し、既存の研究成果の問題点を具体的に検
出する。言語要素間・文法範疇間の段階性・不確定性について考察を深める。現代言語理論を踏
まえ、既存の提案を超克し、記述的に妥当な新しい提案を行う論文作成を指導する。

米塚　真治 アメリカ文学

おもに20世紀後半にアメリカで発表された小説を題材として、フィクションという形式がいかな
る力と有効性を持つかを追究してきました。同時代の普遍的困難や課題を、縮減せずありのまま
に、かつ長いスパンのもとに提示しうる能力、というのが暫定的な答えです。アメリカ地域研究・
歴史学など隣接諸分野の研究成果も十分に取り込みつつ、現在の日本に生きる人々に対して問題
提起をなしうる研究・教育を、常に意識しています。

国
際
文
化
専
修

五十嵐浩司 国際報道論
メディア社会論

日本の国際報道が世論および政策決定に与える影響について、とくにアフリカ、中東における
「紛争と平和」の問題を中心に分析、検討する。各国における国際報道の諸問題やインターナショ
ナルな報道機関の機能、国際報道におけるメディア倫理、メディア・ナショナリズムなども視野
に入れる。

井上　　淳
国際政治学

国際政治経済学
EU研究

主として EU（European Union）の各種政策、貧困削減や紛争予防における EUと国連の連携など 
を研究している。個別の事件に対する研究（ケース・スタディ）よりは、理論や分析枠組と実証
とを組み合わせる研究を目指している。

榎本　恵子 フランス文学
フランス演劇

なぜ人は演劇に魅力を感じ、その力を恐れるのか。古来、演劇は人々の娯楽であり、神の教えを
説く道具であり、説得術習得の演習の一つでもあった。また、読み物としての文学性だけでな
く、音楽、演技法、演出、舞台装置、社会参加すべてを含むライヴ・パフォーマンス（舞台芸術）
でもあることを理解しなければならない。フランス演劇、特にフランス古典喜劇に浮き彫りにさ
れる１６世紀末から18世紀の政治、社会、価値観の推移を総括的に検証していく。

� （言語文化学専攻修士課程）
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大野　　真 映像論
演劇論

欧米と日本を中心とした映画を採り上げ、そこに現れた映像の言語を「文学として」読み解く。
必要に応じて演劇も研究対象となる。特にナチス・ドイツとユダヤ関係の作品を採り上げること
が多い。

興津　妙子 国際教育開発
比較教育学

開発途上国における教育のあり方についての研究。特に、ザンビアを主なフィールドとして、国
際援助機関が提案する教育政策と実践の「ズレ」を解明するために、そこに住まう子ども、保護
者、教員自身の意味世界からその教育行為を理解するというアプローチに基づく研究を目指し
ています。また、21世紀に生きる私たちにとっての大きな課題の一つである「持続可能な社会」
の実現に向けて、教育がどのような貢献をすることができるのかについても研究しています。

JOHNSON,G.S.
日本史
児童史
教育史

戦争と子ども、戦争体験談、文化（文学、映像、画像など）における子どもの像、スポーツ史、
現代文化における「伝統」。主なテーマは戦時下日本における教育政策、特に学童集団疎開、と
当時の児童は戦争状態と教育をどう経験したかを焦点とする。占領時代日本における柔道と茶道
も最近調べを始めた。

関本　紀子 東南アジア史

ベトナムにおけるフランス植民地時代（19－20世紀前半）の社会経済史。フランスによるベト
ナム植民地統治の実態、植民地期ベトナムの社会構造や地域性について、物価変動、度量衡（計
量器、計量単位）、交通運輸などの観点から分析・解明している。東南アジアにおける歴史研究
の分野で修士論文を執筆するための研究指導を行う。

銭　　国紅

中国と日本を中心とする
比較文化・比較思想

トランスナショナル文化論
東アジア研究

中日両国の文化と社会の本質特徴と両国の人々の相互認識の比較と究明や、東アジアの文化の再
構成と儒教を中心とする伝統文化との関係、東アジアにおける文化交流と文化変容のメカニズム 
など、国境を越えて交流する文字・音声・映像に現れる「東アジア文化」の諸相をめぐって、あ
る一つの学問的視点からだけではなく、学際的（インターディシプリナリー）に分析する。

戸田山　祐 アメリカ史
移民研究

アメリカ合衆国とメキシコをおもなフィールドとして、両国のあいだを移動する移民の歴史およ
び移民政策をめぐる両国の外交関係を研究している。また、ラテンアメリカからの移民への対応
をめぐる合衆国の国内政治についても研究対象としている。修士課程の演習では、国境を越える
人の移動の管理や統制、また移民たちの主体性というテーマに即して受講者が研究を進められる
よう、関連文献の精読や資料収集・解読を通じた指導をおこなう。

松木　　博 日本近代文学
比較文学

明治初期（１８８０年代）以降の日本近代文学が専攻です。研究対象として森鷗外を中心に据えて持
続的に考察しています。なぜ鷗外かと言えば、翻訳文学と日本語による創作の響きあう関係や、
俳句・短歌・文語詩・口語詩・写生文・小説というジャンルの葛藤、あるいは浪漫主義と自然主
義の相克といった近代文学の多くの結節点に常に立ち会っていたからです。受講される皆さんの
研究テーマともどこか接点があると思いますので、そこから研究指導が出来れば、と考えていま
す。

松田　春香 東アジア国際関係史
韓国・朝鮮近現代史

冷戦期の朝鮮半島を中心とする東アジア国際関係史。特に、米軍による韓国軍の形成過程に関し
て、自衛隊などとの比較を視野に入れながら、米国・韓国・日本の外交・軍事関連文書を用いて
研究している。韓国・朝鮮近現代史および東アジア国際関係史の分野で修士論文を執筆するため
の研究指導を行う。

松村　茂樹 中国文化論
日中交流論

中国文化論および日中交流論の分野で修論を書くための研究指導を行う。修士論文に求められる
水準を示し、修論執筆の意義を確認した上で、テーマ設定を行い、そのテーマによって、何をど
こまで明かにできるのかを指導教員と共に研討し、仮説を詰めていく。そして、資料検索の方法、 
および仮説の論証としての用い方を理解した上で、執筆に入る。中国語・漢文資料の読解指導も
適宜行いたい。　

守田　美子 英語学
英語教授法

言語学の見地を生かしつつ、日本語と英語の比較を通してその先に見えてくるコミュニケーショ
ンの違いや、文化・社会の差異を読み解いていくことに関心があります。また言語による視点の
違い等を生かした英語の教授法にも興味を持っています。

吉田　光浩 日本語学
（日本語史）

日本語の歴史・語彙論について研究しています。ひとつひとつの言葉がどのように後代に伝えら
れ普及していったのか、また消えていったのかという問題や日本語がどのようにして現在のよう
な姿になったのかという問題に注目しています。また、言葉がさまざまな非言語の要素とどのよ 
うに関係しながらコミュニケーションを成り立たせているのかという問題についても関心を
持っています。

渡邉　顕彦 西洋古典学

古代ギリシア語とラテン語、古代ギリシアとローマの文学、文化、歴史等を専門に教育研究して
います。また最近は後世における西洋古典の受容（影響）、特にキリシタン時代日本人のラテン
語使用と、明治以降の大学および一般社会における古代地中海のイメージ形成と拡散も調べてい
ます。

（言語文化学専攻修士課程）
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（ １）授業科目、単位数及び担当教員� （言語文化学専攻博士後期課程）

科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

担　当　教　員 備　考講
義

演
習

日
本
文
学
専
修

古
典
文
学
分
野

古代文学特論Ⅰ 半期 ２ 選択 准 教 授　桜井　宏徳
古代文学特論Ⅱ 半期 ２ 選択 准 教 授　桜井　宏徳
古代文学特論Ⅲ 半期 ２ 選択 教　　授　久保　堅一
古代文学特論Ⅳ 半期 ２ 選択 教　　授　久保　堅一
中世文学特論Ⅰ 半期 ２ 選択 教　　授　小井土守敏
中世文学特論Ⅱ 半期 ２ 選択 教　　授　小井土守敏
近世文学特論Ⅰ 半期 ２ 選択 教　　授　髙木　　元
近世文学特論Ⅱ 半期 ２ 選択 教　　授　髙木　　元

近
代
現
代
文
学
分
野

近代現代文学特論Ⅰ 半期 ２ 選択 教　　授　木戸　雄一
近代現代文学特論Ⅱ 半期 ２ 選択 教　　授　木戸　雄一
近代現代文学特論Ⅲ 半期 ２ 選択 教　　授　内藤千珠子
近代現代文学特論Ⅳ 半期 ２ 選択 教　　授　内藤千珠子

日
本
語
学
分
野

日本語学特論Ⅰ 半期 ２ 選択 教　　授　天野みどり
日本語学特論Ⅱ 半期 ２ 選択 教　　授　天野みどり

英
語
文
学
・
英
語
教
育
専
修

英
語
文
学
分
野

英文学特論Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　吉川　　信 （隔年開講）
英文学特論Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　吉川　　信 （隔年開講）＊
英文学研究Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　吉川　　信 （隔年開講）
英文学研究Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　吉川　　信 （隔年開講）＊
米文学特論Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　米塚　真治 （隔年開講）
米文学特論Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　米塚　真治 （隔年開講）
米文学研究Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　米塚　真治 （隔年開講）＊
米文学研究Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　米塚　真治 （隔年開講）＊

英
語
教
育
分
野

英語教育学特論Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　伊東　武彦
英語教育学特論Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　伊東　武彦
英語教育学研究Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　服部　孝彦
英語教育学研究Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　服部　孝彦

英
語
学
分
野

英語学特論Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　村上　　丘 （隔年開講）＊
英語学特論Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　村上　　丘 （隔年開講）＊
英語学研究Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　村上　　丘 （隔年開講）
英語学研究Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　村上　　丘 （隔年開講）

国
際
文
化
専
修

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
文
化
分
野

異文化コミュニケーション特論Ⅰ 半期 2 選択 准 教 授　松田　春香
異文化コミュニケーション特論Ⅱ 半期 2 選択 准 教 授　松田　春香
異文化コミュニケーション研究Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　松村　茂樹
異文化コミュニケーション研究Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　松村　茂樹
メディア・コミュニケーション特論Ⅰ 半期 2 選択 未　　定
メディア・コミュニケーション特論Ⅱ 半期 2 選択 未　　定
メディア・コミュニケーション研究Ⅰ 半期 2 選択 未　　定 ＊
メディア・コミュニケーション研究Ⅱ 半期 2 選択 未　　定 ＊

国
際
日
本
文
化
分
野

比較文化・思想特論Ⅰ 半期 2 選択 教 授　渡邉　顕彦
比較文化・思想特論Ⅱ 半期 2 選択 教 授　渡邉　顕彦
国際日本文化特論Ⅰ 半期 2 選択 教 授　井上　　淳
国際日本文化特論Ⅱ 半期 2 選択 教 授　井上　　淳
国際日本文化研究Ⅰ 半期 2 選択 教　　授　銭　　国紅
国際日本文化研究Ⅱ 半期 2 選択 教　　授　銭　　国紅

研
　
究
　
指
　
導

研究指導Ⅰ 半期 2 必修

日
本
文
学
専
修

教　　授　天野みどり
教　　授　木戸　雄一
教　　授　小井土守敏
教　　授　杉浦　　静
教　　授　髙木　　元
教　　授　内藤千珠子

英
語
文
学
・
英
語
教
育
専
修

教　　授　伊東　武彦
教　　授　吉川　　信
教　　授　服部　孝彦
教　　授　村上　　丘
教　　授　米塚　真治

研究指導Ⅱ 半期 ２ 必修
国
際
文
化
専
修

教　　授　井上　　淳　　 　　
教　　授　銭　　国紅
教　　授　松村　茂樹
教　　授　渡邉　顕彦

※ 開講地は千代田キャンパス。
※ 履修すべき最低履修単位数は、 ６科目１２単位とする。
※ 「研究指導Ⅰ」、「研究指導Ⅱ」は １年次に履修すること。
※ 備考欄で、＊は本年度開講しない科目である。
※ 入学年度によっては一部履修できない科目があるため、開講科目は授業時間割表を確認すること。
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（ ２）履修モデル

　学位取得に向けて研究するために、研究課題に即した適切な授業科目を選択しなければならない。その
ため、以下の履修モデルを参考に研究課題に即したオリジナルな履修計画を立てることとなる。

日
本
文
学
専
修

研究題目 森鷗外　歴史小説研究

養成する具体的な人材像 時代状況・文化との関わりを踏まえた上で、日本近代文学研究の諸方法論を学び、研究者として自立で
きる人材を養成する。

研究内容

「明治」から「大正」へと元号が代わった1912年、その 9月13日に行われた明治天皇大葬の当日、乃木希典が殉死する
という事件が発生した。1887（明治20）年 4月18日、留学の地・ドイツベルリンにおいて初めて乃木と出会い、以後長
い交際を続けていた鷗外は、この事件に衝撃を受け、江戸期、熊本・細川藩に実際にあった主君に殉死した侍を主人公
に、「興津弥五右衛門の遺書」を一気呵成に書き上げ、10月の『中央公論』誌上に発表する。これが鷗外歴史小説の第
一作となり、以後1916年 1 月発表の「寒山拾得」まで、大正期の鷗外は都合16編の歴史小説を発表する。しかしそれら
歴史小説は、「其の過去は単純なる過去にあらず、却てよく現在を説きまた未来を暗示するものたるを知れり」（「隠居
のこごと」『女性』1923年 9 月）と、永井荷風が鋭く指摘していたように、決して「いま」「ここ」の問題と無縁のもの
ではなかった。本研究では、作品生成の土壌（依拠資料との関係、時代状況との関係、同時代文学との関係、他作家と
の交響関係等）を明らかにし、鷗外歴史小説の有り様を明らかにすることを目指す。

指導教員 木戸雄一教授　研究計画、研究全体の指導、森鷗外研究の指導
杉浦静教授　　　近代文学研究の指導、草稿研究の指導

履修科目 近代現代文学特論Ⅰ（ ２単位）、近代現代文学特論Ⅱ（ ２単位）、近代現代文学特論Ⅲ（ ２単位）、
近代現代文学特論Ⅳ（ ２単位）、研究指導Ⅰ（ ２単位）、研究指導Ⅱ（ ２単位）

英
語
文
学
・
英
語
教
育
専
修

研究題目 日本人英語学習者に対するフォーカス・オン・フォームの研究
養成する具体的な人材像 洗練された言語センスと研究方法を身につけ、言語教育の課題を発見して解決をめざせる人

研究内容

各種の調査は、多くの日本人英語学習者は十分な文法力を習得していないことを報告している。基礎的な文法知識の未
定着に加え、一定の知識を持っていてもそれを言語使用の場面で使用できない実態が問題となっている。対処策として
期待されるのはフォーカス・オン・フォーム（FonF）である。これは、意味、形式、機能の 3つの側面に学習者の注意
を払わせながら実際のコミュニケーションで使用できる力を高める画期的な指導法だと考えられている。しかし、従来
の形式重視の指導法と比較した指導効果の実証研究は不十分である。実証研究を進めるためには、日本人学習者の文法
知識の質の調査、 3つの側面に注意を払わせる指導方法、指導効果を測定するための文脈テストの開発、などが必要で
ある。これらを整備したうえで、日本人英語学習者に対する効果の実証研究を行う。

指導教員 伊東武彦教授　指導計画、FonF に関する先行研究の理解、指導、統括
村上　丘教授　文法理論に関る指導、語法文法研究に関る指導

履修科目 英語学特論Ⅰ（ ２単位）、英語学特論Ⅱ（ ２単位）、英語学研究Ｉ（ ４単位）、英語学研究Ⅱ（ ４単位）
研究指導Ⅰ（ ２単位）、研究指導Ⅱ（ ２単位）

国
際
文
化
専
修

研究題目 メディア・コミュニケーションと国際社会に関する研究

養成する具体的な人材像 現代の国際間における諸問題の解決を図り、学問文化の向上発展に寄与する実践的研究者および高度専
門職業人

研究内容

現代社会におけるメディア・コミュニケーションの空間は、テレビや新聞など従来型のマス・コミュニケーションによ
るものに加えて、デジタル・メディアを媒介とするパーソナルで双方向的なコミュニケーションによって構成されてい
る。これらのコミュニケーション空間においてメッセージの生産と消費はトランスナショナルに展開され、その行為主
体として私たちは、インターセクショナルでハイブリッドな主体を想定しながら、今日的なメディア・コミュニケーショ
ンの実際の運用について検証し、分析していく必要がある。本研究では、①こうしたメディア・コミュニケーションの
空間におけるグローバルなジャーナリズムについて政治経済的な観点から調査分析する、②デジタル・メディア時代の
グローバルな文化表現の在り方について社会文化的な観点から調査分析する、のいずれかの視座から研究を進め、マス・
コミュニケーションと国際社会の関係について検討していくことを目指す。

指導教員 松村茂樹教授　主に異文化コミュニケーション論、国際社会に関わる研究指導

履修科目
異文化コミュニケーション研究Ⅰ、異文化コミュニケーション研究Ⅱ、
研究指導Ⅰ（ ２ 単位）、研究指導Ⅱ（ ２ 単位）

最低履修単位数は、研究指導を含め 6科目12単位
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（ ３）研究分野・研究内容一覧� （言語文化学専攻博士後期課程）
教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

日
本
文
学
専
修

天野みどり 日本語学
（現代日本語研究）

現代日本語について、文法・意味・音韻など様々な観点から観察し、そこに潜む規則性を明らか
にする。実際に用いられる言語を資料とし観察すること、具体的言語現象を説明する言語理論を
深く理解するとともに批判的検討を行うこと、自分の研究課題を設定し、資料に基づき、先行研
究をふまえて論理的に考究することを指導していく。文脈や場面、使用者を考慮して、ダイナ
ミックに変容する言語の実態を見ていきたい。

木戸　雄一 日本近代文学

１９世紀後半の諸言説から、近代の言語および言説の体系の成立について研究している。取り扱う 
題材は文学テクスト・教育テクスト・歴史文書・出版資料などである。研究の観点は以下の通り。
　近世期の言説との関係。
　言語・文化間の翻訳。
　出版のシステムと実態。
　中央－地方の交通と読書行為。

久保　堅一 中古文学

中古文学のうち、主に物語文学を中心に研究しています。特に、作品どうしの繋がりや漢詩文・
漢訳仏典の受容を重視しています。
現在の主な研究テーマは下記の通りです。
　①初期物語の作者の文学環境
　②物語文学における漢籍（漢訳仏典を含む）の受容
　③物語文学における先行作品の影響、受容
　④（男の執着）の文学史の構想
作品のことばや表現を丁寧に分析し、和・漢にわたる知識を広く持つことを重視して研究指導を
行います。

小井土守敏 中世文学

日本古典文学としての中世文学のうち、散文作品を対象として研究指導を行います。中心となる
のは、『平家物語』等に代表される「軍記文学」です。また、軍記文学の生成に大きく関わる「説
話文学」、随筆・記録類をも研究対象とします。時代の転換期に誕生するこれらの文学作品のあ
りようや、その創作主体を含めた生成の場、作品の流伝の過程にかんする分析・研究指導を行い
ます。

桜井　宏徳 中古文学

物語・日記・和歌など、平安時代の仮名文学を主に研究しています。
現在の主な研究テーマは下記の通りです。
　① 歴史物語（『栄花物語』『大鏡』など）
　② 和歌文学（三代集の時代から院政期にかけての勅撰集・私家集・歌合など）
　③ 中世王朝物語（『浅茅が露』など）
　④ 近世歴史物語『月のゆくへ』『池の藻屑』の注釈（共同研究）
方法論に自覚的であること、時代やジャンルを越える広い視野を持つことを重視して研究指導を
行います。

杉浦　　静 日本近代文学

宮沢賢治及び近・現代詩を中心に研究活動をしています。宮沢賢治は、草稿研究・生成論研究を
中心に行っています。近代詩は、室生犀星・山村暮鳥の詩表現と時代思潮の関係を中心に、現代
詩は、草野心平や戦後詩の雑誌メディアとの関連を中心にして研究しています。大正初期から戦
後詩に至る近・現代詩全般および詩雑誌等の分析・検討について、研究指導を行います。

高木　　元 19世紀小説

化政期から明治中期に至る19世紀は、〈古典〉文学と〈近代〉文学とに劃期されてきた。しかし、
幕末維新期を継続して見ることに拠り合理的な理解が可能になる。幕藩体制から帝国主義天皇制
へと変化しても、一日にして人々の読書生活が変貌するわけがないからである。板本から活字本
へ、和装本から洋装本へと変化していく１９世紀小説を、テキストのみならず書物史とその受容史
として展望したい。

内藤千珠子 近代 ・現代文学

近現代の言説体系における物語の構造を、ナショナリズムとジェンダーという主題のもとで検証
し、物語の定型に含まれる暴力を、フェミニズム批評の観点から考察しています。ジェンダー論、
フェミニズム批評、セクシュアリティ研究、カルチュラル・スタディーズ、ポストコロニアル研
究、メディア研究など、方法論的な観点を念頭に、研究指導を行います。

英
語
文
学
・
英
語
教
育
専
修

伊東　武彦 英語教育学

２０世紀後半から、第 ２言語習得理論、外国語教授理論、評価論、教師論、教材論、外国語教育政
策の分野は、急速な発展を遂げている。まず、研究動向を体系的に理解し、最先端の問題意識を
共有する。次に、そこから得られる知見を我が国固有の英語教育環境にいかに適用させるべきか
の視点を持ち、独自の研究課題を築く。その課題を、文献研究、実証研究、実地調査などにより
追求することにより、高度な研究推進能力を身につける。

吉川　　信 英文学

イギリスの「ノヴェル」、つまりは１８世紀に誕生し今日まで書き継がれている、散文による物語 
形式（英国風俗小説）を研究対象にしています。この物語形式の発展にとって、植民地アイルラ
ンドの果たした役割は重要でしたが、アイルランド出身の作家はまた、この形式を破壊すること
にも大きく貢献しました。そうした歴史を横目で睨みながら、２０世紀を中心としたイギリスおよ
びアイルランドの小説を、主として「語りの技法」という観点から検討しています。

服部　孝彦 英語教育学

⑴　コミュニケーション能力の理論的考察
⑵　説得コミュニケーションとしてのレトリック批評の考え方と実践の方法論
⑶　コミュニケーション教育としての小学校英語教育
⑷　第二言語習得研究から効果的英語指導法
⑸　帰国子女の第二言語喪失研究
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教員 研究分野 研 究 内 容

英
語
文
学
・
英
語
教
育
専
修

村上　　丘 英語学

最新の論文・文法書を精査し、英語の多様な言語現象に関する種々の主張を批判的に検討する。
大容量の電子化された言語資料であるコーパスを活用し、既存の研究成果の問題点を具体的に検
出する。言語要素間・文法範疇間の段階性・不確定性について考察を深める。現代言語理論を踏
まえ、既存の提案を超克し、記述的に妥当な新しい提案を行う論文作成を指導する。

米塚　真治 アメリカ文学

おもに20世紀後半にアメリカで発表された小説を題材として、フィクションという形式がいかな
る力と有効性を持つかを追究してきました。同時代の普遍的困難や課題を、縮減せずありのまま
に、かつ長いスパンのもとに提示しうる能力、というのが暫定的な答えです。アメリカ地域研究・
歴史学など隣接諸分野の研究成果も十分に取り込みつつ、現在の日本に生きる人々に対して問題
提起をなしうる研究・教育を、常に意識しています。

国
際
文
化
専
修

井上　　淳
国際政治学

国際政治経済学
EU研究

主として EU（European Union）の各種政策、貧困削減や紛争予防における EUと国連の連携など 
を研究している。個別の事件に対する研究（ケース・スタディ）よりは、理論や分析枠組と実証
とを組み合わせる研究を目指している。

銭　　国紅

中国と日本を中心とする
比較文化・比較思想

トランスナショナル文化論
東アジア研究

中日両国の文化と社会の本質特徴と両国の人々の相互認識の比較と究明や、東アジアの文化の再
構成と儒教を中心とする伝統文化との関係、東アジアにおける文化交流と文化変容のメカニズム
など、国境を越えて交流する文字・音声・映像に現れる「東アジア文化」の諸相をめぐって、あ 
る一つの学問的視点からだけではなく、学際的（インターディシプリナリー）に分析する。

松田　春香 東アジア国際関係史
韓国・朝鮮近現代史

冷戦期の朝鮮半島を中心とする東アジア国際関係史。特に、米軍による韓国軍の形成過程に関し
て、自衛隊などとの比較を視野に入れながら、米国・韓国・日本の外交・軍事関連文書を用いて
研究している。韓国・朝鮮近現代史および東アジア国際関係史の分野で博士論文を執筆するため
の研究指導を行う。

松村　茂樹 中国文化論
日中交流論

中国文化論および日中交流論の分野で博論を書くための研究指導を行う。博士論文に求められる
水準を示し、博論執筆の意義を確認した上で、テーマ設定を行い、そのテーマによって、何をど
こまで明らかにできるのかを指導教員と共に研討し、仮設を詰めていく。そして、資料検索の方
法、および仮設の論証としての用い方を理解した上で、執筆に入る。中国語・漢文資料の読解指
導も適宜行いたい。

渡邉　顕彦 西洋古典学

古代ギリシア・ローマの歴史・文化・文学・言語の知識を基礎としつつ、その近現代に至るまで
の受容を研究します。特に日本や東アジアに関係があること、例えばキリシタン時代日本や近世
中国のカトリック宣教活動における古代ギリシャ・ローマ的な要素、あるいは近現代東アジアで
受容された古代ギリシャ・ローマ、などの研究調査を歓迎します。

（言語文化学専攻博士後期課程）





― 61 ―

現代社会研究専攻（修士課程）
[Master's Program for Studies in Contemporary Society]
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（ 1）授業科目、単位数及び担当教員� （現代社会研究専攻修士課程）

科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員

開
講
地

備　考講
義
演
習
実
習

基礎科目 Developing Critical Thinking Skills 半期 １ 選択 1 教　　授　服部　孝彦 多
Critical Reading and Writing 半期 １ 選択 1 教　　授　服部　孝彦 多

情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
専
修

基礎理論分野

社会情報研究基礎論 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 千 ＊
メディア研究基礎論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　小谷　　敏 多
コミュニケーション研究基礎
論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　炭谷　晃男

教　　授　服部　孝彦
千
多

社会情報の歴史 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 千 ＊
情報社会及び情報倫理特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　干川　剛史 多

社会・経済と情報
分野

新聞特論 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 千 ＊
放送・通信特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　小谷　　敏 多
マスコミ言語特論 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 千 ＊
災害情報特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　干川　剛史 多
経営管理論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　山田　幸三 千
日本経済情報特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　山崎　志郎 千
文化情報特論 半期 ２ 選択 1・2 未　　定 千 ＊
地域再生システム論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　干川　剛史 多
ソフトウエア特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　藤村　　考 千
情報ネットワーク特論演習 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　田中　　清 千
情報処理特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　小野　　茂 千
コンピュータグラフィックス特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　堤　江美子 千
情報と職業特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　齊藤　　豊 多
情報教育教材開発特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　本郷　　健 千

臨
床
社
会
学
専
修

生と死の臨床
分野

ケアの社会学特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　大出　春江 多
老いと死の社会理論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　門林　道子 多
死と死別の臨床心理 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　米田　朝香 多

ターミナルケア論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　石橋みゆき
兼任講師　増島麻里子 千 オムニバス・集中

ケアマネジメント論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　鶴田　尚子 多
医療福祉特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　丹野眞紀子 多
精神保健福祉特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　藏野ともみ 多
生と死の臨床特別実習
（インターンシップ） 半期 ２ 選択 1・2 未　　定

未　　定 多 オムニバス＊

ジェンダー臨床
分野

ジェンダーの社会学 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　江原由美子 千
ジェンダーとポストコロニアリズム 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　池田　　緑 千
ジェンダーとセクシャリティ 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　熱田　敬子 千
ジェンダーと家族 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　小川真理子 千 ＊
ジェンダーと法律学 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　谷田川知恵 千
ジェンダーと医療 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　尾久　裕紀 多
ジェンダーとメンタルヘルス 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　齋藤　　梓 多
社会福祉援助論（女性と自立支援） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　丹野眞紀子 多
ジェンダーと臨床特別実習（インターンシップ） 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　小川真理子 千 集中＊

現代社会理論・
社会調査分野　

現代社会理論研究 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　伊藤美登里 多
社会思想特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　江原由美子 千
アイデンティティ論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　坂本佳鶴恵 千
リスク社会論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　伊藤美登里 多
社会運動論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　久保田　滋 多
比較文化論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　牛山　美穂 多
宗教と社会特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　今井　信治 多
社会保障特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　嶋貫　真人 多

調査研究方法 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　牧野　智和
准 教 授　松本早野香

多
千

多変量解析 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　久保田　滋 多
質的調査法 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　牛山　美穂 多

社会調査特別演習Ⅰ 半期 ２ 選択 1・2
教　　授　久保田　滋
准 教 授　池田　　緑
准 教 授　牧野　智和

多

社会調査特別演習Ⅱ 半期 ２ 選択 1・2
教　　授　久保田　滋
准 教 授　池田　　緑
准 教 授　牧野　智和

多
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科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員

開
講
地

備　考講
義
演
習
実
習

研究指導

現代社会研究特別演習Ⅰ 通年 ２ 必修 1

情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
専
修

教　　授　小谷　　敏
教　　授　炭谷　晃男
教　　授　堤　江美子
教　　授　藤村　　考
教　　授　干川　剛史
教　　授　本郷　　健
教　　授　山崎　志郎
教　　授　山田　幸三

多
千
千
千
多
千
千
千

現代社会研究特別演習Ⅱ 通年 ２ 必修 2 臨
床
社
会
学
専
修

教　　授　伊藤美登里
教　　授　尾久　裕紀
教　　授　久保田　滋
教　　授　藏野ともみ
教　　授　丹野眞紀子
准 教 授　池田　　緑
准 教 授　牧野　智和
兼任講師　大出　春江

多
多
多
多
多
千
多
多 R4特別研究Ⅱのみ担当

現代社会研究特別研究Ⅰ 通年 4 必修 1

情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
専
修

教　　授　小谷　　敏
教　　授　炭谷　晃男
教　　授　堤　江美子
教　　授　藤村　　考
教　　授　干川　剛史
教　　授　本郷　　健
教　　授　山崎　志郎
教　　授　山田　幸三

多
千
千
千
多
千
千
千

現代社会研究特別研究Ⅱ 通年 4 必修 2 臨
床
社
会
学
専
修

教　　授　伊藤美登里
教　　授　尾久　裕紀
教　　授　久保田　滋
教　　授　藏野ともみ
教　　授　丹野眞紀子
准 教 授　池田　　緑
准 教 授　牧野　智和
兼任講師　大出　春江

多
多
多
多
多
千
多
多 R4特別研究Ⅱのみ担当

※ 開講地については、「千」は千代田キャンパス、「多」は多摩キャンパスを表す。
※ 履修すべき最低履修単位数は、研究指導１２単位を含め３０単位とする。
※「現代社会研究特別演習Ⅰ」「現代社会研究特別研究Ⅰ」は １年次、
　「現代社会研究特別演習Ⅱ」「現代社会研究特別研究Ⅱ」は ２年次に履修すること。
※ 備考欄で、＊は本年度開講しない科目である。
※ 入学年度によっては一部履修できない科目があるため、開講科目は授業時間割表を確認すること。

� （現代社会研究専攻修士課程）
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（ ２）履修モデル

　学位取得に向けて研究するために、研究課題に即した適切な授業科目を選択しなければならない。その
ため、以下の履修モデルを参考に研究課題に即したオリジナルな履修計画を立てることとなる。

情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
専
修

研究題目 メディアの社会的影響に関する研究―マスメディアとインターネットの比較を通して

養成する具体的な人材像 ＩＴ社会における各種メディアの作用について実証的な事例を通して、理解し、分析し、応用できる人
材の養成

研究内容

現代社会はメディアの多様化が著しく進展した社会である。実際、人々は日常的に新聞やテレビという既存の各種マス
メディアと接することによって、さまざまな情報を入手するとともに、インターネットからも多様な情報を入手しつつ、
自己の意思決定に役立てている。これら各種メディアの社会的影響を実証的に考察するためには、第 １に、それぞれの
メディアが有している固有の機能や作用の基本的な理解が必要となる。その基本的な理解を踏まえて、第 ２に、個々の
ユーザーの観点から、メディア利用の類型化を行い、利用類型ごとの分析が必要となる。言い換えれば、新聞を熱心に
読むユーザーと、テレビを頻繁に見るユーザー、そして、今日のインターネットの利用が多いユーザー、それぞれのケー
スの実証的な分析が必要になる。さらに、第 １、第 ２の考察の上に、第 ３に、メディア・パーフォーマンスの観点から
のアプローチも欠かすことはできない。本研究は、以上の ３つの観点から総合的に研究を進め、現代社会の構造的特質
へのより深い理解を目指すものである。

指導教員 小谷　敏教授　研究計画、全般的指導、社会情報論的観点からの研究指導
干川剛史教授　情報社会論的観点からの指導

履修科目

１年次 ２年次
（基礎科目）
Developing Critical Thinking Skills（ １単位）
Critical Reading and Writing（ １単位）
（基礎理論分野）
社会情報研究基礎論（ ２単位）
メディア研究基礎論（ ２単位）
コミュニケーション研究基礎論（ ２単位）
情報社会及び情報倫理特論（ ２単位）
社会情報の歴史（ ２単位）

（社会・経済と情報分野）
日本経済情報特論（ ２単位）
放送・通信特論（ ２単位）
マスコミ言語特論（ ２単位）

（研究指導）現代社会研究特別演習Ⅰ（ ２単位）
　　　　　　現代社会研究特別研究Ⅰ（ ４単位）

（研究指導）現代社会研究特別演習Ⅱ（ ２単位）
　　　　　　現代社会研究特別研究Ⅱ（ ４単位）

必修 ４科目１２単位、選択１０科目１８単位、合計１４科目３０単位履修

臨
床
社
会
学
専
修

研究題目 ハビトゥスによって生じる男性に従属的な女性の行為─女性の性的な支配からの解放を目指して─

養成する具体的な人材像 専門社会調査士。ジェンダー意識と社会調査の技能をもち現実社会の諸問題を分析し実践的解決に向か
うことのできる人材。

研究内容

男女のハビトゥスに沿った支配＝従属関係には、共依存的な示唆が含まれているということに依拠し、ハビトゥスに
よって生じる男性に従属的な女性の行為を調査し、ミソジニーを内面化する女性の傾向より、女性が性支配を再生産し
てしまう機序を考察し、女性の解放的な行為について検討する。調査では、定量的調査の二次分析から10代女性のジェ
ンダーへの態度とその規定要因を析出し、20代女性へのインタビュー調査より支配＝従属関係の契機と様態を明らかに
する。

指導教員
池田　緑准教授　全般的指導、研究テーマの選定、研究計画、研究方法、定性的調査の指導、研究結果の整理と考察、
ジェンダー論理論の研究指導。研究発表、修士論文の作成の指導
牧野　智和准教授　権力論、定量的調査の指導、研究指導

履修科目

１年次 ２年次
（生と死の臨床分野）
死と死別の臨床心理（ ２単位）
ケアの社会学特論（ ２単位）
（ジェンダー臨床分野）
ジェンダーの社会学（ ２単位）
ジェンダーと家族（ ２単位）
ジェンダーとポストコロニアリズム（ ２単位）
（現代社会理論・社会調査分野）
社会思想特論（ ２単位）

（ジェンダー臨床分野）
ジェンダーとセクシャリティ（ ２単位）
ジェンダーと法律学（ ２単位）
（現代社会理論・社会調査分野）
多変量解析（ ２単位）
社会調査特別演習Ⅱ（ ２単位）

（研究指導）現代社会研究特別演習Ⅰ（ ２単位）
　　　　　　現代社会研究特別研究Ⅰ（ ４単位）

（研究指導）現代社会研究特別演習Ⅱ（ ２単位）
　　　　　　現代社会研究特別研究Ⅱ（ ４単位）

必修 ４科目12単位、選択12科目24単位、合計16科目36単位履修
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（ ３）研究分野・研究内容一覧� （現代社会研究専攻修士課程）
教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
専
修

小野　　茂 情報基礎科学

ネットワーク産業を中心に産業のダイナミズムを企業単位で分析し、産業の発展過程における企 
業間関係の役割を明らかにして、企業戦略や産業政策への知見を得ることを目的とする。ネット
ワーク産業は構造的に特異な特徴を持つ一方、その構造が劇的に変化している産業である。産業
を記述するためのモデリング手法と共に、産業の実態を定量的に捉えるための統計手法について
も指導する。

小谷　　敏 現代文化論

マスコミュニケーションの基礎理論および歴史的研究を行うとともに、ポピュラーカルチャー、
若者や子どもの文化についての領域について研究指導を行う。
修士論文は文献研究はもちろん認めるが、計量的もしくは質的な調査をもとに書くことを奨励す
る。

齊藤　　豊
国際経済学

ICT人材の国際
労働力移動論

情報通信技術（ICT）があらゆる職業分野に浸透し、個々の職業分野での労働が ICTを用いたシ
ステムとして展開している社会が成立するための①高度情報化の展開過程における産業構造の
変容、②職業構造の変化、③職業観・労働観と職業倫理の問題、④グローバル社会における情報
と職業などの主題について、先進国および新興国多国籍企業の事例を中心にして研究指導を行 
う。

炭谷　晃男
コミュニケーション論
情報社会論
情報社会学

現代の情報社会におけるデジタルディバイドやメディア・情報の社会関係にもたらす問題の解
明。メディアコミュニケーション及び地域社会でのメディアのもたらす影響について。さらには、 
多摩ニュータウン及び東京都心地区をはじめ地域における情報・メディア研究やライフストー
リー研究に関わる領域の研究指導を行う。

田中　清 サービスシステム
メディア情報処理

スマートフォンやデジタルサイネージ等による情報提供サービスが普及してきているが、若者
にも高齢者の方にも使いやすい、適切なデバイスやメディアを用いた新しい情報サービスにつ
いて研究する。研究指導を通して、特に昨今のオンラインコミュニケーションの改善や情報弱
者向けの情報サービス利用支援を検討し、新しいオンラインライブエンターテイメントや情報
アシストサービスの具体化に取り組む。

堤　江美子 図学

３ＤＣＧによる情報表現が日常的になった現代社会における ３次元空間の構築や写実的表現方
法について、あるいは ２次元・ ３次元に表現された ３次元形状の認識・理解の様相、とりわけ、
その性差や年齢による変化、教育による影響などについて、コンピュータグラフィクスやさまざ
まな空間テストを使用したテーマを中心に研究指導を行う。

藤村　　考 情報可視化
データマイニング

Web技術やソーシャルメディアの進化により、人間が共有する情報は加速度的に増加している。
このような現代社会においては、膨大な情報の中から必要な情報を抽出して、情報を視覚的に表
現する技術が重要になっている。
この研究分野において、特に感性に響くデザインを追求した新しい情報可視化手法の提案を目指
して研究指導を行う。

干川　剛史

公共圏論
情報社会論

ボランティア論
災害情報研究
地域再生論

研究指導を受ける学生には、現代社会の構造と変動過程を解明するための概念及びキーワード
（公共圏、公共性、情報化、情報通信技術（ＩＣＴ）、格差社会、リスク、災害、地域再生、社
会関係資本（ソーシャルキャピタル）、ボランティア、ネットワーキング、ＮＰＯ等）を選んで
研究主題及び研究課題を設定させ、研究指導を行う。

本郷　　健 情報教育
情報学

情報技術の発展は、教育の内容及び方法に様々な影響を与え続けている。教育におけるこのよう
な状況は「教育の情報化」と呼ばれ、情報教育は「教育の情報化」の一領域である。情報教育の
目的や具体的な教育目標などを教育の本質的な観点から新たに掘り下げ、探求するとともに、そ
の趣旨に沿った教材や指導法を開発する。また、情報技術の教育方法への活用研究も行う。

山田　幸三
経営戦略論
経営組織論
企業家論

日本企業の新規事業開発の戦略と組織、ならびに伝統的な地場産業産地のビジネスシステム、ア
ントレプレナーシップに関する理論的・実証的なテーマについて研究指導を行う。

山崎　志郎

1940年代日本の
産業金融政策
高度成長期から
低成長移行期の
産業政策

20世紀日本の経済史、経済政策史を政府機関、業界団体、企業等の一次資料に基づいて分析す
る。特に戦時経済総動員や戦後復興期における市場への政策介入は、高度成長期以降も日本経
済、日本産業、企業経営に与えた影響が大きく、現代経済の特質を解明する上での鍵とも言え
る。為替割り当て、投資誘導、需給調整、最適技術選択などに見られる競争と協調など現代企
業社会の特徴を分析していく。

臨
床
社
会
学
専
修

池田　　緑
社会学（および国際社会学）
ポストコロニアリズム研究
ジェンダー論

性差とジェンダー・セクシャリティにかかわる諸問題、差別や権力関係にまつわる諸問題、近代 
性の変容等を研究対象とする。とくに、差別問題とジェンダー・セクシャリティの問題を、コロ
ニアリズム／ポストコロニアリズムという共通の視点で読み解くことを通じて、モダニティと権
力の現代的関係について考える。ある程度幅広い学問的視野と社会的文脈を再配置する柔軟な発
想が必要となる。

伊藤美登里
社会学史
社会学理論
知識社会学

ドイツ社会学の学説史、ドイツ社会学理論、社会の構造変化に関する社会学理論ないし現代社会
論、観念や概念や思想あるいは日常生活において自明視されている知識の分析といったテーマに
関して研究指導を行う。研究地域としては、ドイツ社会ないし日本社会、あるいは両社会の比較
が中心であるが、場合によってはドイツ以外のヨーロッパ社会についての指導も行う。
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教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

臨
床
社
会
学
専
修

牛山　美穂
文化人類学
医療人類学
質的調査法

おもに、身体・健康・医療・病気といった分野を対象に、人類学的な視点から研究指導を行う。
参与観察を含むフィールドワークをベースとした質的調査法を習得してもらい、実際に人に会っ
て話を聴き、現場に参加させてもらいながら時間をかけて調査を行い、そこで得たデータをもと
に論文を書き上げる方法を指導する。また、医師と患者関係、ケア、補完代替医療、当事者研究
などのキーワードを中心に、医療人類学的な視点から分析を行っていく。

尾久　裕紀
精神保健

リスクマネジメント
臨床における法と倫理

精神保健、リスクマネジメント、臨床における法と倫理に関する領域での研究指導を行う。
日常生活、臨床の中で生じている問題に目を向け、研究テーマに絞り込む過程を大事にしている。
研究テーマの例として、「家族介護における女性の負担（介護とジェンダーの問題）」「介護にお 
けるリスクマネジメント」「終末期医療」「臨床における自己決定とパターナリズム」などが想定
される。

久保田　滋 政治社会学
都市社会学

主な研究分野は、第一に現代社会における政治や集合的行為に関する社会学的研究で、投票行動
や様々な政治的活動、社会運動などがその対象となる。
第二の分野は、都市における社会関係、社会空間、文化現象に関する研究で、都市のソーシャル
ネットワークや集団参加、空間構造、サブカルチャーなどがその対象となる。ともに、理論的ま
たは実証的なアプローチが求められる。

藏野ともみ
社会福祉学

精神保健福祉学
ソーシャルワーク論

保健医療福祉領域におけるソーシャルワーク実践評価を基本に、ソーシャルワーク介入の効果測
定とその方法について研究を進める。そのためフィールドワークを基に、研究テーマの設定とリ
サーチデザインを選択する。また、保健医療福祉現場のソーシャルワーカー現任者教育及びソー
シャルワーカー養成教育方法について研究を行っている。

嶋貫　真人 社会保障法

年金、医療保険などの社会保障制度は、私たち国民にとって欠かすことのできない身近な存在で
あるが、同時に少子・高齢化の進展や企業の国際競争の活発化等の環境の変化を受けて、その形
を少しずつ変容させていくことも求められている。大学院での研究では、このような現代社会に
おける社会保障制度の在り方について、主として法学的なアプローチを用いながら考察してい 
く。

丹野眞紀子 社会福祉学
ソーシャルワーク論

医療福祉論およびソーシャルワーク論に関する領域での研究指導を行う。実践でどのように対象
者に対する援助を行い、ソーシャルワーク理論を活用しているのかなど、実践と理論の結び付け
は重要である。特に、社会福祉における実践と理論の融合について考え、医療の現場や福祉実践
の現場にソーシャルワーク理論として戻していけるような研究を目指す。

牧野　智和 自己の社会学
教育社会学

これまで、メディア・テクストの分析を通して、社会はどのような「自己」であることを、ある 
いはどのような「心」「感情」を有することを求めているのか、考察を行ってきました。また、 
同様の手法による戦後少年犯罪報道の分析も行ってきました。共同研究としては、青少年の意識・ 
行動に関する質問紙調査および聞き取り調査に従事してきました。

松本早野香
社会情報学

コミュニティと
情報技術

何らかの課題を抱える集団に着目し、その課題の問題を社会学的に読解するための調査をおこ
なう。同時にその課題の部分的な解決をめざす情報技術について考察、提案する。
近年のテーマは災害からの復興と情報技術、障害をもつ人々の（との）コミュニケーション支
援における情報技術である。

� （現代社会研究専攻修士課程）
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（ 1）授業科目、単位数及び担当教員� （臨床心理学専攻修士課程）

科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員 備　考講

義
演
習
実
習

基礎科目 選
択

Developing Critical Thinking Skills 半期 １ 選択 1 教　　授　服部　孝彦
Critical Reading and Writing 半期 １ 選択 1 教　　授　服部　孝彦

臨床心理学 
基礎分野

必
修

臨床心理学特論 通年 ４ 必修 1・2 教 　 授　香月菜々子
教 　 授　古田　雅明   オムニバス

臨床心理面接特論Ⅰ
（心理支援に関する理論と実践） 半期 ２ 必修 1・2 教 　 授　香月菜々子

臨床心理面接特論Ⅱ 半期 ２ 必修 1・2 教 　 授　福島　哲夫
臨床心理査定演習Ⅰ
（心理的アセスメントに関する理論と実践） 半期 ２ 必修 1・2 教 　 授　香月菜々子

常勤特任講師	 春日　　文

臨床心理査定演習Ⅱ 半期 ２ 必修 1・2 教　　授　福島　哲夫
教 　 授　古田　雅明

臨床心理基礎実習 通年 ２ 必修 1・2

教　　授　福島　哲夫
兼任講師　井上　美鈴
常勤特任講師	 春日　　文

未　　定

　オムニバス
　
　ティーム・ティーチング

臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習） 半期 １ 必修 1・2

教 　 授　香月菜々子
教　　授　福島　哲夫
教 　 授　古田　雅明
常勤特任講師	 春日　　文
兼任講師　内田　良一

未　　定

＊
＊

臨床心理実習Ⅱ（心理実践実習Ⅱ） 半期 １ 必修 1・2

教 　 授　香月菜々子
教 　 授　古田　雅明
常勤特任講師	 春日　　文
兼任講師　内田　良一
兼任講師　森本　麻穂

未　　定

臨床心理特別実習Ⅰ（心理実践実習Ⅲ） 半期 １ 必修 1・2

教 　 授　香月菜々子
兼任講師　内田　良一
兼任講師　大西　真美
兼任講師　福田　由利
兼任講師　馬渕　聖二
兼任講師　森本　麻穂
兼任講師　脇谷　順子

臨床心理特別実習Ⅱ（心理実践実習Ⅳ） 半期 １ 必修 1・2

教 　 授　香月菜々子
兼任講師　内田　良一
兼任講師　大西　真美
兼任講師　福田　由利
兼任講師　馬渕　聖二
兼任講師　森本　麻穂
兼任講師　脇谷　順子

臨床心理学
専門分野

Ａ
心理学研究法 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　八城　　薫
事例研究法特論 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　田中　　優
心理統計学特論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　本田　周二

Ｂ 認知心理学特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　松本美江子 （隔年開講）
発達心理学特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　荻野美佐子

Ｃ
社会心理学特論 半期 ２ 選択 1・2 准 教 授　堀　　洋元
家族心理学特論（家族関係・集団・地域社会に
おける心理支援に関する理論と実践） 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　村部　妙美 （隔年開講）集中＊

Ｄ

精神医学特論
（保健医療分野に関する理論と支援の展開） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　尾久　裕紀

障害児心理学演習
（福祉分野に関する理論と支援の展開） 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　荻野美佐子

Ｅ

臨床心理学研究法特論Ⅰ（投映法基礎） 半期 ２ 選択 1・2 教　　授　香月菜々子
臨床心理学研究法特論Ⅱ（投映法応用） 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　森本　麻穂 集中
心理療法特論 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　高田　夏子
コミュニティ・アプローチ特論演習 半期 ２ 選択 1・2 教 　 授　古田　雅明 集中＊

臨床心理学
実践分野

選
択

司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　山本　佳子 （隔年開講）＊
産業・労働分野に関する理論と支援の展開 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　種市康太郎 （隔年開講）集中＊
教育分野に関する理論と支援の展開 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　山下　竜一
心の健康教育に関する理論と実践 半期 ２ 選択 1・2 兼任講師　松本美江子

券
犬
鹸
券
犬
鹸

券
犬
鹸
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科目区分 授　業　科　目 期間
単位数 必修

選択
の別

配当
学年 担　当　教　員 備　考講

義
演
習
実
習

研究指導 必
修

臨床心理学特別研究Ⅰ 通年 ２ 必修 1
教　　授　香月菜々子
教　　授　田中　　優
教　　授　福島　哲夫
教 　 授　古田　雅明
教 　 授　八城　　薫
准 教 授　堀　　洋元
准 教 授　本田　周二

臨床心理学特別研究Ⅱ 通年 ２ 必修 2

※　開講地は多摩キャンパス。
※　履修すべき最低履修単位数は、必修科目10科目１８単位と研究指導 ４単位を含め３０単位とする。
※　「臨床心理学特別研究Ⅰ」は １年次、「臨床心理学特別研究Ⅱ」は ２年次に履修すること。
※　備考欄で、＊は本年度開講しない科目である。
※　区分ＡからＥまでそれぞれ ２単位以上修得すること。
※　必修及び区分Ｅの科目は他専攻の学生は履修することができない。
※　入学年度によっては一部履修できない科目があるため、開講科目は授業時間割表を確認すること。

� （臨床心理学専攻修士課程）

（ ２）履修モデル

　学位取得に向けて研究するために、研究課題に即した適切な授業科目を選択しなければならない。その
ため、以下の履修モデルを参考に研究課題に即したオリジナルな履修計画を立てることとなる。
研究題目 心理学的アセスメントと心理療法の統合的活用に関する研究

養成する具体的な人材像 公認心理師、臨床心理士、医療機関における心理カウンセラー、教育相談カウンセラー、スクールカウンセ
ラー等

研究内容

心理学的アセスメントは精神医学的な診断と異なり、クライエントやその人を取り巻く人的・物的環境に関する可能性の発見 
と予測であるという側面をもっている。その意味において、心理学的アセスメントはすでに心理療法の一部であるとも言える。 
従来ロールシャッハテストやＴＡＴ、描画法テストを中心とする心理検査の結果は、それが面接そのものの中で活用される
ことはあまりなく、また、活用しようとする場合でも、面接者独自の経験に基づいてケース・バイ・ケースでおこなわれる
ことが多かった。そこで、このような心理検査を使用した場合の心理学的アセスメントと、その後に続く心理療法とをどの
ように有機的に統合し、活用するかに関して、多くの事例に即しながら、そのプロセスと効果を明らかにし、モデル化して
いくための研究をしていく。

指導教員 福島　哲夫教授　研究計画、全般的指導、統括
香月菜々子教授　アセスメントに関する先行研究の理解、指導

履修科目

１年次 ２年次
（臨床心理学基礎分野）
臨床心理学特論（ ４単位）
臨床心理面接特論Ⅰ（心理支援に関する理論と実践）（ ２単位）
臨床心理査定演習Ⅰ（心理的アセスメントに関する理論と実践）（ ２単位）
臨床心理査定演習Ⅱ（ ２単位）
臨床心理基礎実習（ ２単位）
臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習）（ １単位）
（臨床心理学専門分野）
心理学研究法（ ２単位）
臨床認知心理学特論（ ２単位）
精神医学特論（保健医療分野に関する理論と支援の展開）（ ２単位）
臨床心理学研究法特論Ⅰ（投映法基礎）（ ２単位）
（臨床心理学実践分野）
教育分野に関する理論と支援の展開（ ２単位）
心の健康教育に関する理論と実践（ ２単位）

（臨床心理学基礎分野）
臨床心理面接特論Ⅱ（ ２単位）
臨床心理実習Ⅱ（心理実践実習Ⅱ）（ １単位）
臨床心理特別実習Ⅰ（心理実践実習Ⅲ）（ 1単位）
臨床心理特別実習Ⅱ（心理実践実習Ⅳ）（ 1単位）
（臨床心理学専門分野）
家族心理学特論（家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践）（ ２単位）
障害児心理学演習（福祉分野に関する理論と支援の展開）（ ２単位）
臨床心理学研究法特論Ⅱ（投映法応用）（ ２単位）
（臨床心理学実践分野）
司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開（ ２単位）
産業・労働分野に関する理論と支援の展開（ ２単位）

（研究指導）臨床心理学特別研究Ⅰ（ ２単位） （研究指導）臨床心理学特別研究Ⅱ（ ２単位）
必修12科目２２単位、選択11科目22単位、合計23科目44単位履修
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（ ３）研究分野・研究内容一覧� （臨床心理学専攻修士課程）
教員 研究分野 研　　　　　究　　　　　内　　　　　容

春日　　文 臨床心理学
生涯発達心理学

母子関係や子どもの発達などをテーマにした研究を行っています。生涯発達的視点から捉えた歌唱活
動の機能と役割に関する理論および実践研究、子育て支援に関する研究や、がんと診断された親とそ
の子どもに対する心理的支援などを研究テーマとしています。

香月菜々子
臨床心理学

分析心理学的心理療法
投映法／描画法

心理臨床の理論・方法論を学ぶといった「知識の習得」と、心理的援助の実践を通じて体験的な理解
を培う「技能の体得」を柱とし、ひとりひとりが心理臨床の専門家として独り立ちできるよう指導を 
行っています。ロールシャッハ・テストや描画法に代表される投映法を通じて、関係性をベースにひ
ろく心の世界の理解を図ることと、対話 dialogueの生起に関心があり、成長促進的なフィードバックの
在り方や面接場面での活用を研究テーマとしています。

田中　　優 社会心理学
対人関係、特に、親密な対人関係における互恵的相互依存関係に関する理論研究、および、実践研究。
母子関係における母親の子どもの表情判断に関する研究。ボーイスカウトにおける教育効果の研究を
行っています。研究法としては、量的研究、および、最近は、TEAによる質的研究を行っています。

福島　哲夫 分析心理学的心理療法
統合・折衷的心理療法

心理療法に関する量的研究・質的研究を行っています。とくに統合的心理療法の視点から、実際の臨 
床データにもとづくプロセス研究、ケース・フォーミュレーション研究、効果研究、言語分析などに 
力を入れて取り組んでいます。方法としては課題分析、イベント分析、合議制質的研究法、グラン 
デット・セオリー・アプローチなどを応用しています。実際の研究指導においては上記にこだわらず、
希望に応じて幅広く指導します。

古田　雅明 臨床心理学
精神分析的心理療法

心理療法や心理面接の基礎となる力動的心理アセスメントの研究や、ロールシャッハ・テストの継起
分析の教育方法の研究を行っています。また、職能発達に関心があり、公認心理師・臨床心理士のキャ
リア形成に関する量的・質的研究も行っています。

堀　　洋元 社会心理学

災害時に起こりうるさまざまな問題（災害救援者のストレス、災害時の避難行動）を解決するため、
主に調査法、実験法、面接法による実証的研究を行っています。また、大規模災害時における避難所
運営に役立てるため、防災シミュレーションゲームを共同開発して実践的研究を行い、個人の防災意
識を高め、地域防災力の向上に寄与できるように努めています。

本田　周二 社会心理学

友人関係に関する量的・質的研究を行っています。
主に、友人関係の機能や友人とのコミュニケーションにおける動機づけの影響について青年期から成
人期までのデータを収集し、研究しています。また最近では、アクティブラーニングによる教育効果
といった高等教育研究にも関わっています。

八城　　薫 社会心理学

人間の行動、特に自己や対人関係にかかわる社会的行動について、内的・外的要因から実証的に予 
測・説明する調査研究を行っています。主に、セルフ（自己）の観点から、余暇活動の心理的影響を 
研究しています。また最近では、マインドフルネスやアニマルセラピー、大学生のキャリア教育や初
年次教育に関する研究にも関わっています。
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博士の学位授与状況�
　 〈課程博士〉
　　［家政学研究科・文学研究科］

授与年月日 学 位 の 種 類 学位記番号 氏 名 論　文　題　目

昭和６０年　３月２０日 学 術 博 士 博 甲 第 １ 号 猪
いの

　又
また

　美
み

栄
え

子
こ 子どもの歩容と履物に関する生機構学的

研究

昭和６０年　３月２０日 学 術 博 士 博 甲 第 ２ 号 高
たか

部
ぶ

啓
ひろ

子
こ 着衣基体としての人体の形態類型化に関

する研究

昭和６１年　３月２０日 学 術 博 士 博 甲 第 ３ 号 小
お

山
やま

田
だ

　桃
もも

　子
こ 着衣基体としての成人女子の肥り痩せに

関する研究

昭和６１年　３月２０日 学 術 博 士 博 甲 第 ４ 号 李
り

　 英
よん

淑
すく 末梢と体幹の温冷感および体温調節機能

からみた被服・類被服の研究

平成元年　３月２０日 学 術 博 士 博 甲 第 ５ 号 井
い

　戸
ど

　ゆ
ゆ

か
か

り
り 日本人若年女性層における意識とくに気

がねと被服行動に関する研究

平成　２年　３月２０日 学 術 博 士 博 甲 第 ６ 号 布
ふ

施
せ

谷
や

　節
せつ

　子
こ 乳幼児の成長・発達からみた衣服の構造設 

計に関する研究

平成　５年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博 甲 第 ７ 号 吉
よし

　村
むら

　眞
ま

由
ゆ

美
み 人体の三次元形状の把握ならびに衣服裁

断用ダミー設計への応用に関する研究

平成１２年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人甲第 １ 号 福
ふく

永
なが

竜
りゅう

子
こ レジスタントプロテインのラット盲腸内

発酵調節機能とその特性に関する研究

平成１５年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人甲第 ２ 号 池
いけ

田
だ

昌
まさ

代
よ 発酵米麺製造過程における微生物とタン

パク質の変化に関する研究

平成１５年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人甲第 ３ 号 清
し

水
みず

雅
まさ

富
とみ 環境化学物質（変異原物質）により誘発さ 

れる突然変異に関する研究

平成１６年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人甲第 ４ 号 大
おお

　西
にし

　眞
ま

理
り

子
こ

米飯の物性に関する組織学的研究

平成１８年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人甲第 ５ 号 久
く

保
ぼ

村
むら

　喜
き

代
よ

子
こ ボイセンベリー果実及び葉の化学と生理

機能評価に関する研究

平成１８年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人甲第 ６ 号 福
ふく

本
もと

由
ゆ

希
き 可視および近赤外反射スペクトルによる

食品成分の速度論的解析

平成１８年　３月２０日 博 士 （ 文 学 ） 博国甲第 １ 号 閻
えん

瑜
ゆ 中島敦研究－その存在意識と創作方法の

変遷

平成２０年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人甲第 ７ 号 伊
い

藤
とう

智
とも

子
こ 三元ポリイオンコンプレックスの調製と

その解析

平成２２年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人甲第 ８ 号 芳
よし

　原
はら

　智
ち

恵
え

子
こ ポリイオン複合体の新しい調製法とその

応用

平成２７年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人甲第１０号 谷
たに

川
がわ

夏
なつ

美
み 保育者の初期キャリアにおける危機と専

門的成長に関する質的研究
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授与年月日 学 位 の 種 類 学位記番号 氏 名 論　文　題　目

平成２５年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 １ 号 築
つき

館
だて

香
か

澄
すみ γ－アミノ酪酸（GABA）投与によるラッ

トの GABA代謝変動に及ぼす影響

平成２６年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 ２ 号 アチャヤ　ウシャ ネパール幼児の形態特性の解析と身体発
育標準値の作製

平成２７年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 ３ 号  林
はやし

  明
あき

　子
こ 生活保護世帯の子どもの生活と進路に関

する研究

平成２８年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 ４ 号 山
やま

　岸
ぎし

　あづみ
昆布の加工処理が食物繊維の成分変化お
よびメタボリックシンドローム関連指標
に及ぼす影響

平成２9年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 5 号 吉
よし

　田
だ

　真
ま

知
ち

子
こ グループ体験学習による食教育が保護者

の行動変容に及ぼす効果

平成２9年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 6 号 工
く

藤
どう

陽
はる

香
か 食餌性肥満モデルマウスにおける肝臓脂

質蓄積および軽度炎症に及ぼす乳由来ペ
プチドの影響

平成30年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 7 号 山
やま

　中
なか

　千
ち

恵
え

美
み 乳由来カルシウムの摂取が糖尿病モデル

マウスの糖代謝および膵臓機能に及ぼす
影響

平成31年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 9 号 佐
さ

藤
とう

祐
ゆう

子
こ 病院管理栄養士の栄養相談における課題

抽出と栄養相談スキル評価方法の検討

令和元年　9月14日 博士（生活科学） 博人甲第 10 号 福
ふく

　島
しま

　あずさ 主観的健康感と腸内細菌叢および生活習
慣の関連性に関する研究

令和　2年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 11 号 伊
い

藤
とう

陽
よう

子
こ 歯科医師と管理栄養士の協働に関する研

究

令和　3年　３月２０日 博士（生活科学） 博人甲第 12 号 小
お

野
の

友
ゆ

紀
き 保育園児による食事量の判断とその行動

化の過程

　　［人間文化研究科］
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　 〈論文博士〉
　　［家政学研究科・文学研究科］

授与年月日 学 位 の 種 類 学位記番号 氏 名 論　文　題　目

昭和６１年　６月１０日 学 術 博 士 博 乙 第 １ 号 岡
おか

田
だ

宣
のぶ

子
こ

The Relationship between the Modernization 
of Physical Characteristics and the Awareness
of Clothing Preferences in Japan
（日本人の身体形質の近代化と衣生活意
識との関連性）

昭和６３年　３月１０日 学 術 博 士 博 乙 第 ２ 号 加
か

藤
とう

雪
ゆき

枝
え 被服における形態と色彩効果に関する研

究

昭和６３年　７月　５日 学 術 博 士 博 乙 第 ３ 号 山
やま

田
だ

忠
ただ

利
とし 成人の歩行からみた靴設計に関する運動

力学的研究

平成元年１２月　７日 学 術 博 士 博 乙 第 ４ 号 笹
ささ

本
もと

信
のぶ

子
こ ヒトの姿勢および歩行から見た和装の機

能性に関する研究

平成元年１２月　７日 学 術 博 士 博 乙 第 ５ 号 中
なか

村
むら

妙
たえ

子
こ 染色および洗浄における色彩学的評価に

関する研究

平成　２年　３月１７日 学 術 博 士 博 乙 第 ６ 号 武
たけ

井
い

洋
よう

子
こ 学校教育における被服の製作技術指導に

関する研究

平成　３年　２月　４日 学 術 博 士 博 乙 第 ７ 号 大
おお

村
むら

知
とも

子
こ 三世代家族における衣生活に関する情報

受容と衣生活行動についての研究

平成　３年　２月　４日 学 術 博 士 博 乙 第 ８ 号 岡
おか

田
だ

安
やす

代
よ セルロース上のビニルスルホン系反応染

料の光－汗複合退色に関する研究

平成　６年　３月１６日 博 士 （ 学 術 ） 博 乙 第 ９ 号 佐
さ

藤
とう

哲
てつ

也
や ＣＩＥＬＡＢ表色系における染色堅ろう

度評価方法に関する研究

平成　６年　３月１６日 博 士 （ 学 術 ） 博 乙 第 １ ０ 号 楠
くす

本
もと

彩
あや

乃
の フィリピン・イサベラ州と日本の子どもの 

成長と足形状の人類生態学的研究

平成　６年　３月１６日 博 士 （ 学 術 ） 博 乙 第 １ １ 号 内
うち

田
だ

洋
ひろ

子
こ 蛍光増白試料の視感判定と白色度評価に

関する研究

平成　８年　３月２２日 博 士 （ 学 術 ） 博 乙 第 １ ２ 号 山
やま

本
もと

昭
あき

子
こ 女子高齢者の足型および歩容特性からみ

た履物設計への提言

平成　８年　３月２２日 博 士 （ 学 術 ） 博 乙 第 １ ３ 号 本
ほん

間
ま

幸
さち

子
こ 骨格筋における酸素供給量および消費量

の非侵襲的測定に関する研究

平成　９年　３月　７日 博 士 （ 学 術 ） 博 乙 第 １ ４ 号 大
おお

　 塚
つか

  斌
あきら

 現代日本人の歩行に合う靴の研究
―足と靴型と靴との関連―

平成１０年　３月２４日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第 １ 号 川
かわ

上
かみ

　 梅
うめ

衣服設計を目的とした身体計測データの
総合的解析法に関する研究
―計測対象集団または計測条件が異なる
場合の評価法―

平成１１年　３月１２日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第 ２ 号 林
りん

智
ち ギャバロン茶製造に及ぼすリン酸栄養の

効果と産生したγ－アミノ酪酸（ＧＡＢ
Ａ）の薬理効果発現機構に関する研究

平成１２年　３月　６日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第 ３ 号 下
しも

坂
さか

智
ち

恵
え

調理による魚骨の軟化機構に関する研究

平成１２年　３月　６日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第 ４ 号 村
むら

元
もと

美
み

代
よ

茶ポリフェノール成分の生理機能発現機
構に関する食品学的研究
Food chemical studies on the functionality of 
tea poiyphenol

平成１３年　３月２２日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第 ５ 号 田
た

村
むら

朝
あさ

子
こ 小麦粉膨化性食品から分離した細菌の水

素ガス産生に関する生化学的研究

平成１３年　３月２２日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第 ６ 号 渡
わた

邊
なべ

敬
けい

子
こ

高齢女性のための衣服設計に関する研究

平成１３年　３月２２日 博 士 （ 文 学 ） 博国乙第 １ 号  東
ひがし

  順
じゅん

　子
こ 堀口大學論　－帰朝者・堀口大學の創作に 

関する考察－

平成１４年　１月　９日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第 ７ 号 飯
いい

島
じま

美
み

夏
か ペクチンヒドロゲルの熱的性質に関する

研究
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授与年月日 学 位 の 種 類 学位記番号 氏 名 論　文　題　目

平成１５年　３月１７日 博 士 （ 文 学 ） 博国乙第 ２ 号 花
はな

　田
た

　富
ふ

二
じ

夫
お

仮名草子の説話性に関する基礎的研究

平成１５年１２月１９日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第 ８ 号 福
ふく

永
なが

淑
とし

子
こ

中国伝統調理文化の科学的解明

平成１６年　３月１９日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第 ９ 号 佐
さ

   木
き

   みどり 保育における「見ること」の考察
－保育者が「見ること」を獲得し深めるために－

平成１６年　３月１９日 博 士 （ 文 学 ） 博国乙第 ３ 号 渡
わた

辺
なべ

純
じゅん

子
こ

『夜の寝覚』の表現世界

平成１７年　３月２０日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１０号 福
ふく

㟢
ざき

淳
じゅん

子
こ 園生活における幼児の「みてて」発話－自 

他間の気持ちを繋ぐ機能

平成１７年１１月１０日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１１号 加
か

藤
とう

純
すみ

代
よ

身長成長の個性に関する研究

平成１７年１１月１０日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１２号 小
こ

久
く

保
ぼ

　清
きよ

　子
こ 環境中の変異物質に対する細胞制御機構

に関する研究

平成１８年　３月１５日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１３号 宇
うつのみや

都宮　 由
ゆ

　 佳
か タイ北部における児童生徒の間食選択の

構造に関する計量的研究

平成１９年　３月１３日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１４号 梅
うめ

木
き

美
み

樹
き

食品循環資源の有効利用に関する研究

平成１９年　３月１３日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１５号 川
かわ

上
かみ

純
じゅん

子
こ 腎疾患用献立のたんぱく質を主とする栄

養管理の研究

平成１９年　３月１３日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１６号 東
とう

泉
せん

裕
ゆう

子
こ 大豆イソフラボンおよび食物繊維の機能

性とその関連に関する研究

平成１９年　３月１３日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１７号 阿
あ

部
べ

芳
よし

子
こ 中華麺の物性発現機構に関する調理科学

的研究

平成１９年１１月１３日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１８号 是
これ

澤
さわ

博
ひろ

昭
あき 近代日本における「教育玩具」の受容と展 

開－幼児教育の普及との関連を中心に－

平成２０年　３月２１日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第１９号  榮
さかえ

  光
みつ

　 子
こ 新規化粧品素材の開発に関する研究

－新規ポリアニオンを用いたコンプレッ
クスの形成とその挙動－

平成２０年　３月２１日 博 士 （ 文 学 ） 博国乙第 ４ 号 井
い

原
はら

あ や 太宰治研究－〈女語り〉とその周縁－

平成２０年１１月１３日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第２０号 村
むら

上
かみ

知
とも

子
こ 調理における冷凍の利用

－冷凍処理の物性に及ぼす影響－

平成２１年　３月１３日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第２１号 戸
と

田
だ

貞
さだ

子
こ 高齢者の口腔内状態の評価と適切な食品

の調理に関する研究

平成２１年１０月２３日 博 士 （ 学 術 ） 博人乙第２２号 Neni T.Rahmawati A Study of Growth and Somatotypes of Indo- 
nesians

平成２２年１１月２６日 博 士 （ 文 学 ） 博英乙第 １ 号 大
おお

木
き

ゆ み The  Road  to  the  Golden  Country:  George 
Orwell on Peace and War

ネニ・T・ラーマワティ

授与年月日 学 位 の 種 類 学位記番号 氏 名 論　文　題　目

平成２４年　３月２０日 博士（生活科学） 博人乙第 １ 号 下
しも

田
だ

敦
あつ

子
こ カレン無文字社会における伝統衣服製作

技術の解明と伝承過程の計量的研究

平成２５年　３月１９日 博士（生活科学） 博人乙第 ２ 号 山
やま

　下
した

　 まゆ美
み 紅茶製造工程における呈味の評価および

酢酸エチル画分からの配糖体の分離同定

平成２６年　７月２９日 博 士 （ 文 学 ） 博人乙第 ３ 号 深
ふか

　澤
さわ

    瞳
ひとみ

  平安時代の文学と陰陽道

平成２６年１２月　１日 博士（生活科学） 博人乙第 ４ 号 守
しゅ

　隨
ずい

    香
かおり

  語りによる保育者の省察論
－保育との関連をふまえて－

　　［人間文化研究科］
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修士の学位論文題目一覧�
専
攻 専　修 授与年度

（和暦） 論　文　題　目

人
間
生
活
科
学

健康・栄養科学

平成２３

アクアポリン ８の機能抑制が脂肪細胞の炎症性変化に与える影響

生体安全性の高い高分子イオン複合体の開発とその薬物運搬システムへの応用

碁石茶に存在する微生物の茶成分に及ぼす影響について

雑誌「主婦の友」に見る食行動の絵画分析について

平成２４

茶の呈味の客観評価とその発現に関する研究

大麦β－グルカンの耐糖能改善メカニズムに関する研究

対馬の伝統食品「せんだんご」の食文化とその調理科学的研究

管理栄養士のコミュニケーション能力向上と構成的グループエンカウンターによる体験学習効
果

平成２５

マウスの耐糖能，肝臓脂質蓄積および炎症に及ぼす食餌性カルシウムと乳清たんぱく質の影響

マウスにおける接触皮膚炎モデルの検討と食事因子の影響に関する研究

母親の飲料特性の理解が乳幼児期の飲料摂取に与える影響
－乳幼児の食習慣・食行動との関連－

日本における糖質摂取量推定方法の評価と妥当性について

「あん摩・マッサージ・指圧師養成施設の医療従事者に適した栄養学カリキュラムの立案」

平成２７

栄養士養成施設卒業生の食習慣、健康度に関する包括的検討

校外実習における給食運営に関するカリキュラムの検討

運動習慣のない若年女性における骨格筋内脂肪の意義に関する研究

ミトコンドリアと脂肪滴の相互作用が脂肪細胞の炎症状態に与える影響

平成28

小児専門病院におけるNST活動活性化プログラムがスタッフの行動変容に与える影響

高齢者の低栄養予防のための知識と健康観に関する研究

在日中国人留学生の日本食・食文化への関心や理解と食習慣・健康習慣との関連

平成29

小胞体ストレスがインスリン分泌に与える影響：小胞体カルシウムを観る

LC－MS/MS による食品中のD–及び L–アミノ酸の分析

若年女性の健康に影響を及ぼす身体組成と糖代謝障害に関する研究

日本人妊産婦の食事アセスメントに影響を与える要因の検討

平成30

ショウガ辛味成分が骨格筋細胞の代謝および運動機能に与える影響

パラミロンの摂取が食餌性肥満モデルマウスの糖代謝および脂質代謝に及ぼす影響

若年女性における骨格筋の問題点とその多面的改善法に関する研究

大麦品種BARLEYmax の摂取がマウスの腸内代謝に及ぼす影響

間質性膀胱炎患者の食事指導教育ツールにおける満足度に関する検討

令和元

学校給食を活用した食教育による食行動の変容とその継続性に関する検証

大麦粥の摂取が摂食嚥下困難および入院高齢者の腸内細菌叢に及ぼす影響

マウスを用いた大麦摂取による糖代謝・脂質代謝に関する腸管―肝臓―脂肪組織間のクロス
トーク分析

特定保健指導において管理栄養士に求められるスキルに関する研究

令和 2

「プレコンセプションケア」に基づく、将来の妊娠を見据えた若い男女の食教育の検討

がん患者の口内炎、味覚障害を緩和するための台湾の食事治療の検討

ミルクたんぱく質が卵の加熱ゲル物性に及ぼす影響

マウスのメタボリックシンドローム関連指標に及ぼすシンバイオティクス効果に関する研究

膵臓β細胞における脂肪毒性の可視化：脂肪酸がミトコンドリア機能に与える影響の可視化
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専
攻 専　修 授与年度

（和暦） 論　文　題　目

人
間
生
活
科
学

健康・栄養科学

令和 2

栄養士養成施設における給食管理実習の概要と給食施設に勤務する栄養士業務の乖離について

日本人妊婦の健康リスク評価のための食事アセスメントに関する研究

咀嚼機能を獲得するための保育所における子どもへの食事支援に関する研究

令和 3

在宅訪問栄養指導における管理栄養士のアプローチ

海藻由来の水溶性食物繊維がマウスの肥満と腸内細菌叢に及ぼす影響

特別養護老人ホーム入居者における体重管理の重要性

生活環境学

平成２３

高等学校家庭科における技術習得の現状と今後の課題－被服分野を中心として－

幼児・児童の自然体験に対する母親の関心に合わせた検索システムの考案

南極の湖底堆積物による完新世における環境変動と生物相変遷の解明

平成２４
食糧廃棄物削減に繋がる行動を促す食育の展開
－環境教育的視点からの検証－

和服着用における着くずれについて

平成２５
南極宗谷海岸の丸湾大池の完新世における古環境学的研究

女子大生にみる被服の管理と高等学校における被服教育

平成２６ 根粒形成における感染シグナル伝達系の解析

平成２７ 和服の柄合わせに関する研究

平成29

暑熱環境下における浴衣の着装

裁縫教科書に見られる着物の変遷

化学繊維アレルギーの誘起機構に関する研究

平成30

酸性飲料による酸蝕歯発生リスク評価法の確立とアルカリイオン水によるエナメル質再石灰化
促進効果の検討

新聞記事から読む「アイビーファッション」の社会的受容について
－テキストマイニングを通じて－

令和 2 日本における百貨店販売教育の変遷からみる現代のアパレル販売員教育の問題点について

令和 3
昭和時代前期の大妻学院における裁縫・手芸教育について
－同窓会誌、博物館所蔵品をもとに－

コレクティブハウスにおける生活実態および共用空間の利用からみる有効性

児童発達臨床学

平成２３ 保育園生活における ２歳児のくつろぎと、くつろぎを生み出す物的環境との関係について

平成２４
幼稚園における特別な支援を必要とする子どもの仲間関係の形成と展開
－個人の事例分析を通して－

保育所における保護者支援についての検討－「クラスだより」の分析を通して－

平成２５ 自然とかかわるこどもを捉える視点－樹木から広がる幼児のかかわりの分析を通して－

平成２６ 介護福祉士養成課程における「介護実習劇」の試み
－演劇的手法を用いた実習事後指導の可能性－

平成２７
幼稚園における室内環境の変遷－室内装飾、壁面に着目して－

超高齢社会における介護予防を通した高齢者の発達支援に関する考察

平成28
軽度的知的障害者の捉える生きがいの特徴と生きがいになるまでのプロセスに関する考察につ
いて－インタビュー調査を通して－

教科横断的にはたらく能力の実践的研究

平成29 保育施設選択に見える保護者の子育て観

平成30
幼児の造形活動における技術習得プロセスについての検討

実習指導における保育者の働きかけに関する研究〜A保育所での学生の変容過程に着目して〜
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専
攻 専　修 授与年度

（和暦） 論　文　題　目

人
間
生
活
科
学

保育・教育学

令和元 ０歳児クラスの保育における保育者の視線の意味

令和 2 遊び場面におけるリスクマネジメント
－大型積み木を使用する初期段階の事例を通して－

令和 3
パネルシアターをつくり演じる活動における学びのプロセスの検討

多種職連携における保護者を中心としたチーム支援のあり方
～骨形成不全症の幼児の子育て支援の事例を通じて～

言
語
文
化
学

日本文学

平成２３ 坂口安吾『吹雪物語』の実験性－同時代言説との関わりから－

平成２４ 井原西鶴　町人物の研究

平成２５ 谷崎潤一郎『文章読本』の流通－１９３０年代の〈日本語を書く〉という問題－

平成２６

『賀茂保憲女集』研究－『枕草子』の表現との重なりを中心に－

金子みすゞの投稿童謡研究

１９０８年前後における《轢死》－夏目漱石『三四郎』を中心に－

国語教科書の諸相　　教材と指導をめぐる問題

平安文学と蔵人所－『枕草子』を中心に－

遁世と妻子の関わり－『発心集』『閑居友』『撰集抄』を中心として－

越境・都市・アナーキズム－安部公房と１９６８年

架空戦記の戦争表象－荒巻義雄『紺碧の艦隊』と歴史修正主義－

平成２７

平安貴族女性の裳唐衣装束について

１９０８年前後における《轢死》－夏目漱石『三四郎』を中心に－

川端康成『愛する人達』論－戦時下女性雑誌との交渉から－

平成28 平安時代の「かげ」の意味と用法－八代集を中心に－

平成29

『田舎教師』における「さびしさ」

黄表紙における天帝像

平安貴族女性の裳唐衣装束

平成30
『源氏物語』の尼生活

「人間、失格」者の〈語り〉をめぐって－－太宰治「人間失格」を中心に－－

令和元
『大斎院前の御集』に見られる生活と和歌

『大和物語』からみる婚姻と居住形態

令和 2
他者介入による自己理解――温又柔『真ん中の子どもたち』論

永久に咲く貴公子――『建礼門院右京大夫集』における平資盛の形象――

令和 3
太宰治作品における雨――『斜陽』を中心に――

〈江戸川乱歩〉像の形成

英語文学・英語教育

平成２３

『ヴェローナの二紳士』における手紙

『失楽園』とミルトン的宇宙世界

The Pragmatics of English Exclamatives
英語の感嘆文の語用論的性質

平成２４ 『テンペスト』研究　　キャリバンの表象を中心に

平成２６
『冬物語』における擬似的な死と復活

学ぶ力と支えるまなざし：児童英語教育におけるスキャフォールディングの前提
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専
攻 専　修 授与年度

（和暦） 論　文　題　目

言
語
文
化
学

英語文学・英語教育

平成２７ １９５０年代の英文学に見られる労働者像－ Alan Sillitoeと John Braineを中心として－

平成30

リーディング・ストラテジーの活性化と長文読解におけるその効果
The Activation of Reading Strategy and its Effect on Reading

Changes in Students' Intrinsic and Extrinsic Motivation in English Learning : A Mixed 
Methods Research Study

令和元 後置修飾構造の定着度と教科書における配列

国際文化

平成２３ 『花より男子』と東アジアの文化環流

平成２４
青年期毛沢東による倫理学の解釈－ドイツ人哲学者パウルセンの著作、“System der Ethik”の翻 
訳に焦点をあてて－

中国のナショナリズム－日本へのメッセージ－

平成２５ 東アジアの近代性と伝統文化　　明六社の人々と梁啓超を例に

平成２６ 日中知識人における死生観の構築－三島由紀夫と馮友蘭を例にして

平成２7 日本のドラマにおける謝罪表現について－ベトナム語母語者の観点から－

平成２8

中国における少子高齢化問題について

日本のマンガにみられる自称詞・対称詞の研究

日中経済の近代化と企業倫理観の再構成
－陳嘉庚、張謇と渋沢栄一に見る儒教伝統

平成29 明治知識人の東西文化理解と漢字使用
－『米欧回覧実記』の漢字・漢語を例に－

平成30

新たな日中関係の構築について

文化としてのネット用語－若者ネット用語の日中比較

近代日中知識人の東アジア文化観－岡倉天心と辜鴻銘を例に－

令和 2 中国のスマートシティ化

令和 3 ハッシュタグ・フェミニズム運動の影響から見る女性のエンパワメントの可能性

現
代
社
会
研
究

情報コミュニケーション
平成２４

笑う若者－お笑い番組と若者の人間関係の関連についての一考察－

人体構造の特徴を考慮した人体モデルによるバレエ教材

平成28 ルールからみた相撲の世界〜相撲研究の一視点

臨床社会学

平成２３

格差社会における消費行動
－多様化する消費主義－

「性同一性障害」：カテゴリーの断面

戦後の民衆社会－文化運動・青年団・戦争遺族

世代とライフスタイル

スクール・セクシュアル・ハラスメントの実態・防止・解決についての考察

女子学生の「今」を支えるものは何か－【現代大学生の生活と社会に関する意識調査】から－

平成２４ レイプという「性犯罪」をめぐる言説の多様性についての研究

平成２５
変容する社会の中の母子手帳

若者の就職活動からみる日本的集団主義の変容
～〝親子就活〟から〝ギャップ・イヤー〟まで～

平成２６ 農業において女性が輝くために
－茨城県における農村の活性化とジェンダー－

平成２8
ライフストーリーとアイデンティティ－－－家族関係からみる自己形成

子育て支援に関する母親たちのニーズとその背景
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専
攻 専　修 授与年度

（和暦） 論　文　題　目

現
代
社
会
研
究

臨床社会学

平成２9

日本社会における難民の受け入れに関する研究
－日本の難民に関する新聞報道の検討を中心に－

避妊に関する女性の「自己決定」のあり方
－低用量ピルに対する女性の意識に関する分析から－

平成30 医療機関の精神保健福祉士実習における実習評価尺度の開発
〜ソーシャルワーカーの価値を伝えるために〜

令和元 障害児を育てる親の語りと性別役割分業－新型出生前診断の広がる社会のゆくえを考える－

令和 3
支援の現場からみた児童虐待の現在－言説としての「世代間連鎖」を考える

震災復興における自助と女性の負担～支援活動の視角から～

臨
床
心
理
学

平成２３

職場における言語的コミュニケーションが労働者のモチベーションに及ぼす影響について

子どもの長期入院・通院体験の自己形成への影響に関する一考察
－青年の病気体験の語りから－

母親イメージにおける理想と現実のギャップと個としての女性を生きることが育児不安に及ぼ
す影響について

臨床場面におけるクライエントの不快感情の調整プロセス

不登校児に対するコミュニケーションを促す介入－三項関係に注目して－

平成２４

箱庭で展開されるごっこ遊びの意味について
－保育園での実践を通して－

現代青年のバウムテストにおける基礎的研究
－幹先端処理に着目して－

心理臨床場面におけるセラピストの効果的な自己開示に関する研究

ダウン症児出生に伴う親の障害受容過程とソーシャルサポートとの関連

大学生の自我同一性確立過程と時間的展望との関連
－女子大学における臨床心理士志望者への半構造化面接を通して－

過剰適応のスクリーニングテスト開発に向けた基礎的研究
－バウムテストにおける描画特徴の検討－

特別支援学級における課題遂行を促す臨床心理学的介入
－三項関係の形成に注目して－

心理面接の進展プロセス－セラピストの変化促進的介入に着目して－

平成２５

心理臨床家の専門性発達に関する基礎的研究－大学院教育における臨床訓練に焦点を当てて－

自閉症スペクトラム障害を持つ青年の自己の障害特性理解に関する一考察
－就労支援における支援者と被支援青年への面接調査を通して－

青年期における重要他者への承認欲求が自己関係づけに与える影響について

現代青年の感受性について－生と死をテーマとした絵本を題材として－

通常学級に在籍する発達障害児の適応を促す臨床心理学的支援の検討

平成２６

育児期女性の現状認識と well-beingに関連する要因
－価値観志向・ソーシャルサポート・育児観の観点から－

いじめの ４類型といじめ加害者の特徴について
－いじめの「露見性－匿名性」および「直接性－間接性」による４類型－

学習習熟度別学級編成における高校生の自己受容感と学級適応感の関連性について
－横断的・縦断的研究による臨床心理学的考察－

心理療法場面におけるセラピストの感情コンピテンスの発達過程

理想自己と現実自己の差異と自己注目が劣等感に与える影響

臨床心理士が喪失体験から回復するプロセスの研究

子どものレジリエンス－プレイセラピィの過程から－
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専
攻 専　修 授与年度

（和暦） 論　文　題　目

臨
床
心
理
学

平成２７

発達障害児支援に携る学生ボランティアが抱える困難について
－学生への支援策の検討に向けて－

カウンセラーの共有不全経験についての検討

臨床心理士を目指す院生同士の関係性とピアグループの関連

青年期における対人場面での自分についての苦悩－対人不安の程度による違いの検討－

平成２8

日本人の対人不安発生プロセスの検討－文化的自己観の影響－

初学者のスーパーヴィジョンプロセスについて

ストレスフルな体験の意味づけの過程と情緒への気づきについて
－臨床 １事例の質的検討－

家族関係認知と食行動との関連

正常解離に関する研究－最早期記憶とTATとの比較から－

“思い出し羞恥”の特質と変化の検討

平成２9

青年期女子の過剰適応を規定する親子関係の諸要因について
－Masterson,J.F. の理論を踏まえて－

妊娠期〜出産後における女性の心理的変化と心理的サポート
－女子大学生および母親の妊娠・出産イメージと母子画、働く母親への半構造化面接－

アサーションが摂食障害傾向および自尊感情に及ぼす影響

スーパーヴィジョンにおける情緒的サポートに関する研究
－セラピストの共感疲労の視点から－

自己心理学の観点から見たキレる現象について
－自己対象体験、自己愛的抑うつ、自己愛的憤怒との関連－

平成30

イヌの介在による心理学的効果の検証－心理臨床場面への応用に向けて－

一般臨床群における心理相談室への被援助中断に関する探索的研究

初学者における心理療法の終結－喪失反応に注目して－

女性同性愛者のアイデンティティ形成について－異性愛主義の視点に注目して－

現代女子青年の友人関係の取り方と自己愛傾向，自尊感情との関連について

カウンセラーの介入の違いが反芻・省察および抑うつなどの症状や、自尊感情・自己への思い
やりに及ぼす影響

代表的パーソナリティ障害の特徴にみられるオーバーラップと独自性の背景要因の検討
〜愛着スタイルの観点から〜

令和元

コンパッション・フォーカスト・セラピーの効果に関する研究
－他の介入技法との比較において－

女子大生における友人関係のとり方、ソーシャルスキルと居場所感の関連について

首尾一貫感覚と月経随伴症状との関連性の検討－月経困難症の予防を目指して－

高校生の進路選択における親子間葛藤とその対処方略が自己肯定感に与える影響

令和 2

大学生の不登校予防のための心理教育プログラムの検討
－大学生の援助要請とピア・サポートに注目して－

周産期の喪失を経験した母親及びその家族へのケアに関する研究
－多職種連携における心理支援の観点から－

青年期から育児期における母親の親性の発達過程とその育成に関する支援について

障害児・者のきょうだいの障害受容過程―障害児・者のきょうだいの語りから読み解く―

令和 3

母親の子離れのプロセスについて

自傷行為に影響を及ぼす要因に関する臨床心理学的研究

AEDP（加速化体験力動心理療法）におけるセラピストの共感がクライエントの被共感体験に
つながるまでの過程
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（1）大妻女子大学大学院学則

（昭和 4 7 年 4 月 1 日制定）
最終改正　改正　令和 4年 1月 2 8 日

第 1章　　総　　則

　（目的）
第 1条　大妻女子大学大学院（以下「本学大学院」という。）は、建学の精神に則り、学術の理論及び応用
を教授研究し、その深奥をきわめ、又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越し
た能力を培い、文化の進展に寄与することを目的とする。
　（自己点検及び評価）
第 １条の ２　本学大学院は、教育研究水準の向上を図り、その目的及び社会的使命を達成するため、教育研
究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。
２　前項の点検及び評価に関する事項は別に定める。
　（課程）
第 2条　本学大学院に修士課程及び博士課程を置く。
　（標準修業年限等）
第 3条　修士課程の標準修業年限は、２年とする。
２　修士課程において、学生が、職業を有している等の事情により、前項に定める標準修業年限を超えて一
定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申し出たときは、その計
画的な履修を認めることができる。
３　博士課程の標準修業年限は、 ５年とする。
４　博士課程は、これを前期 ２年及び後期３年の課程に区分し、前期 ２年の課程は、これを修士課程として
取扱うものとする。
５　本学則において、前項の前期 ２年の課程は「修士課程」といい、後期 ３年の課程は「博士後期課程」と
いう。
 （修士課程の目的）
第 4条　修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又はこれに加えて高
度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。
　（博士後期課程の目的）
第 5条　博士後期課程は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に専
門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。
　（研究科、専攻及び学生定員）
第 6条　本学大学院に次の研究科、専攻を置き、学生定員を次のとおりとする。

　（人間文化研究科の目的）
第 6条の 2　人間文化研究科（以下「研究科」という。）は、生活科学、人文学、社会学、人間学などの人
間の文化全般に関して、広い視野と学際的・総合的視点に基づいた理論的・専門的・実践的な高度の教育

研究科 専攻 課程 入学定員 収容定員

人間文化研究科

人間生活科学専攻
修士課程 1 2 2 4

博士後期課程 　 3 　 9

言語文化学専攻 
修士課程 　 8 1 6

博士後期課程 　 3 　 9

現代社会研究専攻 修士課程 　 6 1 2

臨床心理学専攻 修士課程 　 6 1 2

諸規程�
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と研究を行うことにより、社会関係資本の重要性が増す今後の社会をリードできる人材を養成することを
目的とする。
2　研究科各専攻の目的は次のとおりとする。
　一　人間生活科学専攻（修士課程）
　人間生活を、被服、食物、保育、家庭生活などの研究の枠を超え、人間、発達、心理、社会、環境、
生態、健康、教育、文化などと関連させながら、生活を総合的科学として捉えると同時に、生活の知を
探求することができる人材を養成することを目的とする。

　二　人間生活科学専攻（博士後期課程）
　人間生活科学専攻（修士課程）における健康・栄養科学、生活環境学、保育・教育学の専門領域の研
究・教育をさらに深化発展させ、高度な専門的知識・技術を駆使して、広く人間の生活現象に関わる諸
問題を真摯に探求し、解決することができる人材を養成することを目的とする。

　三　言語文化学専攻（修士課程）
　日本と英米の文学と言語を中心とした専門領域の研究・教育を基盤として、さらに、近年内外で展開
する政治、経済、文化の流動化に応え、洋の東西にまたがる国際情勢と文化の動態を柔軟に取り込む知
の枠組を確立し、実践することができる人材を養成することを目的とする。

　四　言語文化学専攻（博士後期課程）
　言語文化学専攻（修士課程）における日本文学、英語文学・英語教育、国際文化の専門領域の研究・
教育をさらに深化発展させ、内外で加速度的に流動化する社会・文化の動態を読み解き、多様化し先鋭
化する研究分野の動向や理論の展開に柔軟かつ強靭に対応して、自立した研究活動の成果を挙げること
ができる人材を養成することを目的とする。

　五　現代社会研究専攻（修士課程）
　より広義の社会学的な観点から、高度情報社会が要請する専門的学問領域と専門的職業領域との連携
を図り、市民としての主体性とコミュニケーション能力ないしは臨床能力を備えて、現代社会に実質的
に貢献できる人材を養成することを目的とする。

　六　臨床心理学専攻（修士課程）
　臨床心理学的アセスメント、心理面接、地域援助の理論と技法を修得し、さらに科学的思考と臨床的
な態度とを身につけ、保健医療、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働などさまざまな領域で、適切な
援助、介入及び研究のできる心理臨床の専門家を養成することを目的とする。

第 2章　　授業科目、単位数、履修方法及び研究指導
　（教育方法）
第 7条　本学大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」とい
う。）によって行う。
２　本学大学院の課程においては、教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定の時間
又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。
　（修士課程における履修指導及び研究指導）
第 ７条の ２　授業科目の履修及び学位論文作成等の指導を行うため、各学生ごとに指導教員及び副指導教員
を定める。
２　指導教員は、学生の履修すべき授業科目の選択について、あらかじめ指導を行うものとする。
　（博士後期課程における履修指導及び研究指導）
第 ７条の ３　各学生ごとに、その研究課題に対応して、それぞれ専門を異にする ３名以上の教員（指導教員
１名、副指導教員 ２名以上）からなる研究指導チームを組織し、多角的、総合的な研究を促進させるもの
とする。
２　指導教員は、学生に対し、研究計画を定めるための指導を行うとともに、学生の研究課題に即した授業
科目を選択するよう指導を行うものとする。
　（授業科目及び単位数）
第 ８条　研究科各専攻の授業科目及び単位数は、別表（ １）のとおりとする。
２　学生は専攻の授業科目について、修士課程は ３ ０ 単位以上、博士後期課程は人間生活科学専攻が １ ０ 単
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位以上、言語文化学専攻が １２  単位以上修得しなければならない。
　（履修方法）
第 ９条　研究科各専攻における授業科目の内容及び研究指導の内容並びにこれらの履修方法は、別に定める。
　（他の専攻の授業科目の履修）
第 １ ０ 条　修士課程において、教育研究上必要と認めたときは、本学大学院の他の専攻の授業科目を履修さ
せることができる。
２　博士後期課程において、教育研究上必要と認めたときは、本学大学院の他の専攻の授業科目を履修させ
ることができる。
　（他の大学院における授業科目の履修）
第 １ ０ 条の ２　教育上有益と認めるときは、他の大学院において履修した授業科目について修得した単位
を、 １ ５ 単位を超えない範囲で本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことがで
きる。
２　前項の規定は、外国の大学院に留学する場合について準用する。
３　前 ２項に定める単位認定に関する事項は、別に定める。
　（入学前の既修得単位等の認定）
第 １ ０ 条の ３　教育上有益と認めるときは、学生が入学する前に他の大学院において履修した授業科目につ
いて修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を、 １ ５ 単位を超えない範囲で入学後の
本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。
２　前項により修得したものとみなすことができる単位数は、前条第 １項及び第 ２項により本学大学院にお
いて修得したものとみなす単位数と合わせ ２ ０ 単位を超えないものとする。
３　前項に定める単位認定に関する事項は、別に定める。
４　第 １項により単位を修得したものとみなす場合であって、当該単位の修得により本学大学院の修士課程
の教育課程の一部を履修したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して １年
を超えない範囲で本学大学院の修士課程が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし、第
１２  条ただし書きの規定を適用する場合も含め、本学大学院の修士課程に少なくとも １年以上在学するも
のとする。
　（単位の認定及び成績評価）
第 １１  条　履修授業科目の単位の認定は、試験によるものとし、毎学期又は学年末に行う。
２　試験は、筆記、口述又は研究報告等により授業担当教員が行う。
３　授業回数の ３分の ２以上の出席がない科目については受験を認めない。
４　病気その他やむを得ない理由により、正規の試験を受けることができなかった者に対しては、追試験を
行うことがある。
５　各授業科目の成績評価は、Ｓ（ １ ０ ０ 点～ ９ ０ 点）､Ａ（ ８９  点～ ８ ０ 点）､Ｂ（ ７９  点～ ７ ０ 点）､Ｃ（ ６９
点～ ６ ０ 点）及びＤ（ ５ ９ 点以下）をもってこれを表し、Ｓ､ Ａ､ Ｂ､ Ｃを合格とし、Ｄを不合格とする。
合格した授業科目に所定の単位を与える。

第 3章　　課程修了の認定及び学位の授与
　（修士課程修了の要件）
第 1 2 条　修士課程の修了には、２年以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、
修士論文の審査又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格することを要する。ただ
し、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、１年以上在学すれば足りるものとする。
　（博士後期課程修了の要件）
第 １３  条　博士後期課程の修了には、 ３年以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受け
た上、博士論文の審査及び最終試験に合格することを要する。ただし、在学期間に関しては、優れた研究
業績を上げた者については、 １年（標準修業年限が １年以上 ２年未満の修士課程又は専門職学位課程を修
了した者にあっては、 ３年から当該修業年限を減じた期間）以上在学すれば足りるものとする。
２　前項の規定にかかわらず、前条ただし書きの規定による在学期間をもって修士課程を修了した者（他の
大学院の修士課程又は博士前期課程を同規定と同様に在学期間を短縮して修了した者を含む。）の博士後
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期課程の在学期間に関して、優れた研究業績を上げた者については、 ３年から修士課程における在学期間
を減じた期間以上在学すれば足りるものとする。
３　前 ２項の規定にかかわらず、学校教育法施行規則第 １ ５ ６ 条の規定により、修士の学位又は専門職学位
を有する者と同等以上の学力があると認めた者が博士後期課程に入学した場合の修了要件は、 ３年以上在
学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格する
ことを要する。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、 １年以上在学すれ
ば足りるものとする。
　（最終試験）
第 １４  条　最終試験は、所定の単位を修得し、かつ、学位論文又は特定の課題についての研究の成果を提出
した者について筆記又は口述により、最終年次の後期以降に行う。
　（課程修了の認定）
第 １ ５ 条　課程修了は、研究科教授会における審議を経て認定する。
　（学位）
第 １６  条　課程修了の認定を得た者に対しては、次の区分に従い学位を授与する。
	 修士課程	 人間生活科学専攻	 修士（生活科学）
		  言語文化学専攻	 修士（文学）
		  現代社会研究専攻	 修士（社会学）
		  臨床心理学専攻	 修士（心理学）
	 博士後期課程	 人間生活科学専攻	 博士（生活科学）
		  言語文化学専攻	 博士（文学）
2　前項の規定にかかわらず、博士後期課程を経ない者で、博士論文を提出して、その審査に合格し、かつ、
博士後期課程を修了した者と同等以上の学力を有すると認められた者にも博士の学位を授与することがで
きる。
3　学位の授与に関する規程は、別に定める。

第 4章　　教育職員免許
　（教育職員免許）
第 1 7 条　教育職員免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び同法施行規則に定
める所要の単位を修得しなければならない。
2　前項の所要資格を取得した者が受けることのできる教育職員免許状の種類及び教科は次のとおりとする。

第 4章の 2　　日本語教員養成プログラム
　（日本語教員養成プログラム）
第 1 7 条の 2　研究科言語文化学専攻（修士課程）に日本語教員養成プログラムを置く。
2　日本語教員養成プログラムに関する専門科目及び単位数は別表（ ２）のとおりとする。

研究科 専攻 教育職員免許状の種類 教科

人間文化研究科

人間生活科学専攻
 （修士課程）

中学校教諭専修免許状 
高等学校教諭専修免許状 家　庭

栄養教諭専修免許状

幼稚園教諭専修免許状

小学校教諭専修免許状

言語文化学専攻 
 （修士課程）

中学校教諭専修免許状 
高等学校教諭専修免許状 国　語

中学校教諭専修免許状 
高等学校教諭専修免許状 英　語

現代社会研究専攻 
（修士課程） 高等学校教諭専修免許状 情　報
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3 　日本語教員養成プログラムに関する事項は、別に定める。

第 4章の 3　　公認心理師
　（公認心理師）
第 1 7 条の 3　公認心理師国家試験の受験資格を得ようとする者は、公認心理師法及び同法施行規則の定め
るところにより単位を修得しなければならない。
第 1 7 条の 4　公認心理師国家試験の受験資格は、臨床心理学専攻において取得できるものとする。

第 5章　　教員組織
　（研究科長）
第 1 7 条の 5　研究科に研究科長を置く。
2　研究科長は、研究科に関する校務をつかさどる。
　（研究科の担当教員）
第 1 8 条　研究科における授業を担当する教員は、教授、准教授、講師又は助教とする。
2　研究科における研究指導を担当する教員は、教授を充てる。ただし、特に必要がある場合には、准教授、
専任講師又は助教を充てることができる。

第 6章　　研究科教授会
　（研究科教授会）
第 1 9 条　研究科に研究科教授会を置く。
　（研究科教授会の組織）
第 2 0 条　研究科教授会は、研究科長並びに研究科に所属する教授、准教授、専任講師及び助教をもってこ
れを組織する。
　（研究科教授会の所掌）
第 2 1 条　研究科教授会は、次の事項を審議し、学長が決定を行うに当たり意見を述べるものとする。
　一　学生の入学及び課程の修了
　二　学位の授与
　三　前 ２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、研究科教授会の意見を聴くことが必要
なものとして学長が定めるもの

2　研究科教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び研究科長がつかさどる教育研究に関する事項に
ついて審議し、及び学長、研究科長の求めに応じ、意見を述べることができるものとする。また、専攻は、
研究科長がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び研究科長の求めに応じ、意見を述べる
ことができるものとする。

第 7章　　運営会議
　（運営会議）
第 2 2 条　本学に運営会議を置く。
２　運営会議は、本学の教育研究に関する重要な事項について審議し、学長が決定を行うに当たり意見を述
べるものとする。
３　運営会議に関する事項は、別に定める。

第 8章　　入学、休学、復学、退学、除籍、再入学、転学及び留学
　（入学の時期）
第 2 3 条　入学の時期は、学年の初めとする。
２　前項の規定にかかわらず、適当であると認めるときは、学期の初めにも入学させることができる。
　（入学資格）
第 ２４  条　修士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。
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　一　学校教育法第 ８３  条に定める大学を卒業した者
　二　外国において、学校教育における １６  年の課程を修了した者
　三　学校教育法第 １ ０ ４ 条第 ７項の規定により学士の学位を授与された者
　四　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教
育における １６  年の課程を修了した者

　五　我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における １６  年の課程を修了
したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育
施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者

　六　外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は
関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指
定するものに限る。）において、修業年限が ３年以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行
う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外
国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修
了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者

  七　専修学校の専門課程（修業年限が ４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たす者
に限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者

　八　文部科学大臣の指定した者
　九　学校教育法第 １ ０ ２ 条第 ２項の規定により大学院に入学した者であって、本学大学院が大学院におけ
る教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者

　十　学校教育法第 ８３  条に定める大学に ３年以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定め
る者を含む。）であって、本学大学院において、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認め
た者

　十一　本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認
めた者で、 ２２  歳に達した者

2　博士後期課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。
　一　修士の学位又は専門職学位を有する者
　二　外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者
　三　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は専門職学位に
相当する学位を授与された者

　四　我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付け
られた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位又は専門
職学位に相当する学位を授与された者

  五　国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭和 ５ １ 年法律
第 ７２  号）第 １条第 ２項に規定する １９７２    年 １２  月 １１  日の国際連合総会決議に基づき設立された国
際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者

　六　学校教育法施行規則第 １ ５ ６ 条第 ５号の規定による外国の学校等において、大学院設置基準第 １６  条
の ２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力がある
と認められた者

　七　文部科学大臣の指定した者
　八　本学大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上
の学力があると認めた者で、 ２４  歳に達した者

　（入学者の選考）
第 2 5 条　修士課程の入学志願者に対しては、筆記試験及び口述試験を行い、かつ、出身大学が発行する成
績証明書等を総合して入学者を決定する。
２　博士後期課程の入学志願者に対しては、筆記試験及び口述試験を行い、修士論文又はこれに相当する論
文、出身大学院が発行する成績証明書等を総合して入学者を決定する。
３　選考の方法、時期等については、別に定める。
　（入学手続）
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第 2 6 条　前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに本人の誓約書及び連帯保
証人の保証書、その他の書類を提出し、所定の納付金を納入しなければならない。
第 ２７  条　前条の入学手続きを完了した者に入学を許可する。
２　前条の連帯保証人は、父母、近親者又は本学が定めた者とする。
３　連帯保証人は、その学生が本学に対して負担する債務を連帯保証する。
４　連帯保証人について本学で適当でないと認めたときは変更させることがある。
５　連帯保証人が連帯保証する、本学に対して負担する債務の範囲は、保証書に定める。
　（休学）
第 ２８  条　疾病その他止むを得ない理由により、 ３か月以上欠席する場合は、許可を得て休学することがで
きる。
２　休学期間は、 １年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、 １年を限度として休学期間の延長を
認めることができる。
３　休学期間は、通算して、修士課程においては ２年、博士後期課程においては ３年を超えることはできな
い。
４　休学期間は、第 １２  条及び第 １３  条に定める在学期間に含めない。
　（復学）
第 ２９  条　休学の理由が消滅した場合は、速やかに復学願を提出しなければならない。
　（退学）
第 ３ ０ 条　疾病その他止むを得ない理由により退学を希望する者は、速やかに退学願を提出しなければなら
ない。
　（除籍）
第 ３１  条　次の各号の一に該当する者は、除籍することができる。
　一　第 ３６  条に定める在学年数を超えた者
　二　第 ２８  条第 ３項に定める休学の期間を超えてなお修学できない者
　三　授業料及び教育充実費を滞納し、督促してもなお納入しない者
　四　長期にわたり行方不明の者
　（再入学）
第 3 2 条　第 ３ ０ 条により退学した者、前条第 ３号及び第 ４号により除籍となった者が再入学を願い出た場
合は、審査の上これを許可することがある。
　（転学）
第 ３３  条　本学大学院学生が他の大学院に転学しようとするときは、速やかに転学願を提出しなければなら
ない。
２　他の大学の大学院学生が本学大学院に転学を願い出たときは、欠員のある場合に限り、選考の上、許可
することがある。
　（留学）
第 ３４  条　教育上有益と認めるときは、学生が外国の大学院における学修のため留学することを許可するこ
とができる。
２　前項の規定により外国の大学院において学修する期間は、 １年を限度とする。
３　学生が留学の期間において履修した授業科目について修得した単位を、第 １ ０ 条の ２の規定に基づき、
本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。
４　外国の高等教育研究機関のうち、大学院に相当するものとして認定したものにおいて履修した学生につ
いても、前項の規定を準用して本学大学院における相当する授業科目の履修とみなし、単位を修得したも
のとすることができる。
５　第 １項の許可を得て留学した期間は、第 １２  条及び第 １３  条に定める在学期間に含める。
６　前項までに定めるもののほか、学生の留学について必要な事項は、別に定める。
　（休学期間中の他の大学院における修得単位の認定）
第 ３ ５ 条　学生が休学期間中に他の大学院において履修した授業科目について修得した単位を、第 １ ０ 条の
２の規定に基づき、本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。
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　（在学年数）
第 ３６  条　修士課程の最長在学年数は４年、博士後期課程の最長在学年数は６年とする。

第 9章　　賞　　罰
　（表彰）
第 3 7 条　学生として表彰に値する行為のあった者に対しては、これを表彰することができる。
　（懲戒）
第 ３８  条　学生が、本学大学院の学則及び諸規程に違反し、又は学生の本分に反する行為があったときは、
当該学生を懲戒する。
２　懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。
３　前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。
　一　性行不良で改善の見込がないと認められる者
　二　学業を怠り、成業の見込がないと認められる者
　三　正当の理由がなく出席が常でない者
　四　本学の秩序を乱した者
4　懲戒の処分の手続きは、別に定める。
第 ３９  条　停学の期間は、原則として第１２条及び第１３条に定める在学期間に含めない。

第 1 0 章　　科目等履修生、長期履修学生、研究生、特別聴講学生、委託生及び外国人留学生
　（科目等履修生）
第 4 0 条　研究科の授業科目のうち、 １科目又は数科目を選んで履修を希望する者があるときは、授業及び
研究に支障のない限り選考の上、科目等履修生として履修を許可することがある。
２　科目等履修生には、本学則第 １１  条の規定を準用して単位を与えることができる。
３　科目等履修生に関する規程は、別に定める。
　（長期履修学生）
第 ４１  条　第 ３条第 １項に定める修業年限を超える一定期間にわたり授業科目を履修することを目的とし
て、入学を志願する者があるときは、選考の上、長期履修学生として入学を許可することがある。
２　長期履修学生に関する規程は、別に定める。
　（研究生）
第 ４２  条　本学大学院において特定の専門事項について研究しようとする者があるときは、選考の上、研究
生として研究を許可することがある。
２　研究生に関する規程は、別に定める。
　（特別聴講学生）
第 ４３  条　国内外の大学院との単位互換協定に基づき、本学大学院の授業科目の一部の履修を希望する者が
あるときは、特別聴講学生として履修を許可することがある。
２　特別聴講学生に関する規程は、別に定める。
　（委託生及び外国人留学生）
第 ４４  条　委託生及び外国人留学生については、大妻女子大学学則の委託生及び外国人留学生に関する規定
を準用する。

第 1 1 章　　授業料その他の納付金
　（納付金）
第 4 5 条　授業料その他の納付金は次のとおりとし、所定の期日までに納入しなければならない。
　一　入学検定料	 35 ,000円
　二　入学金	 150 ,000円
　三　授業料
　　　人間文化研究科
	 人間生活科学専攻	 修士課程	555  ,000円（ 2年次　565 ,000円）
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		  博士後期課程	 455 ,000円（ 2年次　465 ,000円、 3年次　475 ,000円）
	 言語文化学専攻	 修士課程	5 15 ,000円（ 2年次　525 ,000円）
		  博士後期課程	 415 ,000円（ 2年次　425 ,000円、 3年次　435 ,000円）
	 現代社会研究専攻	 修士課程	5 35 ,000円（ 2年次　545 ,000円）
	 臨床心理学専攻	 修士課程	5 35 ,000円（ 2年次　545 ,000円）
　四　教育充実費
	 人間文化研究科	 修士課程	 200 ,000円（ 2年次　210 ,000円）
		  博士後期課程	 200 ,000円（ 2年次　210 ,000円、 3年次　220 ,000円）
　五　実験実習費	 実費
　六　その他の納付金については、別に定める。
2　休学期間中の授業料は全額免除とし、教育充実費は半額免除とする。ただし、学期の途中で休学又は復
学する者は、その期の所定の学費を納入しなければならない。
３　欠席又は停学中の者の授業料及び教育充実費は、減免しない。
４　第 ３４  条の規定により留学を許可された者の留学期間中の授業料は全額免除とする。ただし、本学大学
院と外国の大学院との交換留学協定（授業料等を相互に不徴収とすることを定めているものに限る。）に
基づく交換留学生として、留学を許可された者を除く。
５　既納の納付金は、還付しない。
　（納付金の減免）
第 ４６  条　特に必要と認めた場合には、第 ４ ５ 条に定める学生納付金を減免することができる。
２　学生納付金の減免に関する規程は、別に定める。

第 1 2 章　　雑　　則
　（学則の準用）
第 4 7 条　この学則に定められていない事項については、大妻女子大学学則を準用する。
　（施行細則）
第 ４８  条　この学則の施行について必要な事項は、別に定める。

　　　附　則
　（略）
　　　附　則
１　この学則は、令和 ４年 ４月 １日から施行する。
２　改正後の大妻女子大学大学院学則施行の際、令和 ３年度以前に入学し、現に在学中の者に係る第 ８条第
１項の規定による別表（ １）の授業科目に関しては、なお、従前の例による。
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（ ２ ）大妻女子大学学位規程

（昭和 ４ ７ 年 ４ 月 １ 日制定）
� 最終改正　令和 3年 3月 1 2 日

（趣旨）
第 １条　この規程は、学位規則（昭和 ２ ８ 年文部省令第 ９号）第 １ ３ 条及び大妻女子大学大学院学則（昭和
４ ７ 年 ４ 月 １ 日制定。以下「大学院学則」という。）第 １ ６ 条第 ３項の規定に基づき、大妻女子大学（以下「本
学」という。）において授与する学位に関し必要な事項を定める。
（学位の種類）
第 ２条　本学において授与する学位は、学士、修士及び博士とする。
（学士の学位授与の要件）
第 ２条の ２　学士の学位は、大妻女子大学学則（昭和 ４ ８ 年 ４ 月 １ 日制定）第 １ ２ 条に規定するところによ
り、大学学部を卒業した者に授与する。
（修士の学位授与の要件）
第 ３条　修士の学位は、大学院学則第 １ ２ 条に規定するところにより、大学院修士課程を修了した者に授与
する。
（博士の学位授与の要件）
第 ４条　博士の学位は、大学院学則第 １ ３ 条に規定するところにより、大学院博士後期課程を修了した者に
授与する。
２　前項に規定する者のほか、博士の学位は、本学大学院の博士後期課程を経ない者が、博士論文を提出し
て、その審査及び試験に合格し、かつ、専攻学術に関し、本学大学院の博士後期課程を修了した者と同等
以上の学力を有することを確認（以下「学力の確認」という。）された場合には、授与することができる。
３　本学大学院の博士後期課程に所定の年限以上在学し、所定の単位を修得して退学した者が、再入学しな
いで、博士の学位を申請するときは、前項の規定を準用する。
（学位論文の提出）
第 ５条　修士論文及び博士論文（特定の課題についての研究の成果を含む。以下「学位論文」という。）は、
学長に提出するものとする。
２　提出に必要な学位論文の部数及び書類は別に定める。
３　学位論文の審査のために必要があるときは、関係資料を提出させることがある。
（学位論文審査手数料）
第 ６条　第 ４条第 ２項及び第 ３項に規定する者が博士の学位を申請するときは、学位論文審査手数料を納付
するものとする。学位論文審査手数料については、別に定める。
２　前項の規定にかかわらず、第 ４条第 ３項に規定する者が退学後 ３年以内に博士の学位を申請する場合は、
学位論文審査手数料の納付を必要としない。
（学位論文及び学位論文審査手数料の返付）
第 ７条　受理した学位論文及び学位論文審査手数料は、返付しない。
（学位論文の審査）
第 ８条　学長は、学位論文を受理したときは、研究科教授会にその審査を付託する。
２　研究科教授会は、前項の審査を行うため、論文審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設ける。
審査委員会については別に定める。
３　審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験を行う。
４　その他審査委員会の運営に関する事項は、研究科教授会において定める。
（学力の確認）
第 ９条　第 ４条第 ２項及び第 ３項の規定による博士論文の提出があったときは、審査委員会は、学位申請者
の学力の確認を行う。
２　学力の確認は、博士論文に関連のある分野の科目及び外国語について、筆記又は口述の試問により行う。
３　第 １項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、学力の確認を行わないことができる。
（ １ ）　学位申請者の学歴、業績等に基づいて学力を確認することができる場合
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（ ２ ）　第 ４条第 ３項に規定する者が退学後 ３年以内に博士論文を提出した場合
（学位論文の審査期間）
第 １ ０ 条　修士論文の審査及び最終試験は、在学期間中に行わなければならない。
２　博士論文の審査及び最終試験は、次の各号に掲げる期間内に行わなければならない。
（ １）　第 ４条第 １項に規定する者にあっては、在学期間中とする。
（ ２）　第 ４条第 ２項及び第 ３項に規定する者にあっては、博士論文を受理した日から １年以内とする。

なお、第 ９条第 １項による学力の確認についても、同期間内に行うものとする。
（論文審査及び最終試験の結果の報告）
第 １ １ 条　審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験を終了したときは、学位論文の内容の要旨、審査の
結果の要旨及び最終試験の結果の要旨に学位授与の可否についての意見を添えて、研究科教授会に文書で
報告しなければならない。なお､ 第 ９条第 １項による学力の確認を行った場合は、学力の確認の結果の要
旨について、最終試験の結果の要旨に付記するものとする。
（学位授与の可否の審議）
第 １ ２ 条　研究科教授会は、前条の報告に基づき、学位授与の可否について審議する。
（学長への報告）
第 １ ３ 条　研究科長は、前条の審議に基づき、その結果を文書で学長に報告しなければならない。
２　前項の場合において、学位論文の内容の要旨、審査の結果の要旨及び最終試験の結果の要旨を添付する
ものとする。
（学位の授与）
第 １ ４ 条　学長は、前条の報告に基づき、学位授与の可否を決定する。
２　学長は、学位を授与すべきもの者には所定の学位記を授与し、学位を授与できない者には、その旨を通
知する。
（博士論文の要旨等の公表）
第 １ ５ 条　本学は、博士の学位を授与したときは、当該博士の学位を授与した日から ３か月以内に、当該博
士論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を大妻女子大学学術情報リポジトリ（以下「リポジトリ」
という。）により公表するものとする。
（博士論文の公表）
第 １ ６ 条　博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から １年以内に、当該博士論文の
全文を公表しなければならない。ただし、当該博士の学位の授与を受ける前に既に公表したときは、この
限りでない。
２　前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合には、学長の承
認を受けて、当該博士論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。この場合に
おいて、本学は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。
３　博士の学位を授与された者が行う前 ２項の規定による公表は、本学の協力を得て、リポジトリの利用に
より行うものとする。
（学位の名称の使用）
第 １ ７ 条　学位を授与された者は、当該学位の名称を用いるときは、「大妻女子大学」と付記するものとする。
（学位授与の報告）
第 １ ８ 条　博士の学位を授与したときは、学長は、学位簿に登録の上、当該学位を授与した日から ３か月以
内に文部科学大臣に報告するものとする。
（学位授与の取消）
第 １ ９ 条　学位を授与された者が、不正の方法により学位の授与を受けた事実が判明したとき、又はその名
誉を汚辱する行為があったときは、学長は、当該教授会の議を経て学位の授与を取り消し、学位記を返還
させ、かつ、その旨を公表するものとする。
（学位記の様式）
第 ２ ０ 条　学位記の様式は、様式第 １号から様式第 ３号までのとおりとする。
（取扱内規）
第 ２ １ 条　この規程に定めるもののほか、必要な取扱内規は、別に定める。
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　　　附　則
　　　　（略）
　　　附　則
　この規程は、令和３年４月１日から施行する。

様式第 １号（第 ３条の規定による様式）
	 和文	 英文

様式第 ２号（第 ４条第 １項の規定による様式）
	 和文	 英文
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様式第 ３号（第 ４条第 ２項の規定による様式）
	 和文	 英文
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（ ３ ）大妻女子大学大学院修士論文審査及び最終試験取扱内規
（平成 ２ ２ 年 ２ 月 １ ９ 日制定）

� 最終改正　平成 3 1 年 3 月 12  日

　（論文題目の提出）
第 １条　大妻女子大学学位規程（昭和 4 7 年 4 月 1 日制定。以下「学位規程」という。）第 3条の規定に係る
修士論文の審査を申請しようとする者は、修士論文審査の申請年度の 5月末日までに、修士論文題目届を
指導教員、専攻主任を経て研究科長に提出するものとする。
2　修士論文題目を変更するときは、修士論文審査の申請年度の 9月末日までに、修士論文題目変更届を指
導教員、専攻主任を経て研究科長に提出するものとする。
3　大妻女子大学大学院学則（昭和 4 7 年 4 月 1 日制定）第 12  条ただし書きに基づき在学期間を短縮でき
る者に係る論文題目に関する事項は、別途定める。
　（論文概要の提出）
第 2条　修士論文の審査を申請しようとする者は、修士論文作成の中間報告として、修士論文審査の申請年
度の 1 0 月末日までに、修士論文概要届及び修士論文概要（ 4 0 0 字程度） 2部を指導教員、専攻主任を
経て研究科長に提出するものとする。
　（論文審査の申請）
第 3条　修士論文の審査を申請する者は、修士論文審査の申請年度の 1月下旬の指定された日時に、修士論
文審査申請書及び修士論文 1篇 3部（正本 1部・副本 2部）を指導教員、専攻主任、研究科長を経て学長
に提出するものとする。
2　前項に定める提出時期に提出しない者の修士論文審査申請書等は、受理しない。ただし、特別の理由が
あるときは、研究科教授会の議を経て受理することがある。
3　修士論文の審査のために必要があるときは、修士論文の訳文その他関係資料を提出させることがある。
　（論文審査委員会）
第 4条　学位規程第 8条第 2項の規定に基づき、研究科長は、指導教員を含めた 3名以上の修士論文審査委
員（以下「審査委員」という。）で組織する修士論文審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設けるも
のとする。
2　審査委員会は、審査委員のうちから主査 1名及び副査 2名を決定する。
3　主査及び副査は、本学修士課程の論文指導担当の教授、准教授でなければならない。ただし、副査には
副指導教員を含めることもできる。
4　審査委員会は厳正な学位審査体制を確立し、いかなる金品の授受も行ってはならない。
　（論文審査及び最終試験）
第 5条　審査委員会は、修士論文審査及び最終試験を行う。
2　審査委員会は、前項の修士論文審査の一環として、修士論文発表会を公開で開催し、修士論文の審査を
申請した者は、この場において、修士論文の内容を説明し、出席者との間に質疑応答を行う。
3　審査委員会は、修士論文審査の結果、その内容が著しく不適当と認めたときは、最終試験を行わないこ
とができる。
4　修士論文及び最終試験の成績評価は、合格又は不合格の評価をもって表す。
　（論文審査及び最終試験の結果の報告）
第 6条　審査委員会は、修士論文審査及び最終試験が終了したときは、学位規程第 11  条の規定に従い、そ
の結果を研究科教授会に文書で報告しなければならない。
2　前項の規定にかかわらず、第 5条第 3項に該当する場合は、研究科教授会への報告に際し、最終試験の
結果の要旨を添付することを要しないものとする。
　（学位授与の可否の審議）
第 7条　研究科教授会は、前条の報告に基づき、学位授与の可否について審議する。
　（学長への報告）
第 8条　研究科長は、前条の審議に基づき、その結果を文書で学長に報告しなければならない。
　（学位の授与）
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第 9条　学長は、前条の報告に基づき、学位授与の可否を決定する。
2　学長は、学位を授与すべき者には所定の学位記を授与し、学位を授与できない者にはその旨を通知する。
　（書類の様式）
第 1 0 条　修士論文審査等に要する書類の様式は、別記のとおりとする。
　（本内規の改廃）
第 11  条　本内規の改廃は、専攻会議、研究科教授会の議を経て学長が行う。
　　　附　則
１　この内規は、平成 22  年 4 月 1 日から施行する。
2　「大妻女子大学大学院修士論文審査及び最終試験取扱内規」（昭和 4 8 年 11  月 8 日制定）は、平成
22  年 3 月 3 1 日をもって廃止する。
3　この内規の施行の際、平成 21  年度以前に入学し、現に在学中の者に係る修士の学位審査に関する事項
については、なお、従前の例による。
　　　　附　則
　この内規は、平成 2 3 年 4 月 1 日から施行する。
　　　　附　則
　この内規は、平成 2 4 年 4 月 1 日から施行する。
　　　　附　則
　この内規は、平成 2 7 年 4 月 3 0 日から施行し、平成 2 7 年 4 月 1 日から適用する。
　　　　附　則
1　この内規は、平成 3 1 年 4 月 1 日から施行する。
2　この内規の施行の際、平成 3 0 年度以前に入学し、現に在学中の者に係る修士の学位審査に関する事項
については、なお、従前の例による
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◇　第 １条第 １項関係	 ◇　第 １条第 ２項関係

◇　第 ２条関係	 ◇　第 ３条第 １項関係
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◇　第 ４条第 １項及び第 ２項関係	 ◇　第 ６条第 １項関係

◇　第 ８条関係	 ◇　第 ８条関係

修士論文審査委員名簿

人間文化研究科

審 査 委 員 氏 名論文提出者

副 査

副 査

副 査

副 査

副 査

専攻主任 ㊞

　　　　年　　月　　日

主 査

主 査

主 査

主 査

主 査

専修

修士論文審査報告書

論文審査委員　主査 副査

副査

㊞ ㊞

㊞

　　　　年　　月　　日

2. 学位授与についての所見

1. 論文審査及び最終試験の結果

論文提出者

論文題目

所　属

氏　名

人間文化研究科 専攻
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（ ４ ）大妻女子大学大学院博士論文審査及び最終試験取扱内規
平成 ２ ２ 年 ２ 月 １ ９ 日制定

� 最終改正　平成 ２ ７ 年 ４ 月 ３ ０ 日

（論文題目の提出）
第 １条　大妻女子大学学位規程（昭和 ４ ７ 年 ４ 月 １ 日制定。以下「学位規程」という。）第 ４条第 １項の規定
に係る博士論文の審査を申請しようとする者は、第 ２年次の ６月末日までに、博士論文題目届を指導教員、
専攻主任を経て研究科長に提出するものとする。
２　博士論文題目を変更するときは、博士論文審査の申請年度の ７月末日までに、博士論文題目変更届を指
導教員、専攻主任を経て研究科長に提出するものとする。
３　大妻女子大学大学院学則（昭和 ４ ７ 年 ４ 月 １ 日制定）第 １ ３ 条各項ただし書きに基づき在学期間を短縮
できる者に係る論文題目に関する事項は、別途定める。
（予備審査）
第 ２条　博士論文の審査を申請しようとする者は、その申請の可否についての予備審査を受けなければなら
ない。
（予備審査の申請）
第 ３条　予備審査を申請する者は、次の書類を指導教員（学位規程第 ４条第 ２項及び第 ３項の規定に係る博
士論文の審査を申請しようとする場合は、本学博士後期課程の論文指導担当教員のうち、予備審査を申請
する者が希望する教員。以下同じ。）を経て専攻主任に提出するものとする。
　（１）　予備審査申請書　 １部
　（２）　博士論文（仮綴じでも可）　 １篇 ３部
　（３）　学位論文要旨　 ３部（ ２ ０００   字以内）
　（４）　履歴書　 ３部
　（５）　研究業績書　 ３部
２　学位規程第 ４条第 １項の規定に係る博士論文の審査を申請しようとする場合、予備審査申請書等の提出
時期は、原則として ９月末日又は ３月末日とする。
３　学位規程第 ４条第 ２項及び第 ３項の規定に係る博士論文の審査を申請しようとする場合、予備審査申請
書等の提出時期は、随時とする。
４　第 ２項に定める提出時期に提出しない者の予備審査申請書等は、受理しない。ただし、特別の理由があ
るときは、研究科教授会の議を経て受理することがある。
５　予備審査のために必要があるときは、博士論文の訳文その他関係資料を提出させることがある。
（予備審査委員会）
第 ４条　専攻主任は、予備審査を行うため、指導教員を含めた専攻内の専任教員 ３名の予備審査委員で組織
する予備審査委員会を設けるものとする。
（予備審査の結果報告）
第 ５条　予備審査委員会は、予備審査申請書等の提出のあった日から ５週間以内に予備審査を終了し、その
結果を専攻主任に報告するものとする。
２　専攻主任は、前項の報告に基づき、専攻会議の議を経て、博士論文の審査を申請することの可否を決定
し、研究科長に報告する。
３　専攻主任は、予備審査を申請した者にその結果を速やかに通知するものとする。
（論文審査の申請）
第 ６条　博士論文の審査を申請する者は、次の書類を指導教員、専攻主任、研究科長を経て学長に提出する
ものとする。
　（１）　学位申請書　 １部
　（２）　博士論文　 １篇 ４部（正本 １部・副本 ３部。ただし、必要に応じてさらに提出させることがある）
　（３）　学位論文要旨　 ４部（ ２ ０００   字以内）
　（４）　履歴書　 ４部
　（５）　研究業績書　 ４部
２　学位規程第 ４条第 １項の規定に係る博士論文の審査を申請する場合、学位申請書等の提出時期は、原則
として １月 １ ６ 日又は ７月 １ ５ 日とする。
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３ 　学位規程第 ４条第 ２項及び第 ３項の規定に係る博士論文の審査を申請する場合、学位申請書等の提出時
期は、第 ５条第 ２項の規定に基づき博士論文の審査を申請することが認められた日から ３か月以内とする。
４　前 ２項に定める提出時期に提出しない者の学位申請書等は、受理しない。ただし、特別の理由があると
きは、研究科教授会の議を経て受理することがある。
５　博士論文の審査のために必要があるときは、博士論文の訳文その他関係資料を提出させることがある。
（学位論文審査手数料）
第 ７条　学位規程第 ６条第 １項に規定する学位論文審査手数料は、１７５，０００円とする。
２　前項の規定にかかわらず、学位規程第 ４条第 ３項に規定する者のうち、退学後 ３年を越えて博士論文の
審査を申請する者の学位論文審査手数料は、７５，０００円とする。
（論文審査委員会）
第 ８条　学位規程第 ８条第 ２項の規定に基づき、研究科長は、研究科教授会の議を経て、指導教員を含めた 
４ 名以上の博士論文審査委員（以下「審査委員」という。）で組織する博士論文審査委員会（以下「審査委 
員会」という。）を設けるものとする。ただし、審査委員のうち １名は、他の大学院又は研究所等の教員等 
でなければならない。
２　研究科長は、研究科教授会の議を経て、審査委員のうちから主査 １名及び副査 ２名を決定する。ただし、
主査及び副査は、本学博士後期課程の論文指導担当の教授、准教授でなければならない。
３　審査委員会は厳正な学位審査体制を確立し、いかなる金品の授受も行ってはならない。
（論文審査、最終試験及び学力の確認）
第 ９条　審査委員会は、博士論文審査、最終試験及び学位規程第 ９条第 １項に定める学力の確認（以下「学
力の確認」という。）を行う。
２　審査委員会は、前項の博士論文審査の一環として、博士論文発表会を公開で開催し、博士論文の審査を
申請した者は、この場において、博士論文の内容を説明し、出席者との間に質疑応答を行う。
３　審査委員会は、博士論文審査の結果、その内容が著しく不適当と認めたときは、最終試験及び学力の確
認を行わないことができる。
４　博士論文及び最終試験の成績評価は、合格又は不合格の評価をもって表す。
（論文審査、最終試験及び学力の確認の結果の報告）
第 １０  条　審査委員会は、博士論文審査、最終試験及び学力の確認が終了したときは、学位規程第 １１  条の
規定に従い、その結果を研究科教授会に文書で報告しなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、第 ９条第 ３項に該当する場合は、研究科教授会への報告に際し、最終試験の
結果の要旨及び学力の確認の結果の要旨を添付することを要しないものとする。
（学位授与の可否の審議）
第 １１  条　研究科教授会は、前条の報告に基づき、学位授与の可否について審議する。
２　前項の審議は、投票によるものとする。
（学長への報告）
第 １ ２ 条　研究科長は、前条の審議に基づき、その結果を文書で学長に報告しなければならない。
（学位の授与）
第 １ ３ 条　学長は、前条の報告に基づき、学位授与の可否を決定する。
２　学長は、学位を授与すべき者には所定の学位記を授与し、学位を授与できない者にはその旨を通知する。
（書類の様式）
第 １ ４ 条　博士論文審査等に要する書類の様式は、別記のとおりとする。
（本内規の改廃）
第 １ ５ 条　本内規の改廃は、専攻会議、研究科教授会の議を経て学長が行う。
　　　附　則
１　この内規は、平成 ２ ２ 年 ４ 月 １ 日から施行する。
２　「大妻女子大学大学院博士の学位審査に関する取扱要項」（昭和 ５ ８ 年 １０  月 １ 日制定）は、平成 ２ ２ 年
３ 月 ３ １ 日をもって廃止する。
３　この内規の施行の際、平成 ２ １ 年度以前に入学し、現に在学中の者に係る博士の学位審査に関する事項
については、なお、従前の例による。
　　　附　則
　この内規は、平成 ２ ７ 年 ４ 月 ３ ０ 日から施行し、平成 ２ ７ 年 ４ 月 １ 日から適用する。
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〈学位規程第 ４条第 １項の関係書類〉

◇　第 １条第 １項関係	 ◇　第 １条第 ２項関係

◇　第 ３条第 １項関係	 ◇　第 ６条第 １項関係
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◇　第 ３条第 １項・第 ６条第 １項関係	 ◇　第 ３条第 １項・第 ６条第 １項関係

◇　第 ３条第 １項・第 ６条第 １項関係	 ◇　第 １０  条第 １項関係

履 歴 書
大妻女子大学大学院

　　　　年　　月　　日生年月日

本籍地

学　　歴（高等学校卒業以後）

研　　　　　究　　　　　歴

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

平成　　　年　　　月　　　日
上記のとおり相違ありません。

氏　　　名　　　　　　　　　　㊞

職　　　　　　　　　　　歴

賞　　　　　　　　　　　罰

氏　　名

現住所

ふりがな

満　　　歳

学位論文の内容の要旨
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◇　第 １０  条第 １項関係	 ◇　第 １０  条第 １項関係

◇　第 １０  条第 １項関係	 ◇　第 １ ２ 条関係
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〈学位規程第 ４条第 ２項及び第 ３項の関係書類〉

◇　第 ３条第 １項関係	 ◇　第 ６条第 １項関係

◇　第 ３条第 １項・第 ６条第 １項関係	 ◇　第 ３条第 １項・第 ６条第 １項関係

履 歴 書
大妻女子大学大学院

　　　　年　　月　　日生年月日

本籍地

学　　歴（高等学校卒業以後）

研　　　　　究　　　　　歴

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

　　　　　年　　　月　　　日

氏　　　名　　　　　　　　　　㊞

職　　　　　　　　　　　歴

賞　　　　　　　　　　　罰

氏　　名

現住所

ふりがな

満　　　歳
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◇　第 ３条第 １項・第 ６条第 １項関係	 ◇　第 １０  条第 １項関係

◇　第 １０  条第 １項関係	 ◇　第 １０  条第 １項関係

学位論文の内容の要旨
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◇　第 １０  条第 １項関係	 ◇　第 １ ２ 条関係
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（ 5 ）大妻女子大学における研究活動の不正行為防止に関する規程
平成 ２ 8 年 ２ 月 １ 8 日制定

最終改正　令和 3年 4月 2 7 日

（趣旨）
第 １条　この規程は、大妻女子大学及び大妻女子大学短期大学部（以下「本学」という）において、研究活
動における不正行為への対応に関する必要な事項を定めることを目的とする。
（定義）
第 2条　この規程において「不正行為」とは、故意又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著
しく怠ったことによるもので、研究活動又はその研究の発表の過程における次の各号のいずれかに該当す
る行為（根拠が示され、故意でないと明らかにされたものを除く）をいい、その用語の定義は、それぞれ
の当該各号に定めるところによる。
（1）　捏造　存在しないデータ、研究結果等を作成すること。
（2）　改ざん　研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によって得られた結果
等を真正でないものに加工すること。

（3）　盗用　他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文又は用語を当該研究者
の了解又は適切な表示なく流用すること。

（4）　二重投稿　既に投稿された論文と本質的に同一の内容の原稿をオリジナル論文として投稿すること。
（5）　不適切なオーサーシップ　論文の著者リストにおいて、著者としての資格を有しない者を著者とし
て含める又は著者としての資格を有する者を除外すること。

（6）　前各号に掲げる行為の証拠隠滅又は立証妨害（追試又は再現を行うために不可欠な実験記録等の資
料又は実験試料の隠蔽、廃棄及び未整備を含む。）

2　この規程において「研究者」とは、本学に雇用されて研究活動に従事している者及び本学の施設や設備
を利用して研究に携わる者をいう。
3　この規程において「部局」とは、大学各学部、短期大学部、大学院各研究科、各研究所、各附属施設及
び各学部附属教育研究施設をいう。
4　この規程において「研究倫理教育」とは、不正行為を事前に防止し、公正な研究活動を推進するために、
本学が研究者に対し、自身に求められる倫理規範を習得等させるために実施する教育をいう。
5　この規程において「配分機関等」とは、本学に対して、文部科学省若しくは厚生労働省（以下「文部科
学省等」という）又は文部科学省等が所管する独立行政法人から配分される競争的資金を中心とした公募
型の研究資金、私学助成等の基盤的経費その他の文部科学省等の予算の配分又は措置をする機関（文部科
学省等、文部科学省等が所管する独立行政法人）をいう。
（最高管理責任者）
第 3条　本学に、研究活動における最終責任を負う者として、最高管理責任者を置く。
2　最高管理責任者は、本学学長をもって充てる。
3　最高管理責任者は、研究倫理の向上及び研究不正の防止等に努めるものとする。
（統括管理責任者）
第 4条　本学に、最高管理責任者を補佐し、研究倫理の向上及び不正行為の防止等について、本学全体を統
括する権限と責任を有する者として、統括管理責任者を置き、学長が指名する副学長をもって充てる。
2　統括管理責任者は、公正な研究活動を推進するために必要な措置を講じなければならない。
（研究倫理教育責任者）
第 5条　各部局における研究倫理の向上、研究不正の防止、研究倫理教育等に関し権限と責任を有する者と
して研究倫理教育責任者を置き、各部局の長をもって充てる。
2　研究倫理教育責任者は、各部局において公正な研究活動を推進するために必要な措置を講じなければな
らない。
3　研究倫理教育責任者は、所掌する部局に所属する研究者に対し、研究倫理教育を定期的に行わなければ
ならない。
4　研究倫理教育責任者は、必要に応じて研究倫理教育副責任者を置くことができる。
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（研究者及び部局の長の責務）
第 6条　研究者は、研究活動上の不正行為を行ってはならない。
2　研究者は、本学が実施する研究倫理教育を受けなければならない。
3　研究者は、研究活動の正当性の証明手段を確保するとともに、第三者による検証可能性を担保するため、
実験・観察記録ノート、実験データその他の研究資料等を適切に保存・管理し、開示の必要性及び相当性
が認められる場合は、これを開示しなければならない。
4　研究資料等の保存期間は、当該論文発表後、資料（文書、数値データ、画像など）については 1 0 年間、
試料（実験試料、標本）や装置など「もの」については 5年間を原則とする。ただし、保存・保管が本質
的に困難なものや、保存に多大なコストがかかるものについてはこの限りではない。
5　部局の長は、研究資料等を適切に保存・管理するための環境整備に努めるとともに、その保存状況を把
握するものとする。
（告発の受付体制）
第 7条　不正行為に関する本学内外からの告発及び告発の意思を明示しない相談（以下「告発等」という）
を受け付ける通報窓口を総務センターに置き、場所、連絡先、受付の方法などを本学内外に周知するもの
とする。
（告発の取扱い）
第 8条　通報窓口における告発等の受付は、書面、電話、ファクシミリ、電子メール、面談などを通じて行
うものとする。
2　告発等の受付や調査・事実確認を行う者は、自己との利害関係を持つ事案を扱ってはならない。
3　原則として、告発等は顕名により行われ、不正行為を行ったとする研究者・グループ、不正行為の態様
等、事案の内容が明示され、かつ不正とする科学的な合理性のある理由が示されているもののみ受け付ける。
4　前項の規定にかかわらず、匿名による告発等があった場合、告発等の内容に応じ、顕名の告発等があっ
た場合に準じた取扱いをすることができる。
5　書面による告発等など、通報窓口が受け付けたか否かを告発者が知り得ない方法による告発等がなされ
た場合は、告発者（匿名の告発者を除く。ただし、調査結果が出る前に告発者の氏名が判明した後は顕名
による告発者として取り扱う。以下同じ。）に、告発等を受け付けたことを通知する。
6　告発の意思を明示しない相談については、その内容に応じ、告発に準じてその内容を確認・精査し、相
当の理由があると認めた場合は、相談者に対して告発の意思があるか否か確認するものとする。
7　不正行為が行われようとしている、又は不正行為を求められているという告発等については、その内容
を確認・精査し、相当の理由があると認めたときは、最高管理責任者は被告発者に警告を行うものとする。
8　告発に関する取扱いについては、本規程に定めるものの他、学校法人大妻学院公益通報規程、公益通報
者保護法（平成 1 6 年法律第 1 22  号）及び関係法令の定めるところによるものとする。
（告発者・被告発者の取扱い）
第 9条　告発等を受け付ける場合、個室で面談したり、電話や電子メールなどを通報窓口の担当職員以外は
見聞できないようにしたりするなど、告発等の内容や告発者の秘密を守るため適切な方法を講じるものと
する。
2　通報窓口に寄せられた告発等の告発者、被告発者、告発等の内容及び調査内容について、調査結果の公
表まで、告発者及び被告発者の意に反して調査関係者以外に漏えいしないよう、関係者の秘密保持を徹底
するものとする。
3　調査事案が漏えいした場合、告発者及び被告発者の了解を得て、調査中にかかわらず調査事案について
公に説明することができる。ただし、告発者又は被告発者の責により漏えいした場合は、当人の了解は不
要とする。
4　悪意をもって虚偽の告発を行った者に対しては、氏名の公表や懲戒処分、法的措置をとることができる
ものとする。
5　悪意に基づく告発であることが判明しない限り、単に告発したことを理由に、告発者に対し、解雇、降
格、減給その他不利益な取扱いをしてはならない。
6　相当な理由なしに、単に告発がなされたことのみをもって、被告発者の研究活動を部分的又は全面的に
禁止したり、解雇、降格、減給その他不利益な取扱いをしたりしてはならない。
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（告発の受付によらないものの取扱い）
第 1 0 条　学会等の科学コミュニティや報道により不正行為の疑いが指摘された場合は、通報窓口に告発が
あった場合に準じた取扱いをすることができる。
2　不正行為の疑いがインターネット上に掲載されている（不正行為を行ったとする研究者・グループ、不
正行為の態様等、事案の内容が明示され、かつ不正とする科学的な合理性のある理由が示されている場合
に限る。）ことを確認した場合、通報窓口に告発があった場合に準じた取扱いをすることができる。
（不正行為にかかる情報の報告）
第 1 1 条　告発を受け付けた通報窓口は、当該告発の内容を確認後、速やかにその内容を統括管理責任者へ
報告し、統括管理責任者の指示に従わなければならない。
2　前項の報告を受けた統括管理責任者は、最高管理責任者にすみやかに報告しなければならない。
（予備調査）
第 1 2 条　最高管理責任者は、第 1 1 条第 2項の規定による報告を受けたときは、速やかに予備調査委員会
を招集し、予備調査を実施する。
2　予備調査委員会の委員及び委員長は、事案ごとに最高管理責任者が指名する。
3　予備調査委員会は、次の点について予備調査を行い、調査結果を最高管理責任者へ報告する。
　（1）　告発された不正行為が行われた可能性
　（2）　告発の際示された科学的な合理性のある理由の論理性
　（3）　告発された事案に係る研究活動の公表から告発までの期間が、生データ、実験・観察ノート、実験

試料・試薬など研究成果の事後の検証を可能とするものについての各研究分野の特性に応じた合理的
な保存期間を超えるか否か

　（4）　その他必要と認めた事項
4　予備調査委員会は、告発がなされる前に取り下げられた論文等に対する告発に係る予備調査を行う場合
は、取下げに至った経緯・事情を含め、不正行為の問題として調査すべきものか否かを調査し判断する。
5　予備調査委員会は、原則として告発を受け付けた日から 3 0 日以内に、予備調査結果を最高管理責任者
へ報告するものとする。
6　最高管理責任者は、予備調査の結果を受けて、告発がなされた事案が本格的な調査をすべきものか否か
を直ちに決定し、本格的な調査をすべきものと判断した場合、本調査を行う。
7　最高管理責任者は、本調査を行わないことを決定した場合、その旨を理由とともに告発者に通知するも
のとする。この場合、予備調査委員会は予備調査に係る資料等を保存し、その事案に係る研究資金の配分
機関等及び告発者の求めに応じ開示するものとする。
（本調査の通知・報告）
第 1 3 条　最高管理責任者は、本調査を行うことを決定した場合、告発者及び被告発者に対し、本調査を行
うことを通知し、調査への協力を求める。被告発者が本学以外の機関に所属している場合は、これに加え
当該被告発者所属機関にも通知する。
2　告発された事案の調査に当たっては、告発者が了承したときを除き、調査関係者以外の者や被告発者に
告発者が特定されないよう周到に配慮する。
3　最高管理責任者は、当該事案に係る研究活動が配分機関等の資金により行われていた場合には、当該配
分機関等及び文部科学省等に対し本調査を行う旨報告する。
（調査委員会）
第 1 4 条　最高管理責任者は、本調査を行うことを決定した日から 3 0 日以内に調査委員会を設置し、本調
査を開始する。
2　調査委員会は、次の各号の委員により構成し、統括管理責任者を委員長とする。
　（1）　統括管理責任者
　（2）　事案ごとに最高管理責任者が委嘱する者　若干名
3　調査委員会の委員のうち、過半数は外部有識者とする。
4　調査委員会の委員は、告発者または被告発者と直接の利害関係を有しないと最高管理責任者が判断する
者でなければならない。
5　第 2項第 1号の委員が直接の利害関係を有する者であると最高管理責任者が判断した場合、最高管理責
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任者は当該委員に替えて、他の副学長から 1名を委員及び委員長に指名する。
6　最高管理責任者は、告発者及び被告発者に対し、調査委員会の委員の氏名及び所属を通知する。
7　告発者及び被告発者は、前項の通知後 7日間以内に、委員について異議申立てを行うことができる。
8　前項の異議申立てがあり、最高管理責任者がその内容を妥当と認めた場合、当該異議申立てに係る委員
を変更するとともに、その旨を告発者及び被告発者に通知する。ただし、変更した場合の新たな異議申立
ては認めない。
（調査等）
第 1 5 条　調査委員会は、次の各号に定める事項について調査し、認定する。
　（1）　不正行為の有無
　（2）　不正行為の内容
　（3）　関与した者及び関与の度合い
　（4）　当該論文等及び当該研究活動における関与した者の役割
　（5）　その他必要と認めた事項
2　調査委員会は、次の各号の方法により調査を行う。
（1）　当該研究活動及び関連する研究活動に関する論文、実験・観察ノート、生データ等の各種資料の精
査

（2）　関係者のヒアリング
（3）　再実験の要請
（4）　その他必要と認めた方法
3　前項の調査を実施する際は、被告発者からの弁明の機会を設けなければならない。
4　告発された不正行為が行われた可能性を調査するために、調査委員会が再実験などにより再現性を示す
ことを被告発者に求める場合、又は被告発者自らの意思によりそれを申し出て調査委員会がその必要性を
認める場合は、それに要する期間及び機会（機器、経費等を含む。）に関し、合理的に必要と判断される
範囲内において、これを行う。その際、調査委員会の指導・監督の下に行うこととする。
5　調査委員会は、他の研究機関等に調査への協力を要請することができる。
6　調査の対象には、告発された事案に係る研究活動のほか、調査委員会の判断により調査に関連した被告
発者の他の研究活動も含めることができる。
7　調査委員会は、調査に当たり、証拠となるような資料等を保全する措置をとるものとする。この場合、
他の研究機関で告発された事案に係る研究活動が本学で行われた場合、調査機関の要請に応じ、告発され
た事案に係る研究活動に関して、証拠となるような資料等を保全する措置をとるものとする。
8　調査委員会は、当該事案に係る研究活動が配分機関等の資金により行われていた場合、配分機関等から
の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の中間報告を当該配分機関等及び文部科学省等に提出する
ものとする。
9　調査に当たっては、調査対象における公表前のデータ、論文等の研究又は技術上秘密とすべき情報が、
調査の遂行上必要な範囲外に漏えいすることのないよう十分配慮するものとする。
（認定）
第 1 6 条　調査委員会は、客観的事実に基づき、科学的かつ総合的に判断して次に掲げる事項の認定を行い、
調査の開始後 1 5 0 日以内に最高管理責任者へ報告するものとする。
（1）　不正行為が行われたか否か
（2）　不正行為が行われたと認定した場合は、その内容、不正行為に関与した者とその関与の度合い、不
正行為と認定された研究活動に係る論文等の各著者の当該論文等及び当該研究活動における役割

（3）　不正行為が行われていないと認定した場合、調査を通じて告発が悪意に基づくものであることが判
明したときは、併せてその旨の認定

2　前項に掲げる期間につき、 1 5 0 日以内に認定を行うことができない合理的な理由がある場合は、その
理由及び認定の予定日を付して最高管理責任者に申し出て、その承認を得るものとする。
3　被告発者の不正行為を認定する場合又は告発者の悪意にもとづく告発を認定する場合、調査委員会はそ
れぞれに対して弁明の機会を設けなければならない。
（不正行為の疑惑への説明責任）
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第 1 7 条　調査委員会の調査において、被告発者が疑惑を晴らそうとする場合には、自己の責任において、
当該研究活動が科学的に適正な方法と手続にのっとって行われたこと、論文等もそれに基づいて適切な表
現で書かれたものであることを、科学的根拠を示して説明しなければならない。
（不正行為か否かの認定）
第 1 8 条　調査委員会は、第 1 7 条による被告発者が行う説明を受けるとともに、調査によって得られた、
物的・科学的証拠、証言、被告発者の自認等の諸証拠を総合的に判断して、不正行為か否かの認定を行う。
なお、被告発者の自認を唯一の証拠として不正行為と認定することはできない。
2　不正行為に関する証拠が提出された場合には、被告発者の説明及びその他の証拠によって、不正行為で
あるとの疑いが覆されないときは、不正行為と認定される。また、被告発者が生データや実験・観察ノー
ト、実験試料・試薬等の不存在など、本来存在するべき基本的な要素の不足により、不正行為であるとの
疑いを覆すに足る証拠を示せないときも同様とする。ただし、被告発者が善良な管理者の注意義務を履行
していたにもかかわらず、その責によらない理由（例えば災害など）により、上記の基本的な要素を十分
に示すことができなくなった場合等正当な理由があると認められる場合はこの限りではない。また、生デー
タや実験・観察ノート、実験試料・試薬等の不存在などが、各研究分野の特性に応じた合理的な保存期間
や被告発者が所属する、又は告発に係る研究活動を行っていたときに所属していた研究機関が定める保存
期間を超えることによるものである場合についても同様とする。
（調査結果の通知及び報告）
第 1 9 条　最高管理責任者は、調査結果（認定を含む。以下同じ）を速やかに告発者及び被告発者（被告発
者以外で不正行為に関与したと認定された者を含む。以下同じ）に通知する。被告発者が本学以外の機関
に所属している場合は、その所属機関にも当該調査結果を通知する。
2　最高管理責任者は、当該事案に係る研究活動が配分機関等の資金により行われていた場合は、別紙様式
記載の事項を盛り込んだ報告書を、その事案に係る配分機関等及び文部科学省等に提出する。
3　最高管理責任者は、当該告発が悪意に基づくものであると認定され、その告発者が他機関に所属する場
合は、告発者の所属機関にも通知する。
（不服申立て）
第 2 0 条　不正行為と認定された被告発者は、通知を受けた日から 1 4 日以内に最高管理責任者に対し、不
服申立ての根拠を書面にして不服申立てをすることができる。ただし、その期間内であっても同一理由に
よる不服申立てを繰り返すことはできない。
2　告発が悪意に基づくものと認定された告発者は、その認定について、前項の例により不服申立てをする
ことができる。
3　不服申立ての審査は調査委員会が行う。その際、不服申立ての趣旨が新たに専門性を要する判断が必要
となるものである場合には、最高管理責任者は、調査委員の交代若しくは追加、又は調査委員会に代えて
他の者に審査をさせる。ただし、最高管理責任者が当該不服申立てについて調査委員会の構成の変更等を
必要とする相当の理由がないと認めるときは、この限りでない。
4　調査委員会（前項の調査委員会に代わる者を含む。以下本条において同じ）は、不服申立ての趣旨、理
由等を勘案し、その事案の再調査を行うか否かを速やかに決定する。当該事案の再調査を行うまでもなく、
不服申立てを却下すべきものと決定した場合には、直ちに最高管理責任者に報告し、最高管理責任者は被
告発者に当該決定を通知する。このとき、当該不服申立てが当該事案の引き延ばしや認定に伴う各措置の
先送りを主な目的とすると調査委員会が判断するときは、最高管理責任者は以後の不服申立てを受け付け
ないことができる。
5　調査委員会は、第 1項の不服申立てについて再調査を行う決定を行った場合は、不服申立てをした被告
発者に対し、先の調査結果を覆すに足る資料等の提出等、当該事案の速やかな解決に向けて、再調査に協
力することを求める。その協力が得られない場合には、再調査を行わず、審査を打ち切ることができる。
その場合には直ちに最高管理責任者に報告し、最高管理責任者は被告発者に当該決定を通知する。
6　最高管理責任者は、被告発者から不正行為の認定に係る不服申立てがあったときは、告発者に通知する。
不服申立ての却下及び再調査開始の決定をしたときも同様とする。
7　調査委員会は、再調査を開始した場合は、 5 0 日以内に先の調査結果を覆すか否かを決定し、その結果
を直ちに最高管理責任者に報告し、最高管理責任者は、当該結果を被告発者及び告発者に通知する。被告
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発者が本学以外の機関に所属している場合は、これに加え当該被告発者所属機関にも通知する。
8　第 2項の悪意に基づく告発と認定された告発者から不服申立てがあった場合、最高管理責任者は、被告
発者に通知する。告発者が本学以外の機関に所属している場合は、これに加え当該告発者所属機関にも通
知する。
9　第 2項の不服申立てについては、調査委員会は 3 0 日以内に再調査を行い、その結果を直ちに最高管理
責任者に報告するものとする。最高管理責任者は、当該結果を告発者及び被告発者へ通知する。告発者が
本学以外の機関に所属している場合は、これに加え当該告発者所属機関にも通知する。
1 0 　再調査結果に対する不服申立ては受け付けない。
1 1 　第 6項乃至第 9項において、最高管理責任者が告発者又は被告発者へ通知を行う際、最高管理責任者
は、当該事案に係る研究活動が配分機関等の資金により行われていた場合は、その事案に係る配分機関等
及び文部科学省等に報告する。
（調査結果の公表）
第 2 1 条　最高管理責任者は、不正行為が行われたとの認定があった場合は、次の各号に定める事項を速や
かにホームページで公表する。
　（1）　不正行為に関与した者の氏名及び所属
　（2）　不正行為の概要
　（3）　不正行為に対して、本学が講じた措置の概要
　（4）　調査委員会委員の氏名、所属及び調査方法の概要
　（5）　その他最高管理責任者が必要と認めた事項
2　前項にかかわらず、個人情報または知的財産の保護等、最高管理責任者が非公表とすることにつき合理
的な理由があると認める場合は、一部の事項を非公表とすることができる。また、不正行為があったと認
定された論文等が、告発を受ける前に取り下げられていたときは、当該不正行為に関与した者の氏名及び
所属を公表しないことができる。
3　悪意にもとづく告発との認定があった場合は、最高管理責任者は、前 2項に準じて公表する。
4　最高管理責任者は、不正行為が行われなかったとの認定があった場合は、原則として調査結果を公表し
ない。ただし、被告発者の名誉を回復する必要があると認められる場合、調査事案が外部に漏えいしてい
た場合及び論文等に故意によるものでない誤りがあった場合は、調査結果を公表する。
5　前項ただし書きの公表における公表内容は、研究活動上の不正行為がなかったこと、論文等に故意又は
研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによるものではない誤りがあったこ
と、被告発者の氏名及び所属、調査委員会委員の氏名、所属及び調査方法の概要を含むものとする。
（調査中における一時的措置）
第 22  条　最高管理責任者は、本調査を行うことを決定したときから調査委員会の調査結果の報告を受ける
までの間、被告発者が告発を受けた研究費の一時的な支出停止等の必要な措置を講ずることができる。
2　最高管理責任者は、研究資金の配分機関等から、被告発者の該当する研究費の支出停止等を命じられた
場合には、それに応じた措置を講じるものとする。
（研究費の使用中止）
第 2 3 条　最高管理責任者は、研究活動上の不正行為に関与したと認定された者、研究活動上の不正行為が
認定された論文等の内容に責任を負う者として認定された者及び研究費の全部又は一部について使用上の
責任を負う者として認定された者（以下「被認定者」という）に対して、速やかに当該研究に係る研究費
の使用中止を命ずるものとする。
（論文等の取下げ等の勧告）
第 2 4 条　最高管理責任者は、被認定者に対して、研究活動上の不正行為と認定された論文等の取下げ、訂
正又はその他の措置を勧告するものとする。
2　被認定者は、前項の勧告を受けた日から起算して 1 4 日以内に勧告に応ずるか否かの意思表示を最高管
理責任者に行わなければならない。
3　最高管理責任者は、被認定者が第 1項の勧告に応じない場合は、その事実を公表するものとする。
（措置の解除等）
第 2 5 条　最高管理責任者は、研究活動上の不正行為が行われなかったものと認定された場合は、本調査に
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際して実施した研究費の支出停止を解除するものとする。また、証拠保全の措置については、不服申立て
がないまま申立期間が経過した後又は不服申立ての審査結果が確定した後、速やかに解除する。
2　最高管理責任者は、研究活動上の不正行為が行われなかったと認定された者の名誉を回復する措置及び
不利益が生じないための措置を講じるものとする。
（告発者及び被告発者に対する措置）
第 2 6 条　不正行為が行われたとの認定があった場合、被認定者には学校法人大妻学院就業規則を適用し、
学校法人大妻学院懲戒審査委員会規程により、最高管理責任者が理事長へ上申し、学校法人大妻学院懲戒
審査委員会においてその措置を決める。
2　告発が悪意に基づくものと認定された場合、告発者に対して前項を準用する。
（事務）
第 2 7 条　予備調査委員会、調査委員会に関する事務は、関係部局の協力を得て総務センター研究支援室に
おいて処理する。
（雑則）
第 2 8 条　この規程に定めるものの他、研究活動の不正行為防止に関する必要な事項は別途定めるものとす
る。
（規程の改廃）
第 2 9 条　この規程の改廃は、常任理事会の議を経て、理事長が行う。
　　　附　則
　この規程は、平成 2 8 年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成 3 0 年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成 3 1 年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、令和元年 9月 1 0 日から施行し、令和元年 9月 1日から適用する。
　　　附　則
　この規程は、令和 3年 4月 2 7 日から施行し、令和 3年 4月 1日から適用する。
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� （別紙様式）
調査結果の報告書に盛り込むべき事項

□経緯・概要
○発覚の時期及び契機（※「告発」の場合はその内容・時期等）
○調査に至った経緯等

□調査
○調査体制（※調査機関に属さない外部有識者を含む調査委員会の設置）
○調査内容
・調査期間
・調査対象（※対象者、対象研究活動、対象経費〔競争的資金等、基盤的経費〕）
・調査方法・手順（例：書面調査〔当該研究活動に係る論文や実験・観察ノート、生データ等の各種資
料の精査等〕、関係者のヒアリング、再実験を行った場合は、その内容及び結果等）

・調査委員会の構成（氏名・所属を含む。）、開催日時・内容等

□調査の結果（不正行為の内容）
○認定した不正行為の種別（例：捏造、改ざん、盗用）
○不正行為に係る研究者（※共謀者を含む。）
①不正行為に関与したと認定した研究者（氏名（所属・職（※現職））、研究者番号）
②不正行為があったと認定した研究に係る論文等の内容について責任を負う者として認定した研究者
（氏名（所属・職（※現職））、研究者番号）

○不正行為が行われた経費・研究課題
〈競争的資金等〉
・制度名
・研究種目名、研究課題名、研究期間
・交付決定額又は委託契約額
・研究代表者氏名（所属・職（※現職））、研究者番号
・研究分担者及び連携研究者氏名（所属・職（※現職））、研究者番号
〈基盤的経費〉
・運営費交付金
・私学助成金

○不正行為の具体的な内容（※可能な限り詳細に記載すること）
・手法
・内容
・不正行為と認定した研究活動に対して支出された競争的資金等又は基盤的経費の額及びその使途

○調査を踏まえた機関としての結論と判断理由

□調査機関がこれまで行った措置の内容
（例）競争的資金等の執行停止等の措置、関係者の処分、論文等の取下げ勧告等

□不正行為の発生要因と再発防止策
○発生要因（不正が行われた当時の研究機関の管理体制、必要な規程の整備状況を含む。）（※可能な限り
詳細に記載すること）

○再発防止策
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（ 6 ）大妻女子大学大学院科目等履修生規程
（平成 ９年 １１  月 ４ 日制定）

� 最終改正　令和 3年 1 1 月 2 5 日

　（趣旨）
第 １条　大妻女子大学大学院学則（昭和 4 7 年 4 月 1 日制定｡ 以下 ｢学則｣ という｡）第 4 0 条に規定する
科目等履修生（以下 ｢履修生｣ という｡）の取扱いについては、この規程の定めるところによる｡
 （履修生の資格）
第 2条　履修生は、学則第 2 4 条に規定する大学院入学資格を有する者とする｡
 （履修生の手続）
第 3条　履修生を志願する者は、次の書類に選考料13，000円を添えて所定の期日までに、 学長に願い出なけ
ればならない｡
　（１）　科目等履修生願書
　（２）　履歴書
　（３）　健康診断書
　（４）　最終出身学校の修了証明書又は卒業証明書
　（５）　現に日本国に在住している外国人は、住民票
　（履修生の許可）
第 ４条　履修生は、専攻会議、研究科教授会の議を経て学長が許可する｡
 （登録料及び履修料）
第 5条　履修生として許可された者は、所定の期日までに登録料20，000円及び履修料として 1単位につき
20，000円を納付しなければならない。ただし、実験及び実習等に要する経費は、必要に応じ別途徴収する
ことがある｡
 （諸料金の還付）
第 6条　既納の選考料、登録料及び履修料は、返還しない｡
 （履修開始時期）
第 7条　履修生の履修開始時期は、学年又は学期の始めとする｡
 （履修期間）
第 8条　履修生の履修期間は、 6か月又は 1年とする｡ ただし、特別の理由があるときは、 願い出により履
修期間の延長を許可することがある｡
 （履修単位数）
第 9条　履修生が 1年間に出願できる履修科目の総単位数は、1 0 単位以内とする｡
 （資格の取消し）
第 1 0 条　履修生として本学諸規程に反したときは、専攻会議、研究科教授会の議を経て学長は履修生とし
ての資格を取り消すことがある｡
 （証明書の交付）
第 1 1 条　履修した授業科目の試験に合格し、単位を修得した者は、願い出により単位修得証明書の交付を
受けることができる｡
 （他の規程の準用）
第 1 2 条　履修生については、本規程のほか、正規の学生に関する諸規程を準用する｡
 （本規程の改廃）
第 1 3 条　本規程の改廃は、専攻会議、研究科教授会の議を経て学長が行う｡
　　　附　則
　　　　（略）
　　　附　則
　この規程は、令和 3年 1 1 月 2 5 日から施行する｡
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（平成 １８  年 ３ 月 ８ 日制定）
最終改正　平成 ２７  年 ４ 月 ２８  日

　大妻女子大学科目等履修生規程（以下「規程」という。）第 １３  条に規定する取扱いについては、以下のと 
おりとする。
第 １条　本学大学院在学中の者が学部の科目等履修生を志願する場合は、規程第 ３条の定めにかかわらず選
考料を免除する。
第 ２条　本学大学院在学中の者が学部の科目等履修生として許可された場合は、規程第 ５条の定めにかかわ
らず登録料を免除する。
第 ３条　本学大学院在学中の者が学部の科目等履修生として履修する場合の履修料は、規程第 ５条の定めに
かかわらず １単位につき１，０００円とする。
第 ４条　本学大学院在学中に教育職員免許状取得、図書館司書資格取得、学校図書館司書教諭資格取得、博
物館学芸員資格取得及び社会調査士資格取得のために必要なすべての単位を修得することができず、大学
院修了後引き続き学部の科目等履修生として残りの必要な単位を履修する場合の履修料は、本学大学院修
了直後の １年間に限り、 １単位につき１，０００円とする。

第 ５条　本学大学院在学中の者が １年間に出願できる履修科目の総単位数は、規程第 ９条の定めにかかわら
ず １０  単位を超えることができる。
　　また、前項に定める本学大学院修了直後の １年間についても同様とする。
第 ６条　学部の科目等履修生として上記第 ４条に定める免許及び資格取得のために必要な単位を修得するた
めには、所定の課程履修費を納入しなければならない。
　　　附　則
　この取り扱いは、平成 １８  年度の本学大学院入学者から適用する。
　　　附　則
　この取り扱いは、平成 ２３  年 ４ 月 １ 日から適用する。
　　　附　則
　この取り扱いは、平成 ２ ４ 年 ４ 月 １ 日から適用する。
　　　附　則
　この取り扱いは、平成 ２５  年 ４ 月 ２５  日から施行し、平成 ２５  年 ４ 月 １ 日から適用する。
　　　附　則
　この取り扱いは、平成 ２７  年 ４ 月 ２８  日から施行し、平成 ２７  年 ４ 月 １ 日から適用する。

（ 7）大妻女子大学大学院生が大妻女子大学科目等履修生として教育職員免許状等
　　　各種資格取得のために必要な科目を履修する場合の取扱い内規　　　　
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（ 8 ）大妻女子大学大学院研究生規程
（昭和 ５２  年 ４ 月 １ 日制定）

� 最終改正　令和 3年 1 1 月 2 5 日
　
第 １条　本学大学院において、特定の専門事項について研究しようとする者があるときは、選考の上、研究
生とすることがある。
第 2条　研究生は、次の各号の一に該当する者とする。
（１）　本学大学院博士後期課程を修了した者（大学院博士後期課程において、所定の修業年限を満了し、
かつ修了要件単位を修得して退学した者を含む）

　（２）　本学大学院修士課程を修了した者
　（３）　本学大学院において、大学院修士課程を修了した者と同等以上の学力があると認めた者
第 ３条　研究生を志願する者は、次の書類に選考料13，000円を添え、指導を受けようとする教員の承認を得
たのち、学長に願い出るものとする。
　（１）　研究生願書
　（２）　履歴書
　（３）　健康診断書
　（４）　修了証明書又は単位取得証明書
　（５）　現に日本国に在住している外国人は、住民票
第 ４条　研究生の人員は、本学大学院学生に対する授業及び研究指導に支障を来たさない範囲で定める。
第 5条　研究生の研究開始時期は、原則として学年の始めとする。
第 6条　研究生は、専攻会議、研究科教授会の議を経て学長が許可する。
第 7条　研究生として許可された者は、所定の期日までに次の諸料金を納入しなければならない。ただし、
実験実習に要する経費は、別に実費を徴収する。
　（１）　登録料　　　　　　　　　５０，０００　円
　（２）　研究指導料（年額）　　　３００，０００　円（第 2条第 1号及び第 2号の者については１００，０００円とする。）
第 ８条　研究生は、大学院の定める指導教員の指導のもとに研究に従事するものとする。
第 9条　研究生の研究期間は 1年とする。特別の理由があるときは、願い出により研究期間の延長を許可す
ることがある。ただし、継続は 3年を限度とする。
第 1 0 条　指導教員が必要と認め、かつ、当該授業担当教員の承認があるときは、大学院又は学部の授業に
出席を許可することがある。
第 1 1 条　研究生が研究期間の途中で研究を終えようとするときは、指導教員の承認を得たうえ、その理由
を付して学長に願い出なければならない。
第 1 2 条　研究生として不適当と認めたときは、学長は専攻会議、研究科教授会の議を経て、 研究生の身分
を取り消すことがある。
第 1 3 条　研究生は、研究を修了したときは、指導教員の承認を得たうえ、当該年度の 3月 1日までに、研
究報告書 1部を学長に提出するものとする。
第 1 4 条　研究生に対しては、希望により研究事項及び研究期間等について証明書を交付することができる。
ただし、単位の認定は行わない。
第 1 5 条　研究生については、本規程のほか、正規の学生に関する諸規程を準用する。
第 1 6 条　本規程の改廃は、専攻会議、研究科教授会の議を経て学長が行う。
　　　附　則
　　　（略）
　　　附　則
　この規程は、令和 3年 1 1 月 2 5 日から施行する。
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（ 9 ）大妻女子大学大学院長期履修学生規程
（平成 １５  年 １ 月 ２３  日制定）

� 最終改正　平成 ２７  年 ４ 月 3 0 日

　（趣旨）
第 １条　大妻女子大学大学院学則（昭和 ４ ７ 年 ４ 月 １ 日制定。以下「学則」という。）第 ４ １ 条第 ２項に規定 
する長期履修学生（以下「履修学生」という。）の取扱いについては、この規程の定めるところによる。
　（修業年限）
第 ２条　修士課程における履修学生の修業年限は、 ３年若しくは ４年とする。
　（登録単位数）
第 ３条　履修学生が登録できる １学年あたりの履修単位数は、修業年限が ３年の学生にあっては １５  単位、
修業年限が ４年の学生にあっては １０  単位を限度とする。ただし、特別の事情のある場合については、こ
の限りでない。
　（授業料等）
第 ４条　履修学生の授業料その他納付金は、学則第 ４ ５ 条第 １項第 ３号及び第 ４号に定める総額を、履修学
生として認められた修業年限で分割して納入することができる。ただし、実験及び実習等に要する経費は、
必要に応じ別途徴収することがある。
２　分割して納入する額は、別に定める。
　（他の規程の準用）
第 ５条　この規程に定められていない事項については、学則及び大妻女子大学学則（昭和 ４ ８ 年 ４ 月 １ 日制
定）を準用する。
　（本規程の改廃）
第 ６条　本規程の改廃は、専攻会議、研究科教授会の議を経て学長が行う。
　　　附　則
　この規程は、平成 １５  年 ４ 月 １ 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成 ２７  年 ４ 月 ３０  日から施行し、平成 ２７  年 ４ 月 １ 日から適用する。
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（ 1 0 ）大妻女子大学大学院生の留学に関する内規
（平成 ２２  年 １ 月 １８  日制定）

� 最終改正　平成 ２７  年 ４ 月 ３０  日

（総則）
第 １条　この内規は、大妻女子大学大学院学則（昭和 ４ ７ 年 ４ 月 １ 日制定以下「学則」という。）第 ３ ４ 条第 
６ 項の規定により、大学院生の留学について必要な事項を定める。

（留学先の大学院）
第 ２条　留学先の大学院は、外国の大学院又は外国の高等教育研究機関のうち大学院に相当するものとして
学長が認定したものとする。
（出願資格）
第 ３条　留学を希望する者は、本学大学院に半年以上在学していなければならない。
（出願手続）
第 ４条　留学を希望する者は、原則として ６月末又は １２  月末までに次の書類を指導教員、専攻主任、研究
科長を経て学長に提出しなければならない。
　（１）　留学許可願（本学指定用紙）
　（２）　留学先大学院発行の入学許可証又は受入許可書
　（３）　留学計画書及び履修予定科目一覧
　（４）　留学先大学院の概要が記載された書類及び講義要綱等
（留学の許可）
第 ５条　学長は、前条に定める書類に基づき、教育上有益と認めるときは、専攻会議、研究科教授会の議を
経て留学を許可するものとする。
（留学期間）
第 ６条　留学の期間は １年以内とする。
（留学終了の手続）
第 ７条　留学を終了した者は、留学修了届を指導教員、専攻主任、研究科長を経て学長に提出しなければな
らない。
２　留学先大学院で修得した授業科目の単位の認定を希望する者は、留学修了届とともに次の書類を指導教
員、専攻主任、研究科長を経て学長に提出しなければならない。
　（１）　単位認定願（本学指定用紙）
　（２）　留学先大学院発行の成績証明書又は単位修得証明及び評価基準を示す書類
　（３）　当該修得科目の授業内容及び授業時間数を証明する書類
（単位認定）
第 ８条　学長は、前条第 ２項に定める書類に基づき、教育上有益と認めるときは、専攻会議、研究科教授会
の議を経て単位を認定するものとする。
２　認定する単位数は、学則第 ３ ４ 条第 ３項の定めるところによる。
３　認定した単位の評価は、すべて「認」として処理するものとする。
（帰国後の履修取扱い）
第 ９条　帰国した年度の開講科目の履修を希望する者については、所定の日時に履修登録を認めるものとす
る。
２　留学先大学院の学年暦の差異によって生ずる履修上の取扱いについては、研究科教授会の定めるところ
による。
（留学許可の取消し）
第 １０  条　学長は、留学生について次のいずれかに該当する場合には、専攻会議、研究科教授会の議を経て
留学許可を取り消すことができる。
　（１）　留学の成果が上がらないと認められたとき
　（２）　本学学生としての本分に反したとき
（補則）
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第 １１  条　この内規に定めるもののほか、必要な事項は専攻会議、研究科教授会の議を経て学長が定める。
第 １２  条　本内規の改廃は、専攻会議、研究科教授会の議を経て学長が行う。
　　　附　則
　この内規は、平成 ２２  年 ４ 月 １ 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成 ２７  年 ４ 月 ３０  日から施行し、平成 ２７  年 ４ 月 １ 日から適用する。
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（ １ 1 ）大妻女子大学大学院学生納付金減免規程
（平成 １ ５ 年 ２ 月 １２  日理事長裁定）

最終改正　令和 3年 5月 2 7 日

第 １条　この規程は、大妻女子大学大学院学則（昭和 4 7 年 4 月 1 日制定）（以下 ｢学則｣ という）第 4 6
条第 2項の規定に基づき、学生納付金の減免に関する事項を定める。
第 2条　学則第 4 3 条第 2項の規定による特別聴講学生に係る授業料については、本学と当該他の大学院と
の協定書の定めるところによる。
第 3条　学則第 4 4 条に定める外国人留学生のうち、私費外国人留学生及び外国政府の派遣する留学生の学
生納付金については、次の各号に定めるとおりとする。
（１）　私費外国人留学生の学生納付金については、大妻女子大学大学院に入学および在籍する外国人留学
生に係る学生納付金の減免に関する特別措置（昭和 6 2 年 1 0 月 1 日理事長裁定）によるものとする。

（2）　外国政府の派遣する留学生の学生納付金については、大妻女子大学大学院に入学および在籍する外
国人留学生に係る学生納付金の免除に関する特別措置について（平成 2年 3月 1 4 日制定）によるも
のとする。

第 ３条の ２　災害罹災等学生に対する学生納付金の減免に関する規程は、別に定める。
第 4条　本学大学院修士課程に入学を許可された者のうち、本学学部の卒業者（卒業見込者を含む。）並び
に本学短期大学部の卒業者に対しては、学生納付金のうち入学金を次の各号のとおり、免除する。
（１）　修士課程入学手続時において、当該年度内に本学学部を卒業見込みの者は入学金の全額を免除する。
（2）　修士課程入学手続時において、本学学部並びに本学短期大学部を卒業している者は、入学金の全額
を免除する。

第 ５条　本学大学院博士後期課程に入学を許可された者のうち、本学大学院修士課程の修了者修了見込者を
含む。）及び本学学部並びに本学短期大学部の卒業者に対しては、学生納付金のうち入学金を次の各号の
とおり、免除する。
（１）　博士後期課程入学手続時において、当該年度内に本学大学院修士課程を修了見込みの者は、入学金
の全額を免除する。

（2）　博士後期課程入学手続時において、本学大学院修士課程を修了している者、本学学部又は本学短期
大学部を卒業している者は、入学金の全額を免除する。

第 ６条　社会人特別選抜による入学手続者のうち、入学前年度後期の本学大学院科目等履修生志願者に対し
ては、大妻女子大学大学院科目等履修生規程（平成 1 3 年 1 月 2 5 日制定）第 3条に定める選考料及び第
5条に定める入学料及び履修料を免除する。

第 7条　学則第 3条に定める修士課程の標準修業年限を超えて在学する者で、前年度において修了要件のう
ち 2 0 単位以上を修得しており、修士論文未提出の者、あるいは修士論文の審査及び最終試験に不合格で
あった者は、当該年度の学生納付金のうち、授業料の半額を減額する。
第 8条　学則第 8条で定める博士後期課程の単位を修得し、博士論文未提出、あるいは博士論文の審査及び
最終試験に不合格であった者が、学則第 3条に定める博士後期課程の標準修業年限を超えて在学する場合
は、当該年度の学生納付金のうち、授業料の全額を免除し教育充実費の半額を減額する。
第 9条　この規程の改廃は、理事会が行う。
　　　附　則
　　　（略）
　　　附　則
1　この規程は、令和 3年 5月 2 7 日から施行し、令和 3年 4月 1日から適用する。
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（ １ 2 ）大妻女子大学家政学部児童臨床研究センター家庭教育相談員基礎能力等認定規程
（平成 １２  年 ４ 月 １ 日制定）

� 最終改正　平成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日

（目的）
第 １条　この規程は、本学家政学部児童学科（以下「児童学科」という。）卒業生及び本学大学院人間文化
研究科人間生活科学専攻修士課程保育・教育学専修（家政学研究科児童学専攻修士課程を含む。以下「大
学院保育・教育学専修等」という。）修了者の家庭教育相談に関する高い学術的水準の知識・技能の維持
及び研究の進歩を図るために、大妻女子大学家政学部児童臨床研究センター規程第 ３条第 ３号に定める家
庭教育相談員基礎能力等の認定を行い、もってその任務が適正に遂行されるようにすることを目的とする。
（定義）
第 ２条　この規程において「家庭教育相談員基礎能力」とは、児童学科卒業時にあっては保育士資格、幼稚
園教諭免許状、小学校教諭免許状取得者が、大学院保育・教育学専修等修了時にあっては、保育士資格、
幼稚園教諭免許状、小学校教諭免許状、中学校教員免許状、高等学校免許状取得者が、家庭教育相談に関
する基礎的な学習を終えて、保育又は教育に従事し、経験者の適切な指導の下に家庭教育相談に関する実
務経験と研修を遂行しようとする者に認定する基礎的な能力をいう。
２　この規程において「家庭教育相談員資格」とは、保育士資格、幼稚園教諭免許状、小学校教諭免許状取
得者の家庭教育相談に関する専門的な資質を有する者として、家庭教育に関する諸問題について援助を必
要とする者の相談と指導活動を遂行する者に認定する資格をいう。
（申請）
第 ３条　家庭教育相談員基礎能力の研修を受けようとする者は、学部三学年開始時又は修士課程第一学年開
始時、別記様式 １の研修申請書に別表に定める研修料添えて、家政学部児童臨床研究センター所長に研修
の受講申請をしなければならない。
（認定要件）
第 ４条　家庭教育相談員基礎能力は、保育並びに教育活動に必要な児童学に関する基礎的資質及び理論的基
礎を有する者として、次の各号の要件を満たす者に対して認定する。
（１）　児童学科において、卒業に必要な授業科目に併せて、保育士資格、幼稚園教諭一種免許状又は小学
校教諭一種免許状のいずれかの取得に必要な授業科目に優秀な成績を得ていること。

（2）　大学院保育・教育学専修等において、修了に必要な授業科目及び児童学に関する修士論文に優秀な
成績を得ていること。

（3）　本学において、指定する研修課程を修了していること。
第 ５条　家庭教育相談員資格は、保育並びに教育に関する優れた資質に加えて、児童学に関する高度な専門
的知識、技能並びに研究能力を有する者のうち、次の各号の要件を満たす者に対して認定する。
（１）　本学家政学部児童学科において、卒業に必要な授業科目に併せて、保育士資格、幼稚園教諭一種免
許状又は小学校教諭一種免許状の何れかの取得に必要な授業科目に優秀な成績を得て、前条に定める
家庭教育相談員基礎能力の認定を得ていること。

（2）　大学院保育・教育学専修等において、修了に必要な授業科目及び修士論文に優秀な成績を得て、併
せて保育士資格又は幼小中高教諭免許を有していること。

（3）　保育、幼稚園教育、小学校教育の実務に二年以上の経験を有し、その間家庭教育相談に必要な知識、
技能の向上に関する研修と研究を行なっていること。

（4）　家庭教育相談に関する実績を内容とする事例研究を提出し、児童臨床研究センターで行う審査に合
格すること。

（認定）
第 ６条　前二条に定める基礎能力等の認定は、センター所長及び家政学部長の申し出に基づいて学長が行う。
（認定業務）
第 ７条　第 ４条及び第 ５条に定める基礎能力等の認定に関する業務は、家政学部児童臨床研究センター所員
会が行なう。
２　センター所員会が認定に関する業務を行なうときは、教育支援センターの職員が加わることとする。
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（研修・研究）
第 ８条　家庭教育相談員資格の認定に際して必要とする研修と研究とは次の各号に掲げるものとする。
　（１）　児童臨床研究センターが主催する研究会、研修会又は講演会への参加
　（2）　家庭教育相談に関する団体が主催する研究会、研修会又は講演会への参加
　（3）　保育士、幼稚園、小学校の実務に関する研修会又は講演会への参加
　（4）　保育士、幼稚園、小学校の実務に関する施設園校内外研究会への参加又は発表
　（5）　家庭教育相談に関する学会又は研究会への参加又は発表
（認定・登録）
第 ９条　家庭教育相談員基礎能力の認定を受けようとする者は、学部第四学年修了時又は修士課程二学年修
了時には、別記様式 ６の認定審査申請書に、別表に定める認定審査料を添えて、家政学部児童臨床研究セ
ンター所長に認定審査の申請をしなければならない。
２　前項の規定により認定を受けようとする者は、児童学科又は大学院保育・教育学専修等に在学する者で
なければならない。
第 １ ０ 条　家庭教育相談員資格の認定を受けようとする者は、別記様式 ２の申請書に、別表に定める認定審
査料を添えて、家政学部児童臨床研究センター所長に申請しなければならない。
２　前項の規定により認定を受けようとする者は、児童学科の卒業生又は大学院保育・教育学専修等の修了
者でなければならない。
第 １１  条　大学は、前二条の規定により申請した者のうち、家庭教育相談員基礎能力を有すると認定した者
又は家庭教育相談員資格を有するに適格と認定した者に対して、別記様式 ４の資格認定書又は別記様式 ５
の能力認定書を交付する。
２　前項の規定により基礎能力又は資格の認定書を交付された者が、家庭教育相談に関するそれぞれの任務
を遂行するには、認定登録簿に、その氏名及び住所の登録を受けなければならない。
第 １２  条　前条の認定登録簿は、児童臨床研究センターに備える。
２　基礎能力又は資格の認定を受けた者は、登録を受けた事項に変更があったときは、遅滞なくその旨を児
童臨床研究センターに届け出なくてはならない。
（認定の確認）
第 １３  条　第 １１  条第 ２項により、認定登録簿に登録を受けた者は、その専門的知識、技能等の資質向上の
ため、常に自己研修に努めなければならない。
第 １ ４ 条　前条の主旨に基づき家庭教育相談員資格を有する者は、その資格を認定されてから ５年ごとに、
自己研修の成果を報告し、認定の確認を受けなければならない。
２　前項に定める認定の確認を申請する者は、別記様式 ３の申請書により、児童臨床研究センターに申請し
なければならない。
（倫理）
第 １ ５ 条　家庭教育相談員基礎能力を認定された者又は家庭教育相談員資格を認定されたものは、保育・教
育に携わる者としての道義的責任と、保育士、幼稚園教諭及び小学校教諭に関わる倫理を自覚し、その信
用を傷つけるような行為をしてはならない。
（登録の消除）
第 １ ６ 条　第 １ ４ 条に定める認定の確認の申請を行なわない者は、家庭教育相談員資格の認定を取り消すと
ともに、その登録を消除する。
２　第 １ ５ 条の規定に違反した者は、児童臨床研究センター所員会の審査に基づき家庭教育相談員資格の認
定を取り消すとともに、その登録を消除する。

　　　附　則
１　この規程に定めるもののほか、基礎能力及び資格の認定、研修と教育及び認定の確認に関する必要事項
は、大妻女子大学家政学部児童臨床研究センター規程第 １２  条により、センター所員会の議を経て、セン
ター所長が別に定める。
２　この規程は平成 １２  年 ４ 月 １ 日から施行する。
３　この規程施行の際、本学児童学科において保育士資格、幼稚園教諭免許状又は小学校教諭免許状を取得
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し卒業後二年以上経過した者で、次の各号の何れかの実務に携わっている場合には、第 ５条第 １号の規定
にかかわらず家庭教育相談員資格の認定を申請することができる。
　（１）　保育士、幼稚園教諭又は小学校教諭の職
　（2）　児童臨床、保育臨床に基づいて家庭教育に関する援助を行う職
　（3）　子育て支援又は家庭教育相談を行う国公私立施設の職
　（4）　その他児童学に基づいて家庭教育に関する援助を行う職
４　この規程施行の際、本学児童学科第 ２学年以上に在学し、保育士資格、幼稚園教諭免許状又は小学校教
諭免許状を取得する見込みのある者は、次の各号に掲げる認定方法の何れかを選択して申請することがで
きる。但し、保育士資格、幼稚園教諭免許状又は小学校教諭免許状を取得できなかった場合にはこの限り
ではない。
　（１）　卒業時点で家庭教育相談員基礎能力の認定を申請する。
　（2）　卒業後所定の実務経験を経た時点で家庭教育相談員資格の認定を申請する。
　　　附　則
１　この規程は、平成 １ ４ 年 ４ 月 １ 日から施行する。
２　改正後の本規程施行の際、保育士資格又は幼稚園、小学校、中学校、高等学校のいずれかの教諭免許状
を取得し本学大学院児童学専攻を修了後二年以上経過した者で、次の各号の何れかの実務に携わっている
場合には、第 ５条第 ２号の規定にかかわらず家庭教育相談員資格の認定を申請することができる。

　（１）　保育士、幼稚園教諭又は小学校教諭の職
　（2）　児童臨床、保育臨床に基づいて家庭教育に関する援助を行う職
　（3）　子育て支援又は家庭教育相談を行う国公私立施設の職
　（4）　その他児童学に基づいて家庭教育に関する援助を行う職
３　改正後の本規程施行の際、本学大学院修士課程児童学専攻第二学年以上に在学し、所定の修了資格を取
得する見込みのある者は、次の各号に掲げる認定方法の何れかを選択して申請することができる。但し、
所定の修了資格を取得できなかった場合にはこの限りではない。
　（１）　修了時点で家庭教育相談員基礎能力の認定を申請する。
　（2）　修了後所定の実務経験を経た時点で家庭教育相談員資格の認定を申請する。
　　　附　則
　この規程は、平成 １ ７ 年 １ 月 １１  日から施行し、平成 １ ６ 年 １２  月 １ 日から適用する。
　　　附　則
　この規程は、平成 ２２  年 ４ 月 １ 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成 ２３  年 ４ 月 １ 日から施行する。
　　附　則
　この規程は、平成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日から施行する。

別表
　家庭教育相談員基礎能力研修料� ４，０００円
　家庭教育相談員基礎能力認定審査料� ５，０００円
　家庭教育相談員資格認定審査料�１ ０，０００円
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ゼミ室

F735
ゼミ室

F736
ゼミ室

F737
ゼミ室

７階

E752A
児童学科
個人
研究室

E752B
児童学科
個人
研究室

E756A
児童学科
共同
研究室３

E757B
児童学科
個人
研究室

E758A
児童学科
個人
研究室

E758B
児童学科
個人
研究室

E759
生活総合
ビジネス
専攻倉庫

E756B
児童学科
個人
研究室

E753
児童学科

共同研究室１

E755
児童学科

共同研究室2

E766B
児童学科
個人
研究室

E767B
児童学科
個人
研究室

E768A
児童学科
個人
研究室

E769A
児童学科
個人
研究室

F769B
児童学科
個人
研究室

E765
児童学科
実習指導室

E762A
生活総合
ビジネス専攻
共同研究室

E762B
生活総合
ビジネス専攻
個人研究室

E763A
生活総合
ビジネス専攻
個人研究室

E763B
生活総合
ビジネス専攻
個人研究室

E764
生活総合
ビジネス専攻
個人研究室

E768B
児童学科
個人
研究室

ホール
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E954A
日文・国文
学生
印刷室

E953
日文・国文
共同研究室

E954B
国文科
　

個人
研究室

E955A
日本
文学科

個人
研究室

E955B
日本
文学科

個人
研究室

E956A

　

管理
関係室

E956B
日本
文学科

個人
研究室

E957A
国文科
　

個人
研究室

E957B
日本
文学科

個人
研究室

E958A
日本
文学科

個人
研究室

E958B
日本
文学科

個人
研究室

E959
日文
・国文
　

倉庫

E952
日文
・国文
準備室

E954C
助手室

E961
多摩教職員室

E960
多摩学部長室

E962
日文・国文
会議室2

E963
日文・国文
会議室1

E964A
日本
文学科

個人
研究室

E964B
国文科
　

個人
研究室

E965A
日本
文学科

個人
研究室

E965B
日本
文学科

個人
研究室

E966A
日本
文学科

個人
研究室

E966B
国文科
　

個人
研究室

E967
短大学部長室

E968A
日本
文学科

個人
研究室

H968B
日本
文学科

個人
研究室

E969A
日本
文学科

個人
研究室

E969B
キャリア
教育
センター
個人
研究室

E854
家政学部長室

E853
講師室

E855
文系共同図書室

E859
コミュニケーション
文化学科

倉庫

E858
コミュニケーション
文化学科

談話室

ラウンジ

控室

E861
コミュニケーション
文化学科

学生用
印刷機器室

E862
コミュニケーション
文化学科

共同研究室

E863A
コミュニケーション
文化学科

準備室

E863B
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E864A
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E864B
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E865A
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E865B
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E866A
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E866B
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E867A
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E867B
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E868A
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E868B
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E869A
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E869B
コミュニケーション
文化学科

個人
研究室

E1153
会議室１

E1154
会議室２

E1156
会議室3

E1157
会議室4

E1158
役員会議室

E1160
会議
室5

E1161
会議
室6

E1053
英文共同研究室

E1061B
管理
関係室

E1060
文学部長室

E1061A
英文
個人
研究室

E1062B
英文大会議室

９階

８階

11階

10階

英文
助手
控室 E1058B

英文小会議室

E1054B
英文
　

個人
研究室

E1055A
英文
　

個人
研究室

E1055B
英文
　

個人
研究室

E1056A

　

個人
研究室

E1056B
英文
　

個人
研究室

E1057A
児童
学科

個人
研究室

E1057B
英文
　

個人
研究室

E1058A
英文
　

個人
研究室

英文
印刷室

E1063B
英文
　

個人
研究室

E1064A
英文
　

個人
研究室

E1064B
英文
　

個人
研究室

E1065A
英文
　

個人
研究室

E1065B
英文
　

個人
研究室

E1066A
英文
　

個人
研究室

E1066B
英文
　

個人
研究室

E1067A
英文
　

個人
研究室

E1067B
児童
学科

個人
研究室

E1068A

　

管理
関係室

E1068B
英文
　

個人
研究室

E1069A

　

個人
研究室

E1069B
英文
　

個人
研究室

E1252 E1253 E1254 E1255A E1255B E1256 E1257 E1258

E1260 E1261 E1262

12階

役　　　　　　　　　　　　　員　　　　　　　　　　　　　室

役　　員　　室

E 棟

E棟

E棟

E棟

E棟
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H011
情報処理教室

H113
講義室

H211
講義室

H213
講義室

H215
講義室

H225
社会情報学科
倉庫

H311
情報処理教室

H411
ゼミ室

H412
ゼミ室

H413
ゼミ室

H414
ゼミ室

H415
ゼミ室

H416
社会情報学科
共同研究室

H418A
社会情報
学部長室

湯沸室

H313
講義室

H314
講義室

H316
情報処理教室

H323
社会情報学科
教員用

印刷機器室

H423
社会情報学科
共同実験室

H426A
基礎生物学実験室／
環境衛生学実験室　

H424B
社会情報学科
個人研究室

H424A
環境科学
実験室1

H425A
環境科学
実験室2

H513
社会情報学科
倉庫

H523
環境
演習室1

H524
環境
演習室2

H525
環境
演習室3

H526
環境
演習室4

H527
環境
演習室5

H514
社会情報学科
個人研究室

H515
社会情報学科
個人研究室

H516
社会情報学科
個人研究室

H517
社会情報学科
個人研究室

H518
社会情報学科
個人研究室

H425B
社会情報学科
個人研究室

H426B
社会情報学科
個人研究室

H426C
社会情報学科
個人研究室

H324
社会情報学科
ミーティング室1

H325
社会情報学科
ミーティング室2

H224
社会情報
学科
印刷
機器室

H217
講義室

H118
管理関係室

H013
情報処理教室

ラウンジ

ラウンジ

エントランス
ホール

H111
H棟管理室

H023
情報処理自習室

H016
情報処理教室

地下1階

1階

3階

4階

5階

2階

6階

7階

8階

H623
社会情報学科
個人研究室

H624
社会情報学科
個人研究室

H625
社会情報学科
個人研究室

H626
社会情報学科
個人研究室

H627
社会情報学科
個人研究室

H613
社会情報学科
個人研究室

H614
社会情報学科
個人研究室

H615
社会情報学科
個人研究室

H616
社会情報学科
個人研究室

H617
社会情報学科
個人研究室

H618
社会情報学科
個人研究室

H713
社会情報学科
個人研究室

H823
社会情報学科
個人研究室

H723
情報デザイン
実験室4

H824
情報デザイン
実験室1

H825
情報デザイン
実験室2

情報デザイン
実験室5

H724 H725
情報デザイン
実験室6

H726 H727

情報デザイン
実験室3

H826 H827

H714
社会情報学科
個人研究室

H715
社会情報学科
個人研究室

H716
社会情報学科
個人研究室

H717
社会情報学科
個人研究室

H718
社会情報学科
個人研究室

H813
社会情報学科
個人研究室

H814
社会情報学科
個人研究室

H815
社会情報学科
個人研究室

H816
社会情報学科
個人研究室

H817
社会情報学科
個人研究室

H818
社会情報学科
個人研究室

Ｈ　棟
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Ｇ　棟

地下2階

G002
器具庫

G001
大妻体育館

G311A
アクティブラウンジ

G011
更衣室

G113
多目的アリーナ

G126A
器具庫

G005
管理倉庫
G005
管理倉庫

G004
管理倉庫
G004
管理倉庫

G021
教員
控室

G021
教員
控室

G112
G棟
管理室

G112
G棟
管理室

G126B
管理
関係室

G126B
管理
関係室

G627
管理
倉庫

G627
管理
倉庫

G225
管理
倉庫

G225
管理
倉庫

G235
ゼミ室
G235
ゼミ室

ラウンジラウンジ

ラウンジラウンジ

ラウンジラウンジ

多
目
的
ア
リ
ー
ナ
ギ
ャ
ラ
リ
ー

多
目
的
ア
リ
ー
ナ
ギ
ャ
ラ
リ
ー

G236
ゼミ室
G236
ゼミ室

G325
管理
倉庫

G325
管理
倉庫

G327
管理
関係室

G327
管理
関係室

G335
ゼミ室
G335
ゼミ室

屋上屋上

G336
ゼミ室
G336
ゼミ室

G125
管理倉庫
G125
管理倉庫

エントランス2エントランス2

エントランス1エントランス1

地下1階

1階

3階

アメニティ
スペース
アメニティ
スペース

G411
ゼミ室
G411
ゼミ室

G412
ゼミ室
G412
ゼミ室

G413
ゼミ室
G413
ゼミ室

G423
講義室
G423
講義室

G434
管理倉庫
G434
管理倉庫

G425
講義室
G425
講義室

4階

ラウンジラウンジ

G537
管理倉庫
G537
管理倉庫

G511
ゼミ室
G511
ゼミ室

G512
ゼミ室
G512
ゼミ室

G513
ゼミ室
G513
ゼミ室

G523
講義室
G523
講義室

G534
管理倉庫
G534
管理倉庫

G525
講義室
G525
講義室

5階

G637
比較文化学科
倉庫2

G637
比較文化学科
倉庫2

G611A
個人研究室
G611A
個人研究室

G612A
個人研究室
G612A
個人研究室

G612B
個人研究室
G612B
個人研究室
G613A

比較文化学科
個人研究室

G613A
比較文化学科
個人研究室
G613B

比較文化学科
個人研究室

G613B
比較文化学科
個人研究室

G611B
個人研究室
G611B
個人研究室

G622
比較文化学科
共同研究室

G622
比較文化学科
共同研究室

G643
ミーティング
ルーム1

G643
ミーティング
ルーム1

G644
ミーティング
ルーム2

G644
ミーティング
ルーム2

G623A
比較文化学科
個人研究室

G623A
比較文化学科
個人研究室

G623B
比較文化学科
個人研究室

G623B
比較文化学科
個人研究室

G624A
比較文化学科
個人研究室

G624A
比較文化学科
個人研究室

G624B
比較文化学科
個人研究室

G624B
比較文化学科
個人研究室

G625A
比較文化学科
個人研究室

G625A
比較文化学科
個人研究室

G625B
比較文化学科
個人研究室

G625B
比較文化学科
個人研究室

G626A
比較文化学科
個人研究室

G626A
比較文化学科
個人研究室

G626B
比較文化学科
個人研究室

G626B
比較文化学科
個人研究室

G634
比較文化学科
倉庫1

G634
比較文化学科
倉庫1

6階

G711A
比較文化学科
個人研究室

G711A
比較文化学科
個人研究室
G711B

比較文化学科
個人研究室

G711B
比較文化学科
個人研究室
G712A

比較文化学科
個人研究室

G712A
比較文化学科
個人研究室
G712B

比較文化学科
個人研究室

G712B
比較文化学科
個人研究室

G722A
比較文化
学部長室

G722A
比較文化
学部長室

G722B
比較文化
学科

個人研究室

G722B
比較文化
学科

個人研究室

G723A
比較文化
学科

個人研究室

G723A
比較文化
学科

個人研究室

G723B
比較文化
学科

個人研究室

G723B
比較文化
学科

個人研究室

G724A
比較文化
学科

個人研究室

G724A
比較文化
学科

個人研究室

G724B
比較文化
学科

個人研究室

G724B
比較文化
学科

個人研究室

G725A
比較文化
学科

個人研究室

G725A
比較文化
学科

個人研究室

G725B
比較文化
学科

個人研究室

G725B
比較文化
学科

個人研究室

G734
管理倉庫
G734
管理倉庫

G726
比較文化学科
会議室

G726
比較文化学科
会議室

7階

2階
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大学校舎　Ａ〜Ｄ棟

C

地下1階

D

B
A

B034
児童臨床研究センター

B030
被服機器室

アトリウム
（学生食堂・ラウンジ）

大妻サポート
購買部

ELV

ELV
ELV

ELV

厨房厨房

学生食堂・ラウンジ学生食堂・ラウンジ

学生食堂・
　ラウンジ
学生食堂・
　ラウンジ

ELV
ELV

講　　堂

A
B

C

1階

D

ELV

ELV
ELV

ELV
ELV
ELV

A150
講義室

講　　堂

1階席

掲　示　場

大妻通り側入口

A155
講義室

A157
講義室A166

講義室

A164
講義室

C181
学生相談
センター
談話室

C181
学生相談
センター
談話室C183

学生相談センター
相談室

C183
学生相談センター
相談室

C173
　健康センター
C173
　健康センター

C171
　健康管理室
C171
　健康管理室
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A

B

2階

D

C

ELV
ELV

ELV
ELV

ELV
ELV

A250
講義室

A252
講義室

A254
講義室

A257
講義室

A264
講義室

C281
ゼミ室

C282
ゼミ室C283C283

C284C284

C273
理科教育
実習指導室

C271
CALL教室

B242
講義室

暗室

B232
情報処理
教室

B235
情報処理
教室

A266
講義室

講　　堂

2階
席

ライフデザイン学科情報学準備室ライフデザイン学科情報学準備室
ライフデザイン学科環境デザイン学準備室ライフデザイン学科環境デザイン学準備室

機
器
保
管
庫

C270

3階

A

中央管理室

A353
ゼミ室
A353
ゼミ室

A354
ゼミ室
A354
ゼミ室
A355
ゼミ室
A355
ゼミ室

A356
ゼミ室
A356
ゼミ室

A357
ゼミ室
A357
ゼミ室

A364
講師室

A363
 教養教

育等連
絡調整

室

A363
 教養教

育等連
絡調整

室

A367
英語教育研究所・
英語教育研究所自習室

A367
英語教育研究所・
英語教育研究所自習室B

B341
服
飾
デ
ザ
イ
ン

実
習
室

被
服
系

指
導
室

第
２
被
服
構
成

実
習
室

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
実
験
室

色
彩
実
験
室

被
服
機
能
実
験
室

化
学
実
験
室

管
理
栄
養
士

ス
キ
ル
ア
ッ
プ
セ
ン
タ
ー

ラ
イ
フ
デ
ザ
イ
ン

学
科
実
験
室

B342 B343 B344 B345 B346 B347
B348
物理
実験室

B330
B332
第１被服構成実習室

B338

C

C370
情報処理教室

C373
情報処理教室

C381
ゼミ室C382

ゼミ室C383
管理関係室
C383
管理関係室

C384
管理関係室

D

講　堂

3階
席

ELV
ELV

ELV

ELV

ELV

ELV

靖国通り側入口

被
服
整
理
染
色

準
備
室

被
服
材
料

準
備
室

第
３
被
服
構
成

実
習
室

被
服
構
成
準
備
室

着
装
実
習
室

4階

A450
講義室

A452
講義室

A453
講義室

A455
講義室

A457
講義室

ELV

ELV
ELV

ELV

ELV

ELV

A464
講義室

A466
講義室

A

B

B441

B442
被服整理染色実験室

B448
被服整理
染色
機器室

B430 B431 B439

B432
第4被服構成実習室

C C470C470

C471
被服材料実験室

C474
  教養等
     共同実験室

C481
音楽・表現練習室C483C483

家政科
　個人
　　研究室

家政科
　個人
　　研究室

 C484A C484A

    創成
      工房
       演習室

    環境
      科学
       機器室

 C484B C484B

家政科
　個人
　　研究室

D

C485C485
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5階

A

A550
講義室

A552
講義室

A553
講義室

A555
講義室

A557
講義室

A564
講義室

A565
講義室

A567
講義室

B

B542
給食経営管理実習食堂

B530
給食経営管理実習室

B534
管理室 B536

給食経営
管理実習室

更
衣
室

C570
体育館

C

D

体育
シャワ

ー室

D51
1

スポ
ーツ
教育

共同
研究
室

D51
3

児童学
科個人

研究室

D51
4

管理
関係
室

D51
5

家政科
個人研

究室

D51
6 

スポー
ツ教育

研究室

D51
7

スタ
ジオ

D51
8

ゼミ
室

D52
0

第１体
育器具

室

D52
3

体育
更衣
室

D52
7

第2
体育
器具
室

ELV
ELV

ELV

ELV
ELV
ELV

保
管
庫

更
衣
室

調
理
機
器
室

第
２
調
理
準
備
室

デ
ザ
イ
ン
準
備
室

第
１
調
理
準
備
室

6階

A

A650
講義室

A652
講義室

A653
講義室

A655
講義室

A657
講義室

A664
講義室

A665
講義室

A667
講義室

ELV

ELV

ELV
ELV

ELV

ELV

B

B641 B642

B643
第2調理実習室

B630 B631

B632
第1調理実習室

D

D61
0

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D61
1

短大被
服系共

同研究
室A

D61
2

短大被
服系準

備室

D61
3

家政科
個人研

究室

D61
7 ライ

フデザイ
ン

学科 
  第2

共同指
導室

D61
8

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D61
9

短大被
服系ゼ

ミ室

D62
0

ライ
フデ
ザイ
ン

学科
会議
室

D62
2

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D62
3

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D62
6

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D62
7

ライフ
デザイ

ン学科
共同研

究室

D62
5

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D62
4

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D61
4

家政科
個人研

究室

D61
5 ライ

フデザイ
ン

学科 
  第2

共同研
究室

D61
6 ライ

フデザイ
ン

学科 
  第1

共同指
導室

7階

B741A
第
４
調
理
準
備
室

B741B

B743
第4調理
実習室

B745

B746
栄養教育実習室

機械室
被覆学科
個人
研究室

被覆学科
個人
研究室

B730
栄養・調理実習室

B737
臨床栄養実習室

D

B

D71
0

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D71
1 

被服学
科個人

研究室

D71
2 

被服学
科個人

研究室

D71
3 

被服学
科個人

研究室

D71
4 

キャリア
教育セン

ター個人
研究室

D71
5 

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D71
6

被服学
科個人

研究室

D71
7 

被服学
科個人

研究室

D71
8

被服学
科個人

研究室

D71
9

プロジ
ェクト

演習室

D72
0

被服学
科個人

研究室

D72
1

被服学
科個人

研究室

D72
2 

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D72
3 

ライフデ
ザイン学

科個人研
究室

D72
4

被服学
科個人

研究室

D72
5

被服学
科共同

研究室

D72
6

被服
共同
機器
室

D72
7

被服
会議
室

ELV

ELV

9階

屋　上

屋　上

B943
動物
実験室Ⅰ

B945
食物学共同
機器室

B947
栄養機能
測定室 ELV

ELV

B939
動
物
実
験
室
Ⅱ

8階

B842
微生物
実験室

B844
準備室 B846

食品加工実習室 ELV

ELV

B830
栄養化学実験室

B834

準　

備　

室

B835

精
密
機
器
室

B841

準　

備　

室

B836
食品分析実験室

BB
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地下１階

ELV

PCコーナー

0140
展示室

0166
実習研究室

0130
博物館学芸員研究室
大妻コタカ・
大妻良馬研究所

受付カウンター

検索
コーナー

第2閉架書庫

AVブース

AVシアター

ELV

１階

エントランス
ホール

新着本
コーナー

展示ケース

ELV

掲示板 検索
コーナー

メイン
カウンター

ELV

1200
事務室

2階

閲覧席

開架書架

レファレンス
カウンター

コピー
コーナー

検索
コーナー

参考図書コーナー

キャレル席キャレル席

大型本
コーナー

閲覧席

3階

ELV

ELV

レファレンス
カウンター

検索
コーナー

開架書架

キャレル席キャレル席

個
人
ブ
ー
ス

絵本コーナー

閲覧席

開架書架

4階

4100
ラーニング
コモンズ

寄贈雑誌　官報

ELV

ELV

ELV

第3閉架書庫

カウンター席

検索
コーナー

コピー
コーナー

新着雑誌

雑誌受付

新聞架
新着雑誌

新着雑誌

5階

5400
人間文化研究所
図書室

5600A
管理関係室

5700
博物館
事務室

5500
管理関係室

5600B
教職総合
支援センター
個人研究室

5200
草稿・テキスト研究所
5200
草稿・テキスト研究所

5100
会議室

6400
行動疫学
研究室

6500
行動疫学研究室

6600
健康生態
研究室

6700
多目的研究室

6100
セミナールーム

6300
ワークショップルーム

6階

図書館棟
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J120
防災備蓄倉庫

▶

J122
管理室

エントランスホール

ELVホール

J124
管理関係室

ELV

屋外
階段

１階

ELVホール

J221
教室4

J222
教室5

J210
課外学習室

J211
教室1

J212
教室2

J213
教室3

ELV

屋外階段

2階

ELVホール

管理関係室
J522

国際センター
個人研究室

J510
国際センター

J511
管理関係室

J512
国際センター
個人研究室

J513
国際センター
個人研究室

ELV

屋外階段

5階

J310
教職総合支援センター

J311
教職総合支援センター
ミーティング室

J312
教職総合支援センター

個人研究室

J313
教職総合支援センター

個人研究室

ELVホール

ELV

屋外階段

3階

J410
国際センター（国際交流支援グループ）

J413
国際センター
ミーティング室

ELVホール

ELV

屋外階段

4階

J610
キャリア教育センター

J622
アシスタント室

J611
キャリア教育センター
個人研究室

J612
キャリア教育センター
個人研究室

屋外階段

6階

ELV

ELVホール

J710
地域連携推進センター J722

地域連携推進センター
ミーティング室

J711
地域連携推進センター

事務室

屋外階段

7階

ELV

ELVホール

別　館　J棟
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Ｋ　棟

K101
管理関係室

K102
K棟管理室

学友会倉庫

1階

K201
K棟会議室1

避難バルコニー

K202
K棟会議室2

2階

K301
部室（学友会関係室）

避難バルコニー

K302
茶室・和室

3階

K401
部室（学友会関係室）

避難バルコニー

4階

K501
部室（学友会関係室）

避難バルコニー

5階

K601
部室（学友会関係室）

避難バルコニー

6階

K701
学友会室

避難
ハッチ

7階



― 139 ―

2号館
（学生会館）

3階 大講義室（2322）
2階 集会場（TAMARIBA）
1階 掲示場、健康センター、
 学生相談センター談話室、
 学生相談センター、
 学友会関係室

4号館（図書館棟）

4階 総合情報センター〈図書館〉
3階 総合情報センター〈図書館〉
 総合情報センター
 〈メディア教育開発グループ・
　　　　システム管理グループ〉
2階 学長室、事務部
 情報処理自習室
1階 事務部、学生食堂2
 （コタカ食堂）

5号館（体育館棟）

2階 体育館
1階 ラウンジ（FOREST CAFE）
 購買部
 スポーツ教育研究室
 トレーニング室
 更衣室

6号館

4階　キャリア教育センター
 教職総合支援センター
 英語教育研究所
 共生社会文化研究所、ゼミ室、
 学習室、講師室
3階　TEP教室、大学院生自習室
2階　講義室（6212、6213、6218、
 6220、6250、6252、6253、
 6254、6256）
 情報処理教室（6215）
1階　講義室（6113、6153、6155、
 6156）、ラウンジ、就職資料室

7号館

4階 各研究室、学部長室、講師室
3階 講義室（7313、7315、7318、
 7338、7348）、ゼミ室、
 社会調査実習室、大学院生自習室
2階　講義室（7214、7247、7260、
 7262、7281～7284、7286）、
 情報処理教室（7217、7237）、
 人間関係学部共通ラボ
1階　講義室（7114、7127）、
 ラウンジ、各実習指導室、
 各実習室、各実習準備室

正門

学　

園　
　
　
　
　
　
　
　

通　

り

エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
ン
タ
ー
棟

中
学
・
高
校
棟

図
書
館

ク
ラ
ウ
ン

ホ
ー
ル

球技場

テニス
コート
（6面）

全 学 共 用 運 動 場

1号館

3号館

2階 講義室（1271、1272、
 1273、1274）
 和室
1階 心理相談センター

3階 講義室（3300、3306、3308、
 3320、3323）、ゼミ室
2階 講義室（3200、3206、3208、
 3220、3223）、ゼミ室
1階 講義室（3127、3130）、
 視聴覚教室（3100）、ラウンジ、
 防災備蓄倉庫、閉架書庫

N

回
廊

中高運動場

AED（自動体外式除細動器）設置場所
1号館１階入口
2号館（学生会館）掲示場
3号館入口
4号館（図書館棟）1階事務室前
5号館（体育館棟）入口
6号館入口
7号館入口

　　 2 　多摩キャンパス

　　　⑴校舎配置図
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１階
ELV

倉庫

学生相談
センター

学生相談
センター談話室

健康センター

掲示場
エントランス

倉　庫

学友会関係室

機械室

学友会関係室

学
友
会
関
係
室

学
友
会
関
係
室

学
友
会
関
係
室

機械室

ELV

2階

テラス

機
械
室

機
械
室

集 会 場

（TAMARIBA）

テラス

渡り廊下

機
械
室

機
械
室
機
械
室

3階

ELV

H

G

F

控　室

舞　台

2322
大 講 義 室

A B

ホワイエ

E

D

C

4階 EV機械室

大 講 義 室 上 部

映写室

２ 号館（学生会館）

パントリー
プレイルーム-1

スタッフ
ルーム 事務室

グループ
指導室

プレイルーム-2
準
備
室

面接室－2

1階

面接室－3

面接室－1

倉庫

2階

控室 1283

和室

機械室 1271
講義室－4

1272
講義室－3

1273
講義室－2

1274
講義室－1

1 号館

　　⑵教室等配置図
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1階
機械室

応接室

事 務 部

学生・就職
　　支援センター

学生・就職
　　支援グループ

教育・学事
　　支援センター

教育・学事
　　支援グループ

倉庫

厨　房

ELV 食堂事務室 機械室

学生食堂2
（コタカ食堂）

学生食堂2
（コタカ食堂）

2階
機械室

副学長室

4264
情報処理自習室

教材保管庫

ELV

倉庫

来客
用
手洗

機械室

理事長室

応接室応接室

秘
書
室

学　長　室

パントリーパントリー

会議室（1）

会議室（2）

総務・財務センター
　総務・財務グループ
地域連携推進室

事　務　部

3階 機械室

閲　覧　席

メディア
ルーム

総合情報センター
　メディア教育開発グループ
　システム管理グループ

ELV

閉架書庫

調整室 スタジオ

機械室

閲　覧　席

閲　

覧　

席

閲　

覧　

席

カウンター

事　務　室

4階
機械室 キャレル室

開　架　書　架

閉架書庫

ELV

図書館用
ロッカー置場

機械室

グループ学習室

４ 号館（図書館棟）

1階

3130
講　義　室

3127
講　義　室

3122
閉架書庫

ラウンジ

3100
視聴覚教室

3103
視聴覚準備室

エントランス

3106
防災備蓄倉庫

ELV

2階

3230

3229
　　　前室
3229
　　　前室

3225

3223
講　義　室

3220
講　義　室

3200
講　義　室

3202
第1ゼミ室

3203
第2ゼミ室

3206
講　義　室

3208
講　義　室倉庫

バルコニー
ELV

バルコニー倉庫

３ 号館
3階

3331
第10ゼミ室

3329
第9ゼミ室

3328
　第8ゼミ室

3327
　第7ゼミ室

3326
　第6ゼミ室

3325
　第5ゼミ室

3323
講　義　室

3320
講　義　室

3300
講　義　室

3302
第3ゼミ室

3303
第4ゼミ室

3306
講　義　室

3308
講　義　室倉庫 バルコニー

ELV
バルコニー

倉庫

4階
34321

34311

34301

34291

34281

34271

34261

34251

34241

34231

34220
会　議　室

倉庫

機械室

湯沸室湯沸室

3428234282

34262

3425234252

34242

バルコニー
ELV

倉庫
湯沸室

34092

倉庫
34001

34011

34021

34031

34041

34051

34061

34071

34081

34091

34032

34062
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1階

電気室

機械室

6117
第1実験室

6113
講義室

6112
就職資料室

6137
第2実験室 倉庫

ELV ELV

6156
講義室

6155
講義室

6153
講義室

ラウンジ

エントランス

2階

6218
講義室 倉庫

6217
前室

6215
情報処理教室

6213
講義室

6212
講義室

6256
講義室

6254
講義室

6253
講義室

6252
講義室

6220
講義室

6250
講義室

ELV

1階

ラウンジ

（FOREST CAFE）

更衣室

シャワー室

エントランス

ト レ ー ニ ン グ 室

更衣室

スポーツ
教育研究室

2階
バ ル コ ニ ー

控　室

ステージ ア　リ　ー　ナ

収納庫

器具庫

ホール

バ ル コ ニ ー

購買部

5 号館（体育館棟）

6318
総合情報センター

管理室

6317
大学院生自習室

6316

TEP教室8
6315

6313
講義室

6312
講義室

TEP講師室
6360TEP教室1

6351
TEP教室2
6352

3階

ELV

倉
庫

TEP教室7
6357

TEP教室6
6356

TEP教室5
6355

TEP教室4
6354

TEP教室3
6353

4階
6418
応接室

6417B
講師室

6417A
英語教育研究所
6416B
英語教育研究所

自習室

6416A
研究室
6415B
英語教育研究所

資料室

6415A
管理関係室
6414B
管理関係室
6414A
管理関係室
6413B
管理関係室
6413A
共生社会文化
研究所

6412B
共生社会文化
研究所

6412A
管理関係室

6421

6420 6430

6441
教職総合支援センター

6440 6450

6461
キャリア教育センター

6460 6470

6437
会議室 倉庫

ELV

6436
第3ゼミ室

6435
第2ゼミ室

6434
第1ゼミ室

6433
管理関係室

6432B
共生社会文化
研究所

6432
管理関係室

6456
第6ゼミ室

6455
第5ゼミ室

6454
第4ゼミ室

6476B
学習室11
6476A
学習室10
6475B
学習室9
6475A
学習室8
6474B
学習室7
6474A
学習室6
6473B
学習室5
6473A
学習室4
6472B
学習室3
6472A
学習室2
6471
学習室1

現代社会研究専攻
人間生活科学専攻
言語文化学専攻

６ 号館
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1階

2階

7127
講 義 室

7114
講義室

ラウンジ

7168
更衣室

7185
介護実習
準備室

7185
介護実習
準備室

7187
介護実習室

7183,7184
入浴・在宅介護
実習室

7183,7184
入浴・在宅介護
実習室

7181
家政実習室

ELV

71617161

介護実習指導室
71627162

人間福祉実習指導室

7160家政実習準備室

7237
情報処理教室

7217
情報処理教室

7247
講義室 人間関係学部共通ラボ人間関係学部共通ラボ

72877287
7215
情報処理前室

7214
講義室

吹　抜

7286
講義室

7284
講義室

7283
講義室
（介護）

ELV

7262
講義室

7260
講義室
（介護）

7282
講義室
（介護）
7281
講義室
（介護）

3階

7318
講義室

7338
講義室

7348
講義室

7315
講義室

7313
講義室

7368
第10ゼミ室
7367
社会調査
実習室

7388
第8ゼミ室

7387
第7ゼミ室

7386
第6ゼミ室

7385
第5ゼミ室

7384
第4ゼミ室

7383
第3ゼミ室

7382
第2ゼミ室

7381
第1ゼミ室

ELV

7362
第9ゼミ室

7361
大学院生
自習室

4階

74270
社会学専攻
共同研究室

74370
社会・臨床
心理学専攻
共同研究室

74470
講師室

74680
人間福祉学科
共同研究室

74882
研究室
74881
研究室
74872
研究室
74871
研究室
74862
研究室
74861
研究室

74852
研究室
74851
研究室
74842
研究室

74841
研究室
74832
研究室
74831
研究室
74822
研究室
74821
研究室
74812
研究室

74811
研究室

ELV

74620
会議室

74610

74600
学部長室
74600
学部長室

74170
講師室

74161
研究室
74152
研究室
74151
研究室
74142
研究室
74141
研究室
74132
研究室
74131
研究室

７４１８１
研究室

７４１８２
研究室

７４２８１
研究室

７４２８２
研究室

７４３８１
研究室

７４３８２
研究室

７４４８１
研究室

７４４８２
研究室

７４５８１
研究室

臨床心理学専攻

７ 号館



― 144 ―

【千代田キャンパス】
教育支援センター
	 教育支援グループ………………………０３―５２７５―６０６１

daigakuin@ml.otsuma.ac.jp
	 資格支援グループ………………………０３―５２７５―６３１９

c.shikaku@ml.otsuma.ac.jp

学生支援センター
	 学生支援グループ………………………０３―５２７５―６０７１

c-gakusei@ml.otsuma.ac.jp
	 国際交流支援グループ…………………０３―５２７５―６310

glbc-jimu@ml.otsuma.ac.jp

健康センター………………………………０３―５２７５―６０７８
学生相談センター…………………………０３―５２７５―６１７３

広報・入試センター
	 入試グループ……………………………０３―５２７５―６０５１
	 広報・募集グループ……………………０３―５２７５―６０１１

就職支援センター
	 就職・キャリア支援グループ
	 ……………………………………………０３―５２７５―６０８１

job@ml.otsuma.ac.jp

財務センター
	 財務グループ……………………………０３―５２７５―６０３１
	 管財グループ……………………………０３―５２７５―６０４１

総合情報センター
	 図書館……………………………………０３―５２７５―６０１３
	 メディア教育開発センター……………０３―５２７５―６０８５
	 システム管理グループ…………………０３―５２７５―６０91

教職総合支援センター……………………０３―５２７５―６２９１

英語教育研究所……………………………０3―5275―6819

株式会社大妻サポート購買部
大妻女子大学　千代田店…………………０３―３２６３―２６６８

講師室………………………………………０３―５２７５―６０５９

文科系研究室
　日文・国文共同研究室…………………０３―５２７５―６０２８
　英文共同研究室…………………………０３―５２７５―６０６８
　コミュニケーション
　　文化学科共同研究室…………………０３―５２７５―６１１６

家政学系研究室
　被服学科共同研究室……………………０３―５２７５―６０８３
　食物系共同研究室………………………０３―５２７５―６００５
　児童学科第１共同研究室………………０３―５２７５―５９４５
　ライフデザイン学科
　　共同研究室……………………………０３―５２７５―６７８４
　スポーツ教育共同研究室………………０３―５２７５―６０３３

社会情報学部
	 社会情報学科共同研究室………………０3―5275―6940

比較文化学部
	 比較文化学部共同研究室………………０3―5275―6420

【多摩キャンパス】
事務部
	 教育・学事支援グループ………………０４２―３７２―９９８８

t.rishu@ml.otsuma.ac.jp

	 学生・就職支援グループ………………０４２―３７２―９９８９
tama-gakusei@ml.otsuma.ac.jp
t.shuushoku@ml.otsuma.ac.jp

	 総務・財務グループ……………………０４２―３７２―９１１１
t.somu-zaimu.c@ml.otsuma.ac.jp

総合情報センター
	 図書館……………………………………０４２―３７２―９１１６
	 メディア教育開発グループ……………０４２―３７２―９１１２
	 システム管理グループ…………………０４２―３３９―００３３

教職総合支援センター……………………０４２―３３９―００8３

キャリア教育センター……………………０４２―３３９―００85

健康センター………………………………０４２―３３９―０２７３
学生相談センター…………………………０４２―３７２―９９７９

心理相談センター…………………………０４２―３７２―９１３２

スポーツ教育研究室………………………０４２―３７２―９１３９

英語教育研究所……………………………042―339―0071

人間関係学部
	 社会学専攻共同研究室…………………０４２―３７２―９２０８
	 社会・臨床心理学専攻共同研究室……………０４２―３７２―９２０４
	 人間福祉学科共同研究室………………０４２―３７２―９１９８

株式会社大妻サポート購買部
大妻女子大学　多摩店……………………０４２―３３８―７０６０

（入試関係…………………………… ０４２―３７２―９９70）

連絡先一覧�
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